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Ⅰ 対象高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）高等専門学校名 

弓削商船高等専門学校 

（２）所在地 

愛媛県越智郡上島町弓削下弓削1000番地 

（３）学科等構成 

学 科：商船学科，電子機械工学科，情報工学科 

専攻科：海上輸送システム工学専攻， 

生産システム工学専攻 

（４）学生数及び教員数 

（平成25年5月1日現在） 

学生数：学 科571名 

    専攻科21名 

教員数：57名 

２ 特徴 

（１）沿革概要 

本校は，明治34年に学校組合立の弓削海員学校として

設立された。以後，組合立甲種商船学校，県立商船学校，

国立商船学校，国立商船高等学校と幾多の変遷を経て，

昭和42年に国立弓削商船高等専門学校となった。高等専

門学校昇格時は航海学科と機関学科の２学科（２学級）

であったが，昭和44年に機関学科１学級が増設された。

その後，昭和60年に機関学科１学級が電子機械工学科に

改組され，昭和63年には，航海学科及び機関学科が商船

学科（航海コース・機関コース）と情報工学科に改組さ

れた。このようにして，３学科体制（商船学科，電子機

械工学科，情報工学科）となり，卒業生は社会の各分野

で活躍している。平成17年４月には専攻科の海上輸送シ

ステム工学専攻と生産システム工学専攻が設置され，現

在に至っている。 

（２）目的の背景 

本校は長く，専門分野の基礎的な学理と技術者に必要

な能力を身につけさせ，我が国及び国際社会に貢献でき

る実践的技術者の育成を教育方針に掲げてきた。しかし，

科学技術の急速な高度化・複合化，グローバル化に伴っ

て，技術者に対して豊かな創造性，国際感覚・倫理観が

強く求められていることに対応し，平成 14 年度より，時

代に沿った教育方針（目的に掲載）を掲げている。 

本校教育の主な特徴として，まず，本校の有する練習

船「弓削丸」を商船学科だけでなく，工業系２学科の実

習や卒業研究等に活用していることが挙げられる。この

狙いは，専攻している分野だけでなく広く他の分野（船

の知識，システムとして完結している技術，海洋科学，

船内人間工学等）にも好奇心を抱かせ，複眼的素養を身

に付けさせようとする点にある。また，専門的な知識を

深めることだけでなく，バランスのとれた人格の形成を

目指してクラブ活動，ロボコン，プロコン，ソーラーボ

ート大会等への積極的な参加を図っている。特に，プロ

コンは毎年優秀な成績を収めており，全国高等専門学校

随一の実績を残している。このような教育に適した優秀

な人材確保のために平成 21 年に広報主事を設置し，中学

校訪問，オープンキャンパス，体験入学，出前授業，地

域のイベントの開催・参加，各種アンケートの実施等の

活動を積極的に展開し，入試制度を見直して複数校志望

受検制度を全国に先駆けて導入・実施している。 

 次に，本校は瀬戸内海島嶼部に位置し，且つ海事関連

産業により繁栄している「しまなみ海道」地域唯一の高

等教育機関である。このような環境の下で，本校が果た

すべき役割の一つとして，教育寮としての学生寮の充実

がある。寮生活においては，団体生活を通して責任と規

律ある基本的生活習慣を育成することを目指している。

全教員による宿直体制は，中学校卒業年代の多感な寮生

の指導を重視し，寮生の生活指導及び学習指導を教員の

重要業務として位置付けている。もう一つは，地域社会

との連携がある。平成 14年度には，地域社会との連携を

図るために地域共同研究推進センターを設置し，技術相

談窓口を明確化した。平成 18年度には研究の活性，技術

の提供，研究基金の獲得を目指して技術振興会を発足さ

せた。また，平成 21年度には教育の高度化，活性化に対

応すべく技術支援センターを設置した。 

 学校運営に関しては，学外有識者による運営諮問会議

の開催や教育に関する各種アンケートを実施して，学内

外からのニーズに対応している。また，海洋に関する得

意な分野を中心に高等専門学校間の連携の強化を図って

いる。 
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Ⅱ 目的 

１．使命 

 本校は，「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成すること（学校教育法第115条）」に基づき，商

船及び工業に関する実践的中堅技術者を養成して，わが国の産業の発展に寄与することを使命としている。 

２．教育研究活動等を実施するための基本方針 

 本校は，実践的技術者の養成を目指して，高度化する海技技術者養成への対応，実験・実習の重視によるもの

づくり及びＩＴを基盤とした実践的技術者の養成を図る。 

また，平成17年度に設置された専攻科は，最先端の知識の教授のみならず，工学の基本的知識を縦横に応用で

き，問題提起能力，解析能力及び問題解決能力を高めるような教育を行う。 

これらの教育理念を実現するため以下の教育方針を掲げている。 

（教育方針） 

 科学技術の急速な高度化・複合化，豊かな創造性の涵養，グローバル化の進展を視野に入れて国際感覚と豊か

な人間性の育成を目指して，教育方針を次のように定めている。 

①自然科学および専門技術の基礎力を身につけ，高度化かつ多様化してゆく科学技術に柔軟に対応できる人材

の育成。 

②身の回りの諸現象，特に海をとりまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き，多角的に考えたり調べたりできる，

創造力のある人材の育成。 

③日本および世界の文化や社会に関心をもち，国際的視野でものがみられ，しかも人間として，技術者として

高い倫理観をもった人材の育成。 

３．教育目標 

 沿革にも示したように，本校の準学士課程は商船学科，電子機械工学科，情報工学科の３学科制であり，専攻

科課程は海上輸送システム工学専攻と生産システム工学専攻の２専攻である。これに一般科目系授業を担当する

総合教育科が設置されている。各学科，総合教育科（教養教育）及び専攻科の教育目標は以下のとおりである。 

（１）教養教育 

幅広い視野に立った総合的な判断能力，斬新な創造力を備えた実践的技術者育成のための基礎的能力の涵養と

教養の育成 

（２）商船学科 

 船員教育を基盤にした海事総合科学を身につけた技術者の育成 

（３）電子機械工学科 

 ものづくりのできる実践的な技術者－計画・設計から生産・保守運用までできる技術者－の育成 

（４）情報工学科 

情報リテラシー，情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備えたシステム技術者の育成 

（５）専攻科 

＜海上輸送システム工学専攻＞ 

海上輸送システムや船舶機関システムに関する分野を中心とした専門的な技術を教育し，システムの運用，開

発，商船学・工学的センスを身につけた実践的な海事管理技術者の育成 

＜生産システム工学専攻＞ 

機械・情報系を中心とした複合的工業分野における専門的な知識と技術を教育し，瀬戸内海地域に貢献できる

ものづくりやシステム開発の能力と国際感覚をもつ実践的専門技術者の育成 
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Ⅲ 基準ごとの自己評価 

 

基準１ 高等専門学校の目的 

（１）観点ごとの分析 

観点１－１－①：  高等専門学校の目的が，それぞれの学校の個性や特色に応じて明確に定め

られ，その内容が，学校教育法第 115 条に規定された，高等専門学校一般に

求められる目的に適合するものであるか。また，学科及び専攻科ごとの目的も

明確に定められているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の目的は，昭和 42 年に国立商船高等専門学校として設置された時に明確に定められ，学則

第１条に掲げている。平成 17 年度に設置された専攻科については，学則第 42条に掲げている（資

料１－１－①－１）。本校は弓削海員学校として設置されて以来，百十余年の長期にわたる商船教

育に加えて，工業系２学科（電子機械工学科，情報工学科）及び専攻科が改組・新設により設置

されてきた経緯がある。 

 平成 14年度には，学校として養成したい人材像及び学科として養成したい人材像を教育方針と

して定めることで，卒業時に身に付けるべき学力や資質・能力を具体的に示した。平成 22 年度に

は，高等専門学校一般に求められる目的，教育方針及び学科・専攻科ごとの教育目標を明確にす

るための規則制定を行い，現在に至っている（資料１－１－①－２）。教育方針及び教育目標には，

海，ものづくり，国際的視野，海事総合科学，海事管理技術者，瀬戸内海地域のキーワードを取

り入れることで，本校を取り巻く環境や特徴を活かした教育を展開することが明記されている。 

 本校の教育方針及び教育目標は，学校教育法第 115条に規定された，高等専門学校一般に求め

られる目的である「深く専門の学芸を教授」「職業に必要な能力の育成」を踏まえて定められたも

のである。その内容は，学校教育法第 115条に規定された高等専門学校一般に求められる目的に

適合している（資料１－１－①－３）。 

毎年開催している外部有識者による運営諮問会議（資料１－１－①－４，５），校内での自己点

検・評価(資料１－１－①－６)等にも目的及び教育目標を掲載し説明及び点検を行っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の目的は，高等専門学校の使命を明確に定めている。また，目的に基づいて教育方針及び

学科・専攻科ごとの教育目標を具体的に定めている。 

以上のことから，本校は，高等専門学校一般に求められる目的，学科及び専攻科ごとの目的を

明確に定めているといえる。 
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資料１－１－①－１ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料１－１－①－２ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－38抜粋） 
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資料１－１－①－３ 

資料１－１－①－４ 

 

（出典：平成 18年度認証評価自己評価書Ｐ.７） 

（出典：企画広報室） 
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資料１－１－①－５ 

 

（出典：第８回運営諮問会議報告書表紙及び次頁） 



弓削商船高等専門学校 基準１ 

- 8 - 

資料１－１－①－６ 

 

 

（出典：平成 22年度自己点検・評価報告書目次） 
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観点１－２－①： 目的が，学校の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の教育方針と教育目標は，ウェブサイト（資料１－２－①－１），学校要覧（資料１－２－

①－２），学生便覧（資料１－２－①－３），シラバス（資料１－２－①－４），専攻科学生用手引

き・シラバス（資料１－２－①－５）に掲載することで，学校構成員（教職員及び学生）に周知

している。 

教育方針及び教育目標は，ウェブサイトや刊行物による一般的な周知のほか，学生には，新入

生オリエンテーションで刊行物を活用して教務主事補が説明すること（資料１－２－①－６），及

び各教室に教育方針と教育目標を明記したパネルを掲示することでも周知している。教職員（非

常勤を含む）には，学生便覧や学級担任の手引き（資料１－２－①－７）の配布，新任教員オリ

エンテーションでの新任教員の手引き（資料１－２－①－８）に基づく教務主事の説明，及び各

課事務室等に教育方針を明記したパネルを掲示することにより周知している。 

平成 24 年度には教職員，準学士課程及び専攻科課程の学生に対して目的の周知状況についてア

ンケート調査を実施した（資料１－２－①－９～11）。この結果，掲載場所を知っている者を含め

ると，ほとんどの教職員（非常勤を含む）へ周知されているが，準学士課程と専攻科課程の学生

への周知度は５割前後に留まっている。内容まで十分理解している者は，教職員で７割前後，ま

た，準学士課程と専攻科課程の学生は２割未満である。アンケートの設問形式が大雑把であった

ことを考慮しても，今後，周知度を高めるように努める必要がある。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校は，教職員及び学生に対して，ウェブサイト及び刊行物等によって教育方針及び教育目標

の周知を図っている。目的の周知状況についてアンケート調査を実施したところ，掲載場所を知

っている者を含めると，ほとんどの教職員（非常勤を含む）へ周知されているが，準学士課程と

専攻科課程の学生への周知度は５割前後に留まっている。内容まで十分理解している者は，アン

ケートの設問形式が大雑把であったことを考慮しても，今後とも周知強化を図っていくことが肝

要である。 

以上のことから，本校は，学校の構成員（教職員及び学生）に周知しているものの，今後，更

なる周知に努める必要がある。 
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資料１－２－①－１ 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料１－２－①－２ 

（出典：2012学校要覧巻頭） 
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資料１－２－①－３ 

 

 

（出典：平成 25年度学生便覧巻頭） 
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資料１－２－①－４ 

（出典：平成 25年度授業科目シラバス巻頭） 
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資料１－２－①－５ 

（出典：平成 25年度専攻科学生用手引き・シラバス巻頭） 

）） 
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資料１－２－①－６ 

 

（出典：学生課） 
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資料１－２－①－７ 

（出典：学生課） 
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資料１－２－①－８ 

  

（出典：総務課） 
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資料１－２－①－９ 

   教 職 員 

（出典：企画広報室） 
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資料１－２－①－10 

 準学士課程 

  

（出典：企画広報室） 
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資料１－２－①－11 

専攻科課程 

（出典：企画広報室） 



弓削商船高等専門学校 基準１ 

- 21 - 

観点１－２－②： 目的が，社会に広く公表されているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の教育方針及び教育目標は，ウェブサイトと学校要覧に掲載することによって，社会に公

表している。学校要覧については，上島町役場，島内の学校，今治市役所などの関係機関に毎年

配布し（資料１－２－②－１），また，本校主催の学校説明会用資料として活用することで教育方

針及び教育目標を公表している（資料１－２－②－２）。 

学校ＰＲを目的に作成した学校案内（資料１－２－②－３，４）では，学則にある教育目標を

養成したい人材像として平易に表現し，中学生を対象にしたオ―プンキャンパス(年２回実施)の

参加者全員に配布している（資料１－２－②－５）。また，中学校へのＰＲ活動では，訪問時に学

校案内を持参するとともに，教育方針及び教育目標の説明を行っている。さらに，中四国地方を

中心に全国の中学校へ学校案内を郵送し（資料１－２－②－６），学科ごとの養成したい人材像を

広く公表している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校は，教育方針，教育目標，教育目標を踏まえた学科ごとに養成したい人材像を刊行物とウ

ェブサイトで公表しており，オープンキャンパスや中学校訪問時に積極的に説明している。しか

し，中学生を対象にした学校案内には，学科ごとに具体化した養成したい人材像を示しているが，

学則に掲げている教育方針及び教育目標そのものは掲載していない。社会に広く公表するために

は，学校案内にも教育方針及び教育目標を掲載することが改善すべき点といえる。 

 

 

 

 

 



弓削商船高等専門学校 基準１ 

- 22 - 

資料１－２－②－１ 

資料１－２－②－２ 

 

（出典：学生課） 

（出典：企画広報室） 
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資料１－２－②－３ 

（出典：パンフレット） 
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資料１－２－②－４ 

 

（出典：学校案内） 
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資料１－２－②－５ 

（出典：学生課） 
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資料１－２－②－６ 

 

（出典：学生課） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

 該当なし 

（改善を要する点） 

 教育方針及び教育目標の周知を図っているものの，更なる周知度の向上に努める必要がある。 

 

（３）基準１の自己評価の概要 

 本校の目的は，学則で高等専門学校の使命を明確に定めている。また，本校を取り巻く環境や

特徴を活かした教育を展開することを目指して，目的を具現化するための教育方針及び学科・専

攻科ごとの教育目標を具体的に定めており，学校教育法の定める目的に適合している。 

本校は，教職員及び学生に対して，ウェブサイト及び刊行物等によって教育方針及び教育目標

の周知を図っている。目的の周知状況についてアンケート調査を実施したところ，掲載場所を知

っている者を含めると，ほとんどの教職員（非常勤を含む）へ周知されているが，準学士課程と

専攻科課程の学生への周知度は十分とは言えず，今後とも更なる周知を図っていくことが必要で

ある。 

社会に対しては，ウェブサイトへの掲載と学校要覧の関係機関への配布，学校案内をオ―プン

キャンパス参加者全員へ配布し，中四国地方を中心に全国の中学校へ郵送するなどして広く公表

している。 

 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 28 - 

基準２ 教育組織（実施体制） 

（１）観点ごとの分析 

 観点２－１－①： 学科の構成が，教育の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校は，各 40 名を定員とする商船学科（航海コース・機関コース）・電子機械工学科・情報工

学科の３学科を設置している（資料２－１－①－１）。 

各分野における実践的技術者養成のため，各学科の教育目標を定めており（資料２－１－①－

２），高等専門学校設置基準の規定に適合した学科構成となっている。 

商船学科は海事総合科学を身に付けた技術者の育成，電子機械工学科はものづくりのできる実

践的な技術者の育成，情報工学科は情報工学・リテラシーの知識の上に問題分析・解決能力を備

えたシステム技術者の育成を図る学科内容となっており，学校の教育方針を反映している（資料

２－１－①－３～５）。また，科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 22 年度に教

育課程を改正し，商船学科においては，大型練習船実習が短期実習分割方式へ移行するのに伴い

平成 25 年度から更に新しい教育課程に改正し，航海コース・機関コースへのコース分けを第３学

年の後期に行うこととした（資料２－１－①－６）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

 学科の構成及び内容が，教育の目的及び高等専門学校設置基準の規定に適合している。また，

科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 22年度に教育課程を改正，商船学科におい

ては，大型練習船実習が短期実習分割方式へ移行するのに伴い平成 25 年度から更に新しい教育課

程に改正し，航海コース・機関コースへのコース分けを第３学年の後期に行うこととした。 

 以上のことから，学科の構成が，教育の目的を達成するうえで適切なものとなっている。 

 

資料２－１－①－１ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料２－１－①－２ 

 

 （出典：弓削商船高等専門学校規則集２－38抜粋） 
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資料２－１－①－３ 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．10） 
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資料２－１－①－４ 

 
（出典：2012学校要覧Ｐ．14） 
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資料２－１－①－５ 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．17） 
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資料２－１－①－６ 

 

（出典：平成 25年度学生便覧Ｐ．45） 
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観点２－１－②： 専攻科を設置している場合には，専攻科の構成が，教育の目的を達成する

上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校は，海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻の２専攻を設置している（資料

２－１－②－１）。海上輸送システム工学専攻は，商船学科を基盤とし，それを発展させた高度な

海事技術者と船舶管理技術者の育成を目指しており，生産システム工学専攻は，電子機械工学科

と情報工学科を基盤にした複合学科で，ＩＴ化されたものづくりの幅広い分野で活躍できる技術

者の育成を目指しており（資料２－１－②－２），学校教育法の規定に適合したものになっている。 

また，科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，平成 24 年度に教育課程を改正し，教育

技術演習や短期インターンシップ及び長期インターンシップを単位化した（資料２－１－②－３）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校に設置されている専攻科の２専攻とも基盤となる学科の上積み課程であることを踏まえて

構成されており，教育の目的及び学校教育法の規定に適合している。また，科学技術の動向や社

会のニーズに対応するため，平成 24 年度に教育課程を改正し，必要な内容を単位化した。 

以上のことから，専攻科の構成が，教育の目標を達成する上で適切なものとなっている。 

 

資料２－１－②－１ 

 

 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料２－１－②－２ 

 

（出典：専攻科「未来へのひとづくりものづくり」） 
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資料２－１－②－３ 

 

（出典：：平成 25 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．21） 
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観点２－１－③： 全学的なセンター等を設置している場合には，それらが教育の目的を達成

する上で適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況） 

 全学的なセンターとして，１）情報処理教育センター，２）地域共同研究推進センター及び技

術振興会，３）国際交流推進室，４）技術支援センター及び全学的な教育研究のための施設とし

て，５）練習船「弓削丸」がある（資料２－１－③－１）。 

 情報処理教育センターは，教育研究活動への利用のみならず，情報ネットワーク管理運営，構

内ＬＡＮの構築と運用，情報セキュリティ等に関する運営を行っている（資料２－１－③－２）。

具体的な教育活動としては，全学的な情報処理関連の授業・実験・実習のほか自学自習にも利用

されており，本校が独自に開発した 20種類の e-learning コンテンツも活用されている（資料２

－１－③－３）。 

 地域共同研究推進センターは，本校と地域の機関・企業等が保有する専門知識と施設を相互に

活用することを目的に設置されており（資料２－１－③－４），学術の発展に即応させるために専

攻科生による研究成果のパネル展示を行ったり（資料２－１－③－５），インターンシップ受け入

れ先の開拓支援等を行っている。また，同センターに併設されている「弓削商船高等専門学校技

術振興会（しまなみテクノパートナーズ）」（資料２－１－③－４）においては，実践的技術者育

成の支援として，学生の学会発表及び海外研修への支援等を行っている。 

国際交流推進室は，留学生交流及び国際教育研究交流の推進を図るため平成 22 年に設置され

（資料２－１－③－６），学生の海外での研究発表や短期及び長期インターンシップの推進及び支

援を行っている（資料２－１－③－７）。 

技術支援センターは，平成 21 年に，「技術支援に関する専門的業務を組織的，かつ効率的に処

理するとともに，技術職員の職務遂行に必要な能力及び資質の向上を図り，もって本校の教育研

究支援体制の充実に資することを目的」として旧技術支援室からセンター化された（資料２－１

－③－８）。同センターは，基礎的及び専門的技術教育支援や卒業研究及び特別研究でも活用され

ている（資料２－１－③－９）。 

練習船「弓削丸」は，商船学科の海事技術者教育のみでなく，本校の教育方針にある「海をと

りまく自然・文化・歴史に好奇心を抱き（抜粋）」の実践である工業系２学科への海洋教育支援に

も利用している全学的な施設である（資料２－１－③－10）。今年度中には最新の船内ＬＡＮ設備

に更新することになっており，商船学科の航海実習・実験実習・卒業研究，工業系２学科の航海

実習及び四国地区高専の特別講義等に多面的に活用されている（資料２－１－③－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 全学的なセンターとして，情報処理教育センター，地域共同研究推進センター及び技術振興会，

国際交流推進室，技術支援センター及び全学的な教育研究のための施設として練習船「弓削丸」

を設置している。これらのセンター等は，実践的技術者養成のための教育活動（講義，実験・実

習，演習，卒業研究，特別研究）に全学的に活用されており，整備されている。 

 以上のことから，本校に設置されているセンター等は，教育の目的を達成する上で適正なもの

となっている。 
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資料２－１－③－１ 

 
（出典：2012学校要覧Ｐ．4） 
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資料２－１－③－２ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－11 抜粋） 
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資料２－１－③－３ 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料２－１－③－４ 

（出典：2012学校要覧Ｐ．36） 
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資料２－１－③－５ 

（出典：企画広報室） 
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資料２－１－③－６ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－39 抜粋） 
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資料２－１－③－７ 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料２－１－③－８ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－37 抜粋） 
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資料２－１－③－９ 

（出典：技術支援センター） 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 47 - 

資料２－１－③－10 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．28） 
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資料２－１－③－11 

 

 

（出典：練習船弓削丸班） 
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観点２－２－①： 教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等

に係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われているか。  

 

（観点に係る状況） 

 教育課程全般にわたる重要な課題は，校長が委員長を務める運営委員会（資料２－２－①－１）

と自己点検評価委員会（資料２－２－①－２）で審議または報告されている（資料２－２－①－

３，４）。 

 教育活動の細部については教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会で審議

しており，その結果は，内容に応じて運営委員会，教員会議及び校長に報告し，各学科の分科会

等を通じて学内に周知している（資料２－２－①－５～８）。 

 教務委員会は，準学士課程教育課程の編成，教育全般について企画・検討・調整を行っている

（資料２－２－①－９）。厚生補導委員会及び寮務委員会は，準学士課程学生の厚生補導及び寮生

活の全体に関する事項を審議している。専攻科委員会は専攻科学生の教務事項及び厚生補導に関

する事項を審議している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育活動に必要な事項は，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会で検討・

審議し，審議結果は，内容に応じて運営委員会及び自己点検評価委員会で審議・報告がされた後，

教員会議や各学科の分科会等を通じ学内に周知している。 

以上のことから，教育活動を有効に展開するための検討・運営体制が整備され，教育活動等に

係る重要事項を審議する等の必要な活動が行われているといえる。 
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資料２－２－①－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－１抜粋） 
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資料２－２－①－２ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－２抜粋） 
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資料２－２－①－３ 

（出典：平成 24 年度第 12回運営委員会議事録） 
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資料２－２－①－４ 

（出典：平成 22 年度自己点検・評価報告書目次） 
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資料２－２－①－５ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－５抜粋） 
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資料２－２－①－６ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－７抜粋） 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 56 - 

資料２－２－①－７ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－23 抜粋） 
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資料２－２－①－８ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－28 抜粋） 
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資料２－２－①－９ 

 

（出典：平成 24 年度第７回教務委員会議事録） 
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観点２－２－②： 一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携が，機能的に行われている

か。 

 

（観点に係る状況） 

 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，各部署において連絡

調整を行っている。数学に関しては，平成 22年度のカリキュラム改定に伴い，数学教員と専門学

科教員が連絡会を開催しながら連携の作業を行い（資料２－２－②－１），一般科目の第１学年か

ら第３学年までに実施される数学の単元の進捗と，専門科目における必要性の関連表を作成し確

認された（資料２－２－②－２）。これを活用し，専門科目においては数学の内容の進捗状況を踏

まえて，授業を進めるよう配慮している。 

 また，商船学科においては，商船学科を有する５高専の連携による「ALL SHOSEN 学び改善プロ

ジェクト」の中で，商船学科における専門科目と一般科目の連携調査を行い（資料２－２－②－

３），商船学を学ぶために必要な学問体系との整合性の確保と一般科目と連携した商船学専門科目

教授法の構築などを目指して各科目との関連表を作成した（資料２－２－②－４）。この調査は，

人文系科目についても実施され，互いの科目間の関連を確認し授業を進める際の参考としている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，各部署において連絡

調整を行っており，数学教員と専門学科教員が連携して，数学の単元の進捗と専門科目の単元の

関連表を作成し，活用している。また，商船学科においては，専門科目と一般科目の連携調査を

行い，各科目との関連表を作成し，一般科目と連携した商船学専門科目教授法の構築などを目指

している。 

以上のことから，一般科目及び専門科目を担当する教員間の連携は，機能的に行われていると

いえる。 
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資料２－２－②－１ 

 

（出典：数学担当教員） 
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資料２－２－②－２ 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準２ 

- 62 - 

資料２－２－②－３ 

（出典：ALL SHOSEN学び改善プロジェクト：商船学科における専門科目と一般科目の 

連携調査報告目次） 
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資料２－２－②－４ 

 

（出典：ALL SHOSEN学び改善プロジェクト：商船学科における専門科目と一般科目の 

連携調査報告 AE－７） 
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観点２－２－③： 教員の教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校は，教育活動の支援の最も重要な位置付けとして学級担任を重視している。学級担任は学

級担任委員会，厚生補導委員会の構成員であり，議事を通して学生に関する情報を周知できる体

制を構築している（資料２－２－③－１）。全教員が持つ「学級担任の手引き」により，担任業務

は担任のみでなく３主事及び学科長の協力を明記している（資料２－２－③－２）。 

特に第１学年については，初年次教育支援室を設置し（資料２－２－③－３），支援教員を配置

しており，オリエンテーション，ホームルーム，講演会，補習等の支援を行っている（資料２－

２－③－４）。 

 課外活動の中心になるクラブ活動は，全教員がいずれかの顧問に配置され，その活動及び指導

が円滑に実施されるように複数の教員で分担の配慮をしている（資料２－２－③－５）。教員数に

対しクラブ・同好会の数が多く，複数のクラブ顧問となり指導が手薄となることや，経験のない

分野の顧問になる場合も見られるので，クラブ活動の技術的な指導業務として学外専門コーチ等

への委託を取り入れた（資料２－２－③－６）。また，対外試合の引率に実習船「はまかぜ」を活

用することができる体制としている（資料２－２－③－７）。 

学生寮の宿直業務支援としては，「当直者の手引き」（資料２－２－③－８）を作成しており，

新任教員に対しては初めて宿直に入る際，寮務主事・主事補による支援を行っている。 

以上のように教育活動を円滑に実施するための支援体制を整備しているが，本校は３学科の小

規模校で教員数が尐ないため，個々の教員の負担が大きくなっていることが課題である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学級担任の職務の重要性に鑑み，その役割を担任１人に負わせるのではなく，担任を支援する

支援教員や学科長，主事等により，その教育活動を支援する体制が整備され，機能している。課

外活動においても，各クラブを複数の教員で顧問の分担を行い，学外コーチの委託及び試合引率

に実習船「はまかぜ」の利用等の支援体制が整備され，機能している。また，学生寮においては，

「当直者の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援を行っている。

しかしながら，本校は３学科の小規模校で教員数が尐ないため，個々の教員の負荷が大きいこと

が課題である。 

以上のことから，教育活動を円滑に実施するための支援体制が機能しているといえる。 
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資料２－２－③－１ 

（出典：平成 24 年度第２回学級担任委員会議事録） 
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資料２－２－③－２ 

 

（出典：平成 25年度学級担任の手引きＰ．15） 
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資料２－２－③－３ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－41 抜粋） 
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資料２－２－③－４ 

（出典：初年次教育支援室） 
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資料２－２－③－５ 

 

（出典：学生課） 
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資料２－２－③－６ 

 

（出典：学生課） 
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資料２－２－③－７ 

（出典：技術支援センター） 
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資料２－２－③－８ 

 

（出典：学生課） 
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（２）優れた点及び改善する点 

（優れた点） 

教員の教育活動の支援として，初年次教育支援室を設置し，支援教員を配置しており，オリエ

ンテーション，ホームルーム，講演会，補習等の支援を行っている。また，学生寮においては，

「当直者の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援が行われてお

り，教育活動を円滑に実施するための支援体制が充実している。 

（改善を要する点） 

 本校は３学科の小規模校で教員数が尐ないため，教育活動を展開する際，個々の教員の負荷が

大きくなっていることが課題である。 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

 準学士課程の学科の構成及び内容が，教育の目的及び高等専門学校設置基準の規定に適合して

おり，教育方針を踏まえて，社会のニーズに応えることのできる海事関連学科（商船学科）と，

ものづくり及びＩＴを基盤とした工業系の２学科（電子機械工学科・情報工学科）でバランスよ

く構成されている。 

専攻科は，基礎となる準学士課程の学科の上積み課程であることを踏まえた２専攻（海上輸送

システム工学専攻・生産システム工学専攻）で構成されており，教育の目的及び学校教育法の規

定に適合している。平成 24年度に科学技術の動向や社会のニーズに対応するため，教育課程を改

正し，必要な内容の単位化を行っている。 

情報処理教育センター，地域共同研究推進センター及び技術振興会，国際交流推進室，技術支

援センター及び練習船「弓削丸」は，実践的技術者養成のための教育活動（講義，実験・実習，

演習，卒業研究，特別研究）に全学的に活用されており，整備されている。 

教育活動を有効に展開するため，企画・調整・運営・検討など，運営委員会及び自己点検評価

委員会を中心にして，教務委員会，厚生補導委員会，寮務委員会及び専攻科委員会と連携して，

教育活動等に係る事項に対して柔軟に対応している。 

 教育計画・教育内容等に関する内容の連携は教務委員会が中心になって，数学教員と専門学科

教員の連携による科目間の関連表の作成・活用や商船学科の専門科目と一般科目の関連表の作

成・活用など教員間の連携は，機能的に行われている。 

 学級担任に対して，支援教員や学科長，主事等により，教育活動を支援している。課外活動に

おいても，各クラブを複数の教員で顧問の分担を行い，学外コーチの委託及び試合引率に実習船

「はまかぜ」の利用等の支援体制が整備され，機能している。また，学生寮においては，「当直者

の手引き」の作成や新任教員の宿直支援等，寮務主事・主事補による支援が行われており，教育

活動を円滑に実施するための支援体制が機能している。 
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基準３ 教員及び教育支援者等 

（１）観点ごとの分析 

観点３－１－①： 教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されて

いるか。 

 

（観点に係る状況） 

 一般科目を担当する総合教育科では，教育目標等を達成するために，専任教員 16 名，非常勤講

師 12名の合計 28 名の教員を配置している（資料３-１－①－１）。担当科目ごとの人員配置は表

に示すように，数学５名，英語６名，国語３名，理科４名，社会３名，体育３名，芸術４名とな

っている。幅広い視野に立った総合的な判断能力，斬新な創造力を備えた実践的技術者育成のた

めの基礎的能力の涵養と教養の育成を目指すために，教員それぞれの専門分野に適合した授業科

目を担当している（資料３－１－①－２）。 

実践的技術者の育成を目指し，専門科目の基礎知識を習得させる教育の充実を図るため，数学，

英語，物理・化学に重点を置いて教員を配置しているほか，国際化に対応できるような実用的英

語力の向上のために，ネイティブの英語教員を昭和 50 年から非常勤として配置している。平成

25年度から数学教員は，専任のみの５名となり，学力不足の学生への対応も行うことにしている。

また，本校の島嶼部という立地条件を取り入れた教育方針から，海に関する教養として生物概論

を商船学科のみならず電子機械工学科及び情報工学科にも必修科目とし，海と生命の結びつきな

どを学ぶことによって幅広い教養を身に付けさせている。 

 なお，高等専門学校設置基準の第６条第２項には，「高等専門学校には，教員（助手を除く）の

うち，第 16 条に規定する一般科目を担当する専任者の数は，入学定員に係る学生を３の学級に編

成する場合は，14 人を下ってはならない」とあるところ，本校においては，一般科目担当の専任

教員 16 人全員が講師以上であり，設置基準を満たしている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

一般科目を担当する総合教育科の教員の構成は，高等専門学校設置基準を満たしつつ，幅広い

教養科目や専門科目に関連した科目を担当するようバランスよく配置しており，教員の専門分野

に適合した授業担当となるよう配慮している。特に，専門科目の基礎知識を習得させる教育の充

実を図るため，数学，英語，物理・化学に重点を置いて教員を配置している。 

以上のことから，教育の目的を達成するために必要な一般科目担当教員が適切に配置されてい

るといえる。 
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資料３－１－①－１ 

資料３－１－①－２ 

 

（出典：総務課） 

（出典：総務課） 

） 
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観点３－１－②： 教育の目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員が適切に配

置されているか。 

 

（観点に係る状況） 

専門学科では，教育目標等を達成するため，資料３－１－②－１に示す専門科目担当の教員を

配置しており，内訳は専任教員 40 名，非常勤講師９名（うち２名は一般科目と兼務）の合計 49

名である。 

 本校は，商船系（商船学科）及び工業系（電子機械工学科，情報工学科）の学科を有している

ため，専門科目教員が担当すべき分野は多岐にわたっている。商船学科は船員教育を基盤にした

海事総合科学を身につけた技術者の育成のため，航海系及び機関系を担当する教員をバランス良

く配置している（資料３－１－②－２）。電子機械工学科は，ものづくりのできる実践的な技術者

－計画・設計から生産・保守運用までできる技術者－の育成のため，電気・電子系と機械系を担

当する教員をバランス良く配置している（資料３－１－②－３）。情報工学科は情報リテラシー，

情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備えたシステム技術者の育成のために，ソフト系

及びハード系を担当する教員をバランス良く配置している（資料３－１－②－４）。また練習船「弓

削丸」を保有しているため，船長，機関長，一等航海士及び一等機関士を専任教員として配置し

ている（資料３－１－②－１）。航海実習では，さらに商船学科の教員がインストラクターとして

乗り込み，より高い安全航海と質の高い学生実習を可能にしている（資料３－１－②－５）。教員

は，商船学科及び電子機械工学科は複合学科的ではあるが情報工学科も含め，それぞれの専門分

野に適合した授業科目を担当している。 

 なお，高等専門学校設置基準の第６条第３項から，専門科目を担当する専任者の数は，当該学

校に３の学科を置くときは，22 名を下ってはならないとなっており，本校においては，専門科目

担当の専任教員 40 名が助教以上であり，設置基準を満たしている。また，高等専門学校設置基準

の第８条には，「専門科目を担当する専任の教授及び准教授の数は，一般科目を担当する専任教員

数と専門科目を担当する専任教員数の合計数の２分の１を下ってはならない」とあり，この数は

28 名となるところ，本校では専門科目を担当する専任の教授及び准教授は 30 名であり，設置基

準を満たしている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専門科目担当教員の構成は，高等専門学校設置基準を満たしつつ，幅広い専門科目を教授する

ために担当する教員を各学科ともバランス良く配置しており，教員の専門分野に適合した授業担

当となるよう配慮している。さらに練習船「弓削丸」では，専任教員の他に航海実習にはインス

トラクターを配置し，安全航海を実現すると共に学生の航海実習を充実させている。 

以上のことから，教育の目的を達成するために必要な専門科目担当教員が適切に配置されてい

るといえる。 
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資料３－１－②－１ 

（出典：総務課） 



弓削商船高等専門学校 基準３ 

- 78 - 

資料３－１－②－２ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－②－３ 

 

（出典：総務課） 
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資料３－１－②－４ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－②－５ 

 

（出典：練習船弓削丸班） 
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観点３－１－③： 専攻科を設置している場合には，教育の目的を達成するために必要な専攻

科の授業科目担当教員が適切に配置されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校の専攻科は，海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻から構成される。本校

の専攻科には，専任教員 38名に非常勤講師１名を加えた 39名を配置している（資料３－１－③

－１）。専攻科では，実際のシステムの運用・管理や開発能力，ものづくりに必要な基礎理論の応

用力を身につけた技術者の育成のため，システムの運用系及びものづくり系を担当する教員をバ

ランス良く配置している（資料３－１－③－２）。一般科目担当教員には５名の博士（工・理・文

学）を配置しており，応用力を引き伸ばすための基礎理論を強化している。また，専攻科担当教

員には，博士（工・理・情報工）のみならず企業経験者で技術士，第１種情報処理技術者及び一

級海技士など幅広い人材を有しており（資料３－１－③－３－１，２），観点１－１－①で述べて

いる専攻科の具体的な教育目標に対応するように，各専門分野と担当授業科目を適合させ（資料

３－１－③－２，４），理論ばかりでなく実践教育にも対応している。 

さらに，特別研究の指導においても，博士の学位と十分な研究実績を持つ教員を配置しており，

大学評価・学位授与機構による審査の結果，「適」と認められている（資料３－１－③－４，５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

海上輸送システム工学専攻及び生産システム工学専攻からなる専攻科には，専門分野に適合し

た科目担当教員を配置しており，学位授与機構による再審査を受審し，要件を満たすとの評価を

得ている。それぞれの担当教員は，基礎教育及び専門教育に対応するべく，バランス良く配置さ

れている。 

以上のことから，専攻科の教育目的を達成するために必要な授業科目担当教員が適切に配置さ

れているといえる。 
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資料３－１－③－１ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－③－２ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－③－３－１ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－③－３－２ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－③－４ 

（出典：総務課） 
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資料３－１－③－５ 

（出典：企画広報室） 
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観点３－１－④： 学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発化するための適切な措置

が講じられているか。 

 

（観点に係る状況） 

 教員の年齢及び性別の状況を資料３－１－④－１に示す。平成 24 年度４月１日現在における練

習船を含めた専任教員 55 名の平均年齢は 45.5歳で，30～39歳が若干多いものの，教員の採用で

年齢構成が均衡となるように配慮しており，各学科ともバランスの良い構成となっている。また

女性教員は，商船学科に１名，情報工学科に２名，総合教育科に１名の合計４名在籍しており，

これらの女性教員は，女子寮での教育にも対応している。 

平成 24 年度実績で，専任教員のうち学位取得者（博士）は 55 名中 34 名（資料３－１－④－２）

となっており（内訳は，総合教育科教員は５名，商船学科教員は 10 名，電子機械工学科教員は

10名，情報工学科教員は９名），専門科目（理系の一般科目を含む）については，41 名中 33名と

なっている。今後の博士取得者の増加に向けて，社会人博士課程などの活用の支援を行っている。

平成 25 年度には，高専間教員交流により，総合教育科に数学（博士）教員を受け入れている（資

料３－１－④－３）。 

また，教育経験及び実務経験を配慮した教員採用により，教員免許所有者，一級海技士（航海・

機関），技術士，第一種情報処理技術者など各学科に教育及び高度な専門資格を有する教員を配置

している（資料３－１－③－３－１，２）。専任教員の採用前の経歴は，民間企業が７名，大学・

研究機関が６名，他高専が２名，高校が３名，練習船の専任教員の採用前の経歴は４名中３名が

民間企業であり，多様な経歴の教員の採用にも努めている（資料３－１－④－４）。また，国際社

会で活躍できる学生の育成を図るため，非常勤講師を含めて３名の外国人教員を配置している（資

料３－１－④－５）。さらに，教員組織の活性化のため，内地研究員・在外研究員制度及びその他

必要な研修を活用している（資料３-１－④－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

年齢構成の均衡を配慮した教員採用を行っており，教員全体ではバランスの良い構成となって

いる。専門科目（理系の一般科目を含む）の学位取得者（博士）については，41 名中 33 名とな

っており，内地研究等を活用して社会人博士取得の支援を継続して行っている。教育経験及び実

務経験を配慮した教員採用により，民間企業経験者，大学・研究機関・他高専経験者，教員免許

所有者，一級海技士（航海・機関），技術士，第一種情報処理技術者など多様な教員が配置されて

いる。また，４名の女性教員，非常勤講師を含む３名の外国人教員を配置している。さらに，教

員組織の活性化のため，内地研究員・在外研究員制度等を活用している。 

以上のことから，学校の目的に応じて，教員組織の活動をより活発にするための適切な措置が

講じられているといえる。 
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資料３－１－④－１ 

 

（出典：総務課） 
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資料３－１－④－２ 

（出典：総務課） 
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 資料３－１－④－３ 

（出典：総務課） 
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 資料３－１－④－４  

  

資料３－１－④－５ 

 

（出典：総務課） 

（出典：総務課） 
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資料３－１－④－６ 

 

（出典：企画広報室） 
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観点３－２－①： 全教員の教育活動に対して，学校による定期的な評価が行われているか。

また，その結果把握された事項に対して教員組織の見直し等，適切な取組が

なされているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校では，学生による授業評価アンケートを毎年行い，これを参考にして教員は授業改善を行

っており（資料３－２－①－１），評価結果は一定期間ウェブサイトに公表し，冊子にまとめて校

長及び教務主事が保管している。年度当初，教員は身上調書及び研究業績一覧を提出し，校長は

全教員と個人面談を行っている（資料３－２－①－２，３）。面談の結果を受けて，英語の専任教

員を３名から４名に増やし，平成 25 年度から数学の専任教員を３名から５名（教員交流受入１名

を含む）に増やすことになった（資料３－１－①－１）。さらに，平成 25 年度から副校長（企画・

評価担当）を設置することになった（資料３－２－①－４）。また，教育研究業績を基に，校長裁

量経費の一部を教育研究支援経費として傾斜配分している（資料３－２－①－５）。各主事は，定

期的に主事補の評価を校長に報告している（資料は訪問調査時に提示）。 

高専機構の教員表彰アンケート結果に基づき，校長及び教務主事が相談の上，推薦を行ってお

り，平成 24 年度には２名の教員が表彰を受けた。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学生による授業評価アンケート結果を冊子にまとめ校長及び教務主事が保管している。教員は

身上調書及び研究業績一覧を提出し，校長面談を行っている。面談の結果を受けて，英語の専任

教員を３名から４名に増やし，数学の専任教員を３名から５名（教員交流受入１名を含む）に増

やし，平成 25 年度から副校長（企画・評価担当）を設置することになった。また，教育研究業績

を基に，校長裁量経費の一部を教育研究支援経費として傾斜配分している。各主事は，定期的に

主事補の評価を校長に報告している。 

 以上のことから，教育活動に関する定期的な評価が行われており，その結果把握された事項に

対して教員組織の見直し等，適切な取組がなされている。 
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資料３－２－①－１ 

学生による授業評価アンケート 

 

（出典：企画広報室） 



弓削商船高等専門学校 基準３ 

- 97 - 

資料３－２－①－２   

（出典：総務課） 
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資料３－２－①－３ 

資料３－２－①－４ 

（出典：総務課） 

（中略） 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－31 抜粋） 
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資料３－２－①－５ 

平成 24 年度教育研究費追加配分申告書 

 

 非公開情報のための削除 

（出典：総務課） 
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観点３－２－②： 教員の採用や昇格等に関する基準や規定が明確に定められ，適切に運用が

なされているか。 

 

（観点に係る状況） 

教員の採用については，優秀な人材を確保するため，すべて公募により行われている（資料３

－２－②－１）。また，公開情報をウェブサイトに掲載し，情報公開している（資料３－２－②－

２）。採用や昇任等の選考に関しては，高等専門学校設置基準の教員の資格（資料３－２－②－３）

に適合することを条件にして，弓削商船高等専門学校教員選考規則，教員選考細則及び教員選考

基準（資料３－２－②－４～６）に明確かつ適切に定められている。応募者及び昇任候補者から，

履歴書，著書・論文等一覧，主要著書・論文等の概要，教育業績一覧，外部資金・社会連携等の

状況，企業等における業績一覧，高等専門学校での教育と研究に関する抱負などの書類が提出さ

れ，審査は，書類選考（当該学科等への適合性，人物評価，教育資質評価，研究評価，学校運営・

社会貢献）及び面接選考（人物適合評価，教育資質適合評価，研究活動適合評価）についてそれ

ぞれ 100 点の配点で評価している。 

採用・昇任案件がある時，学科長から人事委員会（資料３－２－②－７）へ教員選考申出書（資

料３－２－②－８）が提出され，審議の上，審査に入る場合は，応募者または昇任対象教員に対

する人事専門委員会（資料３－２－②－９）が設置され，専門委員７名（学科長が委員長）を決

定する。 

公募の場合，応募者の中から書類審査によって複数の候補者を選び，これらの候補者による模

擬授業と面接が実施され（資料３－２－②－１），７名の委員により書面評価及び面接評価が行わ

れ，それぞれの評価点と審査の経緯が委員長を中心にまとめられ，順位をつけて教員選考審査報

告書（資料３－２－②－10）が作成される。昇任の場合，書面評価を行った上で面接が実施され，

公募の場合と同様に教員選考審査報告書が作成される。その結果を受けて，人事委員会において，

専門委員会委員長から教員選考審査報告書に従って説明が行われ，総合的に審議が行われ，採用

者の決定，昇任の決定が行われる。具体的な適用事例に関しては，個人情報が含まれているため，

訪問調査の際の確認資料とする。 

非常勤講師の採用については，非常勤講師選考内規（資料３－２－②－11）に沿って，公募又

は学科長からの教員選考申出書によって，人事委員会で審議して決定している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

教員の採用の選考や昇任の審査に関しては，高等専門学校設置基準に沿った教員選考規則，教

員選考細則及び教員選考基準が定められている。選考や審査に当たっては，人事専門委員会が設

置され，書類選考及び面接選考が行われた後，教員選考審査報告書が作成され，人事委員会で総

合的に審議が行われて決定される。また，非常勤講師の採用についても，非常勤講師選考内規に

沿って適切に決定されている。 

以上のことから，教員採用や昇任に関する規定などが明確に定められ，適切に運用されている

といえる。 
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資料３－２－②－１ 

 

（出典：総務課） 
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資料３－２－②－２ 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料３－２－②－３ 

 

（出典：高等専門学校設置基準） 

） 
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資料３－２－②－４ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集４－３抜粋） 
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資料３－２－②－５ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集４－４抜粋） 
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資料３－２－②－６ 

（出典：総務課） 
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資料３－２－②－７ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－３抜粋） 
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資料３－２－②－８ 

 

（出典：総務課） 
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資料３－２－②－９ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－４抜粋） 
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資料３－２－②－10 

（出典：総務課） 
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資料３－２－②－11 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集４－９抜粋） 
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観点３－３－①： 学校における教育活動を展開するに必要な事務職員，技術職員等の教育支

援者等が適切に配置されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 円滑な教育活動を展開するために事務部に学生課を設置し，授業，試験等の教務事務を行う教

務係に４名，課外活動・就学等の学生支援を行う学生支援係に３名（看護師を含む），学生寮での

生活支援を行う寮務係に２名と課内全体を総括する学生課長及び学生課長補佐（兼任）の 10名が

配置されており，各担当業務を行っている（資料３－３－①－１，２）。 

平成 21 年に技術支援センターを設置し，技術職員として，商船系の第一技術班２名，工業系の

第２技術班６名及び船舶の弓削丸班５名を配置している（資料３－３－①－３）。商船系職員は，

商船学科の実験・実習・卒業研究等の技術支援を担当，工業系職員は工業系学科の実験・実習・

卒業研究等を担当し，両者とも円滑な学生支援を行っている（資料３－３－①－４）。情報処理教

育センターにも専属の技術職員を配置し，学生の教育支援を行っている（資料３－３－①－３）。

また，練習船「弓削丸」の運航等には，弓削丸班の職員を配置し，練習船実習の支援等を行って

いる（資料３－３－①－３）。 

図書館には，情報・広報係として専任の司書を含む３名（パート職員を含む）が配置され，学

生の図書貸し出しや閲覧を支援している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学生課の業務については，事務組織及び事務分掌規則により，適切に役割を分担し，効果的に

機能している。また，技術職員に関しては，商船系と工業系の職員で構成され，それぞれ役割分

担がなされ円滑な学生支援を行っている。さらに，図書館及び情報処理教育センターにも専属の

司書や技術職員を配置し，学生の教育支援を行っている。 

以上のことから，教育課程を展開するために必要な事務職員，技術職員等の教育支援が適切に

配置されているといえる。 
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資料３－３－①－１ 

弓削商船高等専門学校事務組織表 

 

個人情報等保護のため削除 

（出典：総務課） 
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資料３－３－①－２ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集３－１抜粋） 

 

（中略） 
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資料３－３－①－３ 

（出典：総務課） 
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資料３－３－①－４ 

（出典：技術支援センター） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

 教育活動を展開するために必要な教員が適切に配置されている。特に，練習船「弓削丸」の航

海実習においては，弓削丸専属教員の他，商船学科の教員がインストラクターとして乗り込み，

より高い安全航海と質の高い学生実習の支援を行っている。 

（改善を要する点） 

 該当なし 

 

（３）基準３の自己評価の概要 

実践的技術者育成のため，一般科目担当教員及び専門科目担当教員を教育課程の授業科目構成

と比してバランスよく配置しており，教員の専門分野に適合した授業担当となるよう配慮してい

る。 

専攻科には，専門分野に適合した科目担当教員を配置しており，基礎教育及び専門教育に対応

できる体制を整備している。 

年齢構成の均衡を配慮した教員採用を行っており，教員全体ではバランスの良い構成となってい

る。教育経験及び実務経験を配慮した教員採用により，民間企業経験者，大学・研究機関・他高等

専門学校経験者，教員免許所有者，一級海技士（航海・機関），技術士，第一種情報処理技術者な

ど多様な教員を配置し活性化を図っている。また，４名の女性教員，非常勤講師を含む３名の外国

人教員を配置している。 

教員は身上調書及び研究業績一覧を提出し，校長面談を行っている。面談の結果を受けて，副校

長（企画・評価担当）を設置するなどの取組を行っている。 

教員の採用の選考や昇格の審査に関しては，高等専門学校設置基準に沿った教員選考規則，教

員選考細則及び教員選考基準が明確かつ適切に定められており，選考や審査に当たっては，人事

専門委員会が設置され，適切に運用されている。 

教育課程を円滑に展開するために事務部に学生課を設置し，また，技術支援センター所属の技術

職員は商船系と工業系の職員で構成され，それぞれ役割分担がなされ円滑な学生支援を行っている。

さらに，図書館及び情報処理教育センターにも専属の司書や技術職員を配置し，学生の教育支援を

行っている。 
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基準４ 学生の受入 

（１）観点ごとの分析 

観点４－１－①：  教育の目的に沿って，求める学生像及び入学者選抜の基本方針等の入学者

受入方針（アドミッション・ポリシー）が明確に定められ，学校の教職員に

周知されているか。また，将来の学生を含め社会に理解されやすい形で公表

されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校では，各学科及び専攻ごとの教育目的に沿って，準学士課程（編入学を含む）及び専攻科

課程へのアドミッション・ポリシーが明確に定められている（資料４－１－①－１，２）。特に，

準学士課程については，中学生にも分かりやすく表現している。入学者選抜方法については，ア

ドミッション・ポリシーを記載し公表した学生募集要項に明記している（資料４－１－①－３）。 

本校教職員には，入試業務担当者説明会の実施，ウェブサイトに明示することで周知している

（資料４－１－①－４，５）。教職員に向けて実施したアンケートでは，教職員の 63％（掲示場

所を知っている教職員は 88％）がアドミッション・ポリシーについて知っていると回答している

が（資料４－１－①－６），新任教職員へは更なる周知の徹底を図ることにしている。 

将来の学生に理解してもらうため，本校広報主事・主事補，各地域ＰＲ担当教員及び学生課等

が連携して，中学校への訪問，オープンキャンパス，学校説明会等を実施しており（資料４－１

－①－７，８），その際にアドミッション・ポリシーを記載した学校案内及び学生募集要項を配布

して，分かりやすく説明している。また，学校案内等を全国各地に送付し，広く社会に公表して

いる（資料４－１－①－９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校では，準学士課程及び専攻科課程へのアドミッション・ポリシーが明確に定められている。

教職員に向けて実施したアンケートでは，概ね教職員に周知されているものと確認できるが，新

任教職員への更なる周知が必要である。また，本校は学校案内，学生募集要項，各種パンフレッ

トを広く配布しており，オープンキャンパス，学校説明会，中学校訪問の際にもアドミッション・

ポリシーを明示し分かりやすく説明している。 

 以上のことから，本校では，教育の目的に沿って，アドミッション・ポリシーが明確に定めら

れており，かつ教職員にも周知されている。また，社会にも理解されるよう分かりやすい形で広

く公表されている。 
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資料４－１－①－１ 

 

（出典：平成 25 年度学生募集要項） 
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資料４－１－①－２  

（出典：平成 26年度専攻科学生募集要項） 
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資料４－１－①－３ 

◇推薦による選抜 

 

 

 

 

 

◇学力による選抜 

（出典：平成 25 年度学生募集要項Ｐ．３，８） 
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資料４－１－①－４ 

（出典：学生課） 
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資料４－１－①－５ 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料４－１－①－６ 

 

 

（出典：企画広報室） 



弓削商船高等専門学校 基準４ 

- 125 - 

資料４－１－①－７ 

訪問中学校（広島県、愛媛県） 

（出典：学生課） 
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資料４－１－①－８ 

資料４－１－①－９ 

 

（出典：学生課） 

（出典：学生課） 
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観点４－２－①： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入

方法が採用されており，実際の入学者選抜が適切に実施されているか。  

 

（観点に係る状況） 

【準学士課程の入学者選抜】 

 準学士課程の入学者選抜は，推薦による選抜と学力検査による選抜を実施している。 

推薦による選抜では，中学校長から推薦のあった学生について，推薦書，アドミッション・ポ

リシーの適合性の項目を含む面接（口頭試問を含む），調査書を総合的に評価し（資料４－１－①

－３），本校推薦選抜の選抜基準に基づき，受検者の適性を厳正に審査している（資料４－２－①

－１，２）（推薦入試の各学科の選抜基準は，訪問調査時に提示）。 

学力検査による選抜では，高専機構作成の共通問題により学力検査を実施している（資料４－

２－①－３）。学力検査の成績は数学について 200 点，他の４科目を各 100 点とし，中学校での学

習成績は数学，理科，英語，国語，社会の５科目の５段階評価の合計を３倍し，音楽，美術，保

健体育，技術・家庭の４科目の合計を 1.5倍する傾斜配点を行って，技術者教育に必要な基礎学

力を重視した評価としている（資料４－２－①－４）。また，学生募集要項にアドミッション・ポ

リシーを明記し，受検者へ志願の動機を求め，調査書により確認している（資料４－２－①－５）。

特に，第１志望学科を優先して合否判定を行っており，各学科への志願に沿って，受検者の適性

を厳正に審査している（資料４－２－①－４）。以上の入学者選抜において定められた基準に基づ

いて，入試委員会で厳重に合否の審議を行ない，教員会議での審議を経て最終決定する。 

【複数校志望受検制度による入学者選抜】 

 商船学科への入学を強く志望する中学生を対象として，瀬戸内３商船高専（広島商船高専，大

島商船高専，弓削商船高専）が連携して，２校を志望することができる複数校志望受検制度を全

国高専に先駆けて平成 23 年度入試から実施している。選抜方法は，学力検査による選抜と同じで

あるが，本制度は２年間かけて検討・準備し，アドミッション・ポリシーを理解し商船学科への

志向性の高い学生に対して，広く受け入れる方針を具体化したものである（資料４－２－①－６，

７）。 

【準学士課程工業系学科４年次への入学者選抜】 

 準学士課程工業系学科４年次への編入学選抜においても，推薦による選抜と学力検査による選

抜を実施している。商船学科については，国土交通省の定める船舶職員養成施設認定の関係から，

編入学生を受け入れることは行っていない。推薦による選抜では，推薦書，面接，調査書と口頭

試問の結果を総合的に評価している。学力検査による選抜では，数学，外国語，専門科目の筆記

試験，面接，調査書により評価し，アドミッション・ポリシーに沿って厳正に審査している（資

料４－２－①－８～10）。 

【専攻科への入学者選抜】 

 本校専攻科への入学者選抜は，推薦による選抜と学力検査による選抜を合わせて，年間に３回

（６月，９月，11 月）実施している。高等専門学校を卒業した者，短期大学を卒業した者，学校

教育法における 14 年の課程を修了した者，社会人特別選抜など，広く入学者を受け入れる方針を

示している。専攻科の入学者選抜においても，準学士課程とは別にアドミッション・ポリシーを

定めており，入学願書（資料４－２－①－11）の中に「特別研究で取り込みたいテーマ」の記載

欄を設け，プレゼン及び口頭試問を実施して（資料４－２－①－12），アドミッション・ポリシー
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に合致する学生の受入れを行っている。定められた選抜基準に基づき，専攻科委員会で入試結果

の確認・審議を行い，教員会議での審議を経て最終決定する。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の準学士課程の入学者選抜では，入試委員会の定める入学者選抜基準，公表しているアド

ミッション・ポリシーに沿って適切に実施されている。学力による選抜では，学力検査及び中学

校での学習成績を傾斜配点し，第１志望を優先した選抜を行っている。推薦による選抜では，面

接時に必ず本校アドミッション・ポリシーへの理解について質問し，本校の定めるアドミッショ

ン・ポリシーに照らした選抜を行っている。 

 また，平成 23年度入試から，瀬戸内３商船高専（広島商船高専，大島商船高専，弓削商船高専）

が連携して，２校を志望することができる複数校志望受検制度を実施しており，商船学科への志

向性の強い学生の選抜に繋がっている。 

専攻科の入学者選抜においても，準学士課程とは別にアドミッション・ポリシーを定め，それ

に沿った学生の受入れを行っている。定められた選抜基準に基づき，専攻科委員会で入試結果の

確認・審議を行い，教員会議での審議を経て決定する。 

以上のことから，本校において入学者選抜はアドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の

受入方法が採用されており，実際の入学者選抜が適切に実施されているといえる。 
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資料４－２－①－１ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－２ 

平成 24 年度面接記録書 

 

 個人情報等保護のため削除 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－４ 

学力による選抜の合格者選考方法 

 

 非公開情報のための削除 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－５ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－６ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－７ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－８ 

（出典：平成 25年度編入学生募集要項Ｐ．５，６） 
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資料４－２－①－９ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－10 

平成 25 年度面接記録書 

 

非公開情報のための削除 

（出典：学生課） 
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資料４－２－①－11 

（出典：平成 25年度専攻科学生募集要項・入学願書） 
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資料４－２－①－12 

 

（出典：平成 25年度専攻科学生募集要項抜粋） 
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観点４－２－②：  入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際

に行われているかどうかを検証するための取組が行われており，その結果を

入学者選抜の改善に役立てているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校では，各学科において，それぞれのアドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実施

されているか検証するため，教務委員会及び入試委員会において検証を行っている。具体的には，

各年度で，学生の成業率に関して追跡調査を実施し，検証している（資料４－２－②－１）。また，

１年次の学生を対象に学力試験を実施しており，入学生学力レベルの把握に努め，アンケートを

実施し志望の動機等について集計している（資料４－２－②－２，３）。平成 21年度から広報主

事・主事補を置き，これまで以上にアドミッション・ポリシーを周知するよう努めると同時に，

入学者の出身中学へも訪問し，当該学生の状況報告を行うことで，アドミッション・ポリシーへ

の理解を深めてもらい，入学者選抜に役立てている。また，平成 23年度入試から実施している瀬

戸内３商船高専（広島商船高専，大島商船高専，弓削商船高専）が連携した商船学科複数校志望

受検制度で第１，２志望での入学者状況をまとめることにより，アドミッション・ポリシーに合

致した学生が入学できているかの検証を行っている（資料４－２－②－４）。工業系学科の入学者

についても，アドミッション・ポリシーに合致した学生を受け入れるため，平成 23 年度入試から

調査書の成績記載教科を５教科から９教科に改正し，観点別学習状況の記載欄を追加するように

改善を図った（資料４－２－②－５）。また，平成 25年度入試から入学試験科目を５科目へと変

更したことにより，基礎学力をより幅広く反映できるように入試制度の改善を行った（資料４－

２－②－６）。 

 工業系学科の準学士課程４年次への編入学者については，卒業の進路を追跡調査しており，工

業系学科への適性を評価している。この評価をもとに，入試委員会での審議を経て，アドミッシ

ョン・ポリシーに沿った学生の受入が実施できているか検討している（資料４－２－②－７）。 

 専攻科入学者については，入学後に学生アンケートを取り，専攻科カリキュラムについての学

生からの評価を分析することで，学生受入制度の改善に取り組んでいる段階である。また，入試

に際して，志望動機や志向性，入学後の研究について学生にプレゼンを課しており，こうした評

価や分析から，アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実施されているか検証し，常に

入試問題作成にも反映させられるような体制としている（資料４－２－②－８～10）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

準学士課程学生に関する成業率について，平成 21 年度以降原級留置者総数は減少・改善される

傾向にある。広報主事・主事補を設置し，アドミッション・ポリシーを公表・周知する体制をよ

り充実させたことで，多くの受検者が本校のアドミッション・ポリシーを知る機会が増加し，そ

の結果としてアドミッション・ポリシーに合致した学生を受け入れることに繋がっていると考え

られる。さらに，商船学科においては，平成 23年度の原級留置者が０名となり，複数校志望受検

制度の導入の効果が認められ，より志向性の高い学生を獲得できている。 

 工業系学科の準学士課程４年次への編入学者について，準学士課程卒業後の進路を追跡調査す

ると，本校専攻科及び大学への進学率が比較的高く，より高い専門課程を志向する傾向がある。 

 専攻科の学生受入については，入学後のアンケートを取ることや，志望動機や志向性，入学後
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の研究について学生にプレゼンを課すことで，アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が

実施されているか，専攻科委員会等で検証されている。 

 以上のことから，アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用され，入学

者選抜の適正実施の検証が行われており，入学者選抜の改善に役立てているといえる。 
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資料４－２－②－１ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－２－１ 

Ｈ24 新入生学力試験（数学） 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－２－２ 

 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－２－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－３ 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－４ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－５ 

 

資料４－２－②－６ 

（出典：学生課） 

 

（中略） 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－７ 

資料４－２－②－８ 

（出典：電子機械工学科、情報工学科） 

 

（出典：専攻科） 
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資料４－２－②－９ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－２－②－10 

 

 

出典： 

 

（出典：学生課） 
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観点４－３－①： 実入学者数が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になって

いないか。また，その場合には，これを改善するための取組が行われる等，

入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。  

 

（観点に係る状況） 

本校志願者数に関して，３学科とも定員（40 名）に対して志願者倍率のばらつきはあるものの，

下記のような取組により，平成 22 年度入試以降，志願者総数は増加傾向にある（資料４－３－①

－１）。 

本校では，学力入試においては県立高校などとの併願を認めており，また県立高校の合格発表

を待って，入学手続きを行っている。したがって，他校へ入学することを見込んで，定員 120 名

に対し，工業系学科では，例年 20％から 40％程度超過して合格者を出している。こうした措置に

関して入学定員と実入学者数に大幅な差異が生じないよう，入試委員会及び専攻科委員会におい

て，毎年度入学者数の適正化について検討を重ね，さらには受検者の在籍中学へ入学意思の聞き

取り調査又は受検者へのアンケートを実施し，過去の入学者数データをもとに，数値的な根拠を

得ている（資料４－３－①－２）。 

しかしながら，近年，本校近隣の島嶼部，愛媛県・広島県内の近隣地域の少子化は著しく（資

料４－３－①－３），特に平成 21 年度入試から 23 年度入試にかけて，志願者数が急激に減少し，

合格者を十分に出すことができなかった。これを改善するための対策として，広報主事・主事補

を設置し，本校のＰＲ資料の充実を図り，近隣地域の中学校へのＰＲ訪問活動はもとより，さら

に広範囲の中学校へのＰＲ活動を積極的に行っている（資料４－３－①－４～６）。また，入学志

向の高い推薦選抜による入学者の確保を 50％程度にまで増やす措置，二次募集の実施や検査会場

の新設及び最寄地受検制度を実施するなどの改善措置を取っている（資料４－３－①－７）。さら

に，商船学科について平成 23 年度入試から瀬戸内３商船高専の連携による複数校志望受検制度を

導入（資料４－３－①－８）したことにより，志願者が激増し，複数校志望受検志願者及び４大

都市での最寄地受検を含めた志願者数も資料４－３－①－９のグラフに示すとおり年々増加の一

途を辿っている。このような改善措置の結果，平成 25年度入試においては，各学科とも入学定員

を確保することができた（資料４－３－①－１）。これらの結果を踏まえて，工業系学科について

も広島商船高専と連携して複数校志望受検制度を平成 26 年度入試から実施することで決定して

いる（資料４－３－①－10）。 

 準学士課程工業系学科４年次への編入学に関しては，年度により変動が大きいものの，広報主

事関係の中国四国地方，九州地方の高校へのＰＲ活動により，平成 22 年度以降は一定数を確保で

きるようになっている（資料４－３－①－11）。 

本校専攻科入学者数に関しては，生産システム工学専攻の入学定員８名であり，設置以来入学

定員を確保している。年度により，定員の 1.5 倍程度となることもあるが，本校専攻科の設備，

指導教員数から判断して，特に定員の大幅な超過とはなっておらず，十分に適正化が図られてい

る。海上輸送システム専攻の入学定員は４名で，平成 23 年度，24 年度は定員充足には至らなか

った。専攻科課程に関する海洋関係の特別研究テーマ設定と所属指導教員の研究テーマとのマッ

チングの困難さがあると思われる（資料４－３－①－12）。専攻科委員会で専攻科だよりを活用し

て在校生への説明を強化するなどの改善を図り（資料４－３－①－13），平成 25年度 10 月入学予

定者は４名を確保している。 
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（分析結果とその根拠理由） 

本校近隣地域の少子化が著しい状況にあるなか，平成 21 年度入試から平成 23 年度入試にかけ

て入学者が減少したことに伴い，志願者の増加及び入学者数の確保に向けて，広報主事・主事補

を設置し，ＰＲ資料の充実を図り，近隣地域の中学校へのＰＲ訪問活動はもとより，さらに広範

囲の中学校へのＰＲ活動を積極的に行った。さらに，平成 23年度入試から導入した瀬戸内３商船

高専の連携による複数校志望受検志願者及び４大都市での最寄地受検を含めた志願者数が年々増

加の一途を辿っており，このような改善措置の結果，平成 25 年度入試においては，各学科とも入

学定員を確保することができた。入学定員と実入学者の関係において，適正化を図る改善の効果

が現れていると考えられる。 

 編入学生の入学者数に関しても，平成 22年度以降は一定数を確保できるようになっており，

ＰＲ活動の結果，各地域の高校にも認知され，周知されてきている。 

 専攻科入学者に関しては，生産システム工学専攻においては定員充足されており，十分な取り

組みがなされていると考えられる。また，海上輸送システム専攻においては，専攻科だよりを活

用して内容を広く周知する取組を行い，入学者数の適性化を図っている。 

以上のことから，実入学者数の適切な確保に向けて，これを改善するための取組が行われてお

り，入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られている。 
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資料４－３－①－１ 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－２ 

学力入学者数の推定に用いる資料 

 

非公開情報のための削除 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－４ 

 

（中略） 

（出典：総務課） 
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資料４－３－①－５ 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－６ 

平成 24 年度第１回学生募集対策委員会議事概要 

 

非公開情報のための削除 

（出典：平成 24 年度第１回学生募集対策委員会） 
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資料４－３－①－７ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－８ 

 

（出典：平成 22年度第１回入学試験委員会議事抜粋） 

 

（中略） 
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資料４－３－①－９ 

 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－10 

電子機械工学科・電子制御工学科複数校志望受検制度 

による入学者選抜試験実施要項 

 

 個人情報等保護のための削除 

 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－11 

 

準学士課程工業系学科４年次への編入学者推移 

資料４－３－①－12 

 

専攻科への入学者推移 

（出典：学生課） 

 

（出典：学生課） 
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資料４－３－①－13 

 

 

（出典：専攻科だより第 26号） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

 平成 23年度入試から全国の高等専門学校に先駆けて，瀬戸内３商船高等専門学校の連携による

商船学科複数校志望受検制度及び東京，大阪，広島，福岡の４大都市での最寄地受検制度を導入

している。商船学科の高い志向性を持つ志願者が増加し，最寄地受検地での志願者も年々増加の

一途を辿っており，成果を上げている。さらに，電子機械工学科についても，広島商船高等専門

学校と平成 26 年度入試から複数校志望受検制度を導入することにしており，入試改革に積極的に

取り組んでいる。 

（改善を要する点） 

 本校近隣地域の少子化が著しい状況にあるなか，平成 25 年度入試では入学定員が確保できたも

のの，今後も安定した志願者確保に向けた継続的な努力が必要である。 

 

（３）基準４の自己評価の概要 

準学士課程各学科及び専攻科課程の教育目的に沿って，入試委員会，専攻科委員会，運営委員

会の審議を経てアドミッション・ポリシーが定められている。教職員には，教員会議等での説明

及びウェブサイトに明示すること等で周知している。将来の学生に理解してもらうため，中学校

訪問，オープンキャンパス，学校説明会等でアドミッション・ポリシーを記載した資料を配布し

説明している。また，ウェブサイトでの掲載，学校案内等を全国各地に送付することにより，広

く社会に公表している。 

準学士課程への入学者選抜においては，調査書の科目評価点及び学力検査点について傾斜配点

を行っており，技術者として必要な基礎学力を重視し，本校の求める学生を受入れることに努め

ている。推薦入試においても，面接時には必ずアドミッション・ポリシーについて質問し，面接

評価を行っている。専攻科の入学者選抜においても，定められた選抜基準に基づきアドミッショ

ン・ポリシーに沿った学生の受入を行っている。 

アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入が実施されているかについて，学生の成業率や

入学後の学力試験実施及びアンケート調査などによって検証している。専攻科の学生受入につい

ては，入学後のアンケート実施，志望動機や志向性，特別研究について学生にプレゼンを課すこ

とで検証している。 

近隣地域の少子化が著しい状況の中，平成 21年度入試から平成 23年度入試にかけて入学者が

減少したが，広報主事・主事補を設置し，PR資料の充実を図り，近隣及び広範囲の中学校への PR

活動を積極的に行った。さらに，平成 23 年度入試から導入した瀬戸内３商船高等専門学校の連携

による複数校志望受検制度及び東京，大阪，広島，福岡の４大都市での最寄地受検制度を含めた

志願者数が，年々増加の一途を辿っており，このような改善措置の結果，平成 25年度入試におい

ては，各学科とも入学定員を確保することができた。電子機械工学科についても，広島商船高等

専門学校と連携して平成 26年度入試から複数校志望受検制度を実施する。 

専攻科入学者については，生産システム工学専攻については定員充足されており，十分な取組

がなされている。一方，海上輸送システム専攻については，平成 23，24年度は定員充足には至ら

なかったが，専攻科だよりを活用して内容を広く周知する取組を行い，入学者数の適性化を図っ

ている。 
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基準５ 教育内容及び方法 

（１）観点ごとの分析 

〈準学士課程〉 

観点５－１－①： 教育の目的に照らして，授業科目が学年ごとに適切に配置され，教育課程

が体系的に編成されているか。また，授業の内容が，全体として教育課程の

編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために適切なものとなっている

か。 

 

（観点に係る状況） 

平成 22 年度に改正した本校の準学士課程の教育課程は，資料５－１－①－１～７に示すように

学科ごとに，低年次では一般科目が多く，高年次になるに従って専門科目が増えるようにバラン

スが取れたくさび型の教育課程となっており，資料１－１－①－２で示した教育目標を達成でき

るように授業科目を編成している。 

 専門科目は，学科ごとの教育目標達成のために，授業科目系統図に沿って必修科目と選択科目

を体系的に配置している。商船学科は「船員教育を基礎にした海事総合科学を身につけた技術者

の育成」のため，１～３年次に共通専門科目を配置し，４年次から航海コースと機関コースに分

かれ，各コースの船舶職員として必須の専門科目及び海事総合科学科目を配置した教育課程の編

成としている（資料５－１－①－８，９）。電子機械工学科は，「ものづくりのできる実践的な技

術者の育成」のため，エンジニアとしての基礎・知識の科目，機械技術者としての関連科目，メ

カトロ二クス関連科目，創造性・技能の育成のための科目を適切に配置している（資料５－１－

①－10）。情報工学科では，「情報リテラシー，情報工学の知識に加え，問題分析，解決能力を備

えたシステム技術者の育成」のため専門基礎，ソフトウェア系，ハードウェア系，電気・電子系，

システム系，応用系，実験系，体験及び資格取得，総合的な各分野の科目を系統的に配置してい

る（資料５－１－①－11）。各学科とも，主に講義を通して専門基礎力を身につけ，全学年に配置

している実験・実習を中心とした科目を通して職業に必要な能力を身につけ，卒業研究などを通

して創造力を身につけた実践的技術者の育成を図っている。また，商船学科だけではなく電子機

械工学科・情報工学科においても，練習船「弓削丸」を活用した実習・授業を実施し，システム

として完結した対象物に柔軟に対応できる資質を養っている（資料５－１－①－12，13）。 

 一般科目の中では，「自然科学の基礎的能力を身につける」ため理科系科目を主に低年次に配置

し，「社会や文化に理解を深め，技術者として幅広い視野に立った人材育成」のために人文社会系

の科目を全般的に配置している（資料５－１－①－14）。また，英語教育においては「国際的視野

でものがみられる技術者育成」の観点から，「総合英語」，「英語表現」，「基礎英語」，「英語購読」

に分け，１年次の「英語表現」においては，各クラスを３分割し，ネイティブの非常勤教員も配

置して尐人数教育を実施している（資料５－１－①－15）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

平成 22 年度に学生の多様なニーズ，社会からの要請等に対応するため教育課程を改正している。

教育目標達成のため，一般科目及び専門科目の教育課程がくさび型に編成されバランスが保たれ

ており，必修科目，選択科目が年次ごとに適切に配置されている。授業科目系統図から，実践的

技術者育成のための教育課程の体系が確保されており，各学科の専門科目が系統的に配置されて
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いることが確認できる。また，授業内容は，教育の目的を達成するために，教育課程の編成の趣

旨に沿って，シラバスに明確に記載されている。 

以上のことから，本校の準学士課程では，教育の目標に照らして，授業科目が学科・年次ごと

に適切に配置され，教育課程の体系性・系統性が確保されている。また，授業科目の内容が，全

体として教育課程の編成の趣旨に沿って，教育の目的を達成するために適切なものになっている。 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 170 - 

資料５－１－①－１ 

（出典：学生課） 
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資料５－１－①－２ 

（出典：平成 24 年度学生便覧Ｐ．10） 
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資料５－１－①－３ 

 

（出典：平成 24年度学生便覧Ｐ．12，13） 
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資料５－１－①－４ 

 

（出典：平成 24 年度学生便覧Ｐ．11） 
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資料５－１－①－５ 

 

（出典：平成 24 年度学生便覧Ｐ．14，15） 
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資料５－１－①－６ 

（出典：平成 24 年度学生便覧Ｐ．16，17） 
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資料５－１－①－７ 

（出典：シラバス記載内容から作成） 
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資料５－１－①－８ 

（出典：商船学科） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 178 - 

資料５－１－①－９ 

（出典：商船学科） 
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資料５－１－①－10 

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－１－①－11 

（出典：情報工学科） 
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資料５－１－①－12 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．344） 
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資料５－１－①－13 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．409） 
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資料５－１－①－14 

（出典：総合教育科） 
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資料５－１－①－15 

 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．375） 
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観点５－１－②： 教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，学術

の発展の動向，社会からの要請等に配慮しているか。 

 

（観点に係る状況）  

教育課程については，平成 12 年度以来小幅な改正に留まっていたが，平成 22年度に学生の多

様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応するため，大幅な改正を行った。情報工

学科においては，学生のニーズ及び学術の発展動向に対応するため資格試験の取得による単位認

定を「特別講義１～５」で行えるようにし，商船学科及び電子機械工学科においては，細分化さ

れていた科目の整理統合などにより体系的な編成を行い，６時限で終了する日を確保できたこと

により，補習・補講及び１年次の初年次教育の対応等を図ることができるようにした（資料５－

１－①－１）。また，一般科目においても，「数学特論」を必修科目に指定し，社会系科目につい

て科目名の変更と内容を社会の要請に合わせるように改正した（資料５－１－②－１）。 

商船学科においては，船舶の運航に従事する船員は，船長，機関長等それぞれに対応した資格

を保有することが国際条約上求められている。こうした船員の資格に関する国際基準（国際社会

からの要請）は，ＳＴＣＷ条約（The International Convention on Standard of Training, 

Certification and Watch Keeping for Seafarers）に規定されている。本校は第１種船舶職員養

成施設として認定されており，教育課程は，５年ごとに国土交通省によるＳＴＣＷ条約に基づく

審査を受け認証されている。海技従事者には国家資格が必要で，高専での４年６ヶ月の席上教育

課程修了後，１年間の（独）航海訓練所での乗船実習を経れば，３級海技士の筆記試験を免除さ

れ，さらに口述試験に合格すれば，その資格が取得できるシステムとなっており，ＳＴＣＷ条約

に基づいた海技従事者育成のための教育課程になっている（資料５－１－①－３，資料５－１－

②－２）。また，商船学科では，「商船学科の人材養成機能の充実と高度化」を目的に，他高専の

商船学科，（社）全日本船舶職員協会，（社）日本船主協会と連携して「ALL SHOSEN 学び改善プロ

ジェクト」として組織を構築し，多様化する学生のニーズや海運界からの要請に対応するため，

教材開発や新たな商船教育システムの開発を行っている（資料５－１－②－３）。 

 本校以外の教育施設等における学修に関する規則を定め（資料５－１－②－４），他の高等教育

機関での学修で単位認定が可能になっている。また，転科に関する規則が整備され（資料５－１

－②－５），１年終了時での転科実績がある（資料５－１－②－６）。 

各学科において，専門分野の学術の動向に即応するため，豊富な現場経験を持つ技術者を講師

に招き，学生に現場や最新技術について教育する「企業技術者等活用プログラム」を利用してお

り，電子機械工学科では「技術者倫理講演」に活用している（資料５－１－②－７）。 

資格試験については，情報工学科では，年次ごとに資格試験のレベルを設定し，取得者には一

定の単位を認定することとし，新教育課程では，総認定単位数を４単位増やした（資料５－１－

②－８）。また，平成 20年度に CG－ARTS 協会の認定教育校として登録され，平成 24年度には合

格率部門（団体の部）で優秀賞を受賞しており，ＣＧクリエイター，Ｗｅｂデザイナー，ＣＧエ

ンジニア，画像処理エンジニア，マルチメディアに関連した科目が多くあり，学術の発展動向に

対応した教育内容となっている（資料５－１－②－９－１，２）。 

電子機械工学科及び情報工学科では，インターンシップによる単位認定も行なっており，多く

の学生が単位を修得している（資料５－１－②－10）。また，本校の特色である練習船「弓削丸」

を活用した実習は，商船学科では全年次で「校内練習船実習」として単位化しており（資料５－
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１－①－３），電子機械工学科及び情報工学科においても航海実習による単位認定を行なっている

（資料５－１－②－11）。 

 中途入学者への対応として，留学生に対しては「日本語」及び「日本事情」の科目を設ける特

別教育課程を編成している（資料５－１－②－12，13）。また，学術の発展や社会の動向に広く対

応するため，平成 16年度から四国地区５高専６キャンパスで連携し，各校から専門の講師を招い

て特別講義を本校が中心となって実施している（資料５－１－②－14）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

平成 22 年度に学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応するため，教育

課程を改正し，商船学科では，国際社会からの要請としてＳＴＣＷ条約に基づいた海技従事者育

成のための教育課程になっており，更に「ALL SHOSEN 学び改善プロジェクト」を組織し新たな商

船教育システムの開発を行っている。本校以外の教育施設等における学修に関する規則，転科に

関する規則が整備され，転科実績がある。資格試験の単位認定，インターンシップによる単位認

定，全学科において練習船「弓削丸」を活用した実習での単位認定，留学生への特別教育課程編

成などで学生のニーズに対応している。情報工学科では，資格試験による認定単位を増やし，  

CG－ARTS協会の認定教育校として優秀賞を受賞しており，ＣＧクリエイター，Ｗｅｂデザイナー，

マルチメディア等に関連した科目が多くあり，学術の発展動向に対応した教育内容となっている。

また，四国地区高専連携によって各キャンパスから専門の講師を招いて特別講義が実施されてい

る。 

 以上のことから，本校の準学士課程は，学生のニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に

対して，教育課程の編成及び授業科目の内容が配慮されている。 
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資料５－１－②－１ 

 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．262） 
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資料５－１－②－２ 

（出典：ＳＴＣＷ条約 2010年マニラ改正版表紙，目次） 
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資料５－１－②－３ 

 

（出典：ALL SHOSEN 学びプロジェクト） 
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資料５－１－②－４ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－１抜粋） 
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資料５－１－②－５ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－３抜粋） 
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資料５－１－②－６ 

（出典：学生課） 
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資料５－１－②－７ 

（出典：学生課） 
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資料５－１－②－８ 

 

（出典：情報工学科） 
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資料５－１－②－９－１ 

資料５－１－②－９－２ 

（出典：本校ウェブサイト） 

（出典：学生課） 
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資料５－１－②－10 

（出典：学生課） 

（出典：情報工学科） 

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－１－②－11 

  

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－１－②－12 

 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．289，290） 
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資料５－１－②－13 

  

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．291，471） 
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資料５－１－②－14 

  

 

（出典：学生課） 
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観点５－２－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランス

が適切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなさ

れているか。 

 

（観点に係る状況） 

実践的技術者育成のための教育課程を展開するにふさわしい授業形態として，すべての年次で

講義・演習・実験・実習をバランスよく適切に配置している（資料５－２－①－１～４）。職業に

必要な能力の育成のために，講義の中でも適宜演習を取り入れ，実習や実験では尐人数グループ

に分けて実施し，情報処理教育センターや実験室をはじめとする各種施設を活用して（資料５－

２－①－５），教育効果を高めている。また，複数の教員・技術職員で支援する体制を全学科で取

り，高度化かつ多様化してゆく専門分野に対応できる資質を養えるように整備している（資料５

－２－①－６）。商船学科の「校内練習船実習」は，船舶職員としての資質を涵養するため，各ク

ラスを２グループに分けて別日程で実施し実習効果を上げている（資料５－２－①－７）。英語教

育においては，１年次での尐人数教育の実施（資料５－２－①－８）やオーラルコミュニケーシ

ョン能力育成のためのマルチメディア教室での授業などを行なっている（資料５－２－①－９）。 

 全学科で本校の特色である練習船「弓削丸」を活用した実習を実施していることや（資料５－

２－①－10）， e-learning コンテンツ（資料５－２－①－11）に，本校のウェブサイトの

「e-learning サイト」からログインして活用することができるなど多面的に学習指導方法の工夫

を凝らしている。 

 また，低学年における基礎学力不足の学生への配慮として，１年次に対して，初年次教育支援

室を中心に数学及び英語の補講・補習等を行っている（資料５－１－①－１，資料５－２－①－

12）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

各科目の授業内容に応じてすべての学年で，尐数グループによる授業，演習，実験や複数教員

による授業など実践的技術者育成のためにバランスよく適切に授業形態が整備されている。また，

本校の特色である練習船「弓削丸」を活用した実習，情報処理教育センター，マルチメディア教

室をはじめとする各種施設を活用しての授業，e-learning サイトを設けて活用するなど多面的に

学習指導方法の工夫がなされ教育課程が展開されている。 

 以上のことから，教育の目的に照らして，授業形態のバランスが適切であり，それぞれの教育

内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている。 
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資料５－２－①－１ 

（出典：学生課） 
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資料５－２－①－２ 

（出典：商船学科） 
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資料５－２－①－３ 

 

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－２－①－４ 

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－①－５ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－２－①－６ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－２－①－７ 

 

（出典：練習船弓削丸班） 
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資料５－２－①－８ 

 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．375） 
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資料５－２－①－９ 

 

（出典：論文集「高専教育」第 31 号Ｐ．560） 
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（出典：論文集「高専教育」第 31号Ｐ．561） 
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資料５－２－①－10 

（出典：学生課） 
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資料５－２－①－11 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料５－２－①－12 

（出典：学生課） 
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観点５－２－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学

習，教育方法や内容，達成目標と評価方法の明示等，内容が適切に整備され，

活用されているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校の準学士課程のシラバスは，学科別に定められた教育課程に沿って科目別に作成され，年

次ごとに一般科目と専門科目に分類され，まとめられている。 

シラバスの作成に当たっては，全教員に作成要領（資料５－２－②－１）を配布し，記載内容

の形式を統一しており，学修単位の場合には１単位当たり 30時間の自学自習が必要であることを

明記している。シラバスの記載内容については，各学科のシラバス担当教員によって点検・改善

を行なっている。 

 具体的な様式は，資料５－２－②－２のようになっており，講義の最初に授業ガイダンスを設

け（シラバスを活用して講義の目的・内容・成績評価などについての説明），学習目標を掲げ，授

業の進め方を示し，各時間の学習項目とその学習到達目標を明記し，成績の評価方法を具体的に

示して学生の履修に役立つように配慮している。学修単位の自学自習の実質化のための対策とし

ては，レポートや自学自習課題の提出を求め，成績評価に反映することとしている。また，商船

学科では，第１種船舶職員養成施設に関連する授業科目内容の該当項目も明示している（資料５

－２－②－３）。 

 シラバスは，ウェブサイトに公開され（資料５－２－②－４），クラスごとに抜き刷りを作成し

て，全学生に配布している。 

 教員のシラバスの活用状況については，アンケート結果（資料５－２－②－５）から，「よく活

用している」，「ある程度活用している」を合わせると約 87％の教員が活用しており，「授業の内

容を全般的に説明する」または「授業計画の策定と実際の授業の進め方」に活用している教員が

80％を超えていることから，概ね活用されていると判断される。しかしながら，学生のシラバス

活用状況については，アンケート結果（資料５－２－②－６）から，「活用している」と回答した

学生は 25％程度に留まっており，活用度を上げる改善が必要である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校のシラバスは，教育課程の編成に沿って配置された科目ごとに作成され，記載内容の形式

が統一されている。学修単位の自学自習の実質化のための対策としてレポートや自学自習課題の

提出を求めることも明記されている。商船学科においては，第１種船舶職員養成施設に関連する

授業科目内容の該当項目も明示している。シラバスの抜き刷りは全学生に配布されており，ウェ

ブサイトに公開されている。教員はガイダンス等を通じて概ねシラバスを活用しているが，学生

の利用度は不十分で改善が必要である。記載内容については，点検・改善を重ねている。 

以上のことから，教育課程の編成に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学習，教育

方法や内容，達成目標と評価方法の明示等，内容が適切に整備されている。活用については，教

員は概ね活用しているが，学生の活用に関しては改善の余地がある。 
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資料５－２－②－１ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－２－②－２ 

（出典：平成 24 年度授業科目シラバスＰ．342）  
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資料５－２－②－３ 

 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．95） 
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資料５－２－②－４ 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料５－２－②－５  

教員アンケート結果  

資料５－２－②－６ 

学生アンケート結果 

（出典：企画広報室） 

 

（出典：企画広報室） 

34%

53%

12%

1%

「シラバス」をどの程度活用していますか？

よく活用している。 ある程度活用している。

あまり活用していない。 全く活用していない。
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観点５－２－③： 創造性を育む教育方法の工夫が図られているか。また，インターンシップ

の活用が図られているか。 

 

（観点に係る状況） 

準学士課程では，各学科において，講義・演習・実習科目を履修した上で，各教員の個別指導

の下で卒業研究を行わせることによって，総合的に創造力を育んでいる（資料５－２－③－１～

３）。例えば，電子機械工学科においては，「潮流発電」の研究を上島町と連携したプロジェクト

として成果を挙げている（資料５－２－③－４）。商船学科においては，「海のカーナビゲーショ

ンの開発」など新しく創造的な研究に挑戦している。また，創造性教育の成果として，様々なコ

ンテストに積極的に参加し外部から高い評価を得ている（資料５―１－③－５～８）。とりわけ，

全国レベルで優秀な成績を収めているプログラミングコンテストは，単位認定を行なっており（資

料５－２－③－９），その指導成果は，「プログラミング特論」や「情報工学実験４」等の授業に

おいてフィードバックし，学生が自ら考え，創造し，柔軟に対応できる能力を養っている（資料

５－２－③－10）。  

インターンシップは，電子機械工学科及び情報工学科の４年次の夏休み期間中に「夏季実習」

として実施し（資料５―２－③－11），多くの学生が履修している（資料５－２－③－12）。企業

等における実社会での実務を体験し，実践力の育成を図っている。実習終了事後は，実習報告書

の提出を義務づけ（資料５－２－③－13），校内で実習報告会を行い，企業等による実習証明書（資

料５―２－③－14）を参考に，単位認定を行なっている。なお，商船学科においては，早期の海

技従事体験の必要性から，現在の４年半の席上過程終了後の１年間の大型練習船実習を短期実習

分割方式（低学年次に１ヶ月，４年次後期に５ヶ月，６年前期に６ヶ月）に平成 25年度から段階

的に移行することになっており，座学の途中で実習体験を積めることになる（資料５―２－③－

15）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の準学士課程では，各学科において，講義・演習・実習科目を履修した上で卒業研究を行

わせることによって，総合的に創造性を育む教育が行われている。特に，全国レベルで優秀な成

績を収めているプログラミングコンテストで得られた知見を授業にフィードバックし，対外的に

評価される創造力育成が図られている。また，実社会における実践力の育成を目的に，企業と連

携を取りながら，インターンシップが活用されている。 
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（出典：商船学科） 
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資料５－２－③－２ 

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－２－③－３ 

 

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－③－４ 

（出典：企画広報室） 
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資料５－２－③－５ 

（出典：学生課） 
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資料５－２－③－６ 

  

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－③－７ 

 

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－③－８ 

  

資料５－２－③－９ 

（出典：学生課） 

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－③－10 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料５－２－③－11 

資料５－２－③－12 

 

（出典：電子機械工学科・情報工学科） 

（出典：電子機械工学科・情報工学科） 
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資料５－２－③－13 

 

（出典：電子機械工学科） 
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資料５－２－③－14 

（出典：情報工学科） 
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資料５－２－③－15 

 

（出典：高専機構） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 235 - 

観点５－３－①： 教育課程の編成において，一般教育の充実や特別活動の実施等，豊かな人

間性の涵養が図られるよう配慮されているか。また，教育の目的に照らして，

課外活動等において，豊かな人間性の涵養が図られるよう配慮されているか｡ 

 

（観点に係る状況） 

本校では，挨拶や身だしなみ等の基本的社会マナーを守ることができ，規律ある行動をとるこ

とができ，目標に向かって自ら努力できるような豊かな人間性の涵養を目指している（資料５－

３－①－１）。また，自身のことだけでなく，環境問題に関心を持ちボランティア精神豊かな人間

性を涵養することも目指している。 

 学生の人間性と深く関わる担任は，学級運営の方針・計画（資料５－３－①－２）に従ってク

ラス運営を行う。高等専門学校設置基準で定められている特別活動を第１学年から第３学年にお

いて毎週木曜日の７時限目にホームルームとして配置し，人間性の育成・素養の涵養に努めてい

る。各担任教員が年度当初に活動目標を設定し，年間計画を立てて（資料５－３－①－３），学級

担任が準備した資料を活用する（資料５－３－①－４）などして，学生からのフィードバックも

行いながら特別活動を実施している。地域のＮＰＯ法人の方と連携したホームルーム活動も実施

している（資料５－３－①－５）。また，ホームルームの時間を用いて身だしなみ指導（資料５－

３－①－６）も行っている。ホームルームの時間は，キャリア教育，交通安全教育のための講習

会にも用いられている（資料５－３－①－７，８）。また，クラス運営・活動の導入として，入学

時に新入生オリエンテーション（資料５－３－①－９）を行い，担任と学生，学生同士のコミュ

ニケーションを円滑にする試みを行っている。 

全教員の輪番による早朝の挨拶指導を，一年を通じて行い，交通ルールの遵守などの通学マナ

ーや服装の指導の他に，学生とのコミュニケーションを図り，規律ある精神を育んでいる（資料

５－３－①－10）。 

生活の規律や目標を立てる習慣は，教員による日常的な指導の他に生活ノートやビジネス手帳

（資料５－３－①－11）等を活用し学級担任が定期的に確認して指導することからも育まれてい

る。 

電子機械工学科４年において，企業からの外部講師を招いて技術者倫理教育に関する特別講義

を行っている（資料５－３－①－12）。また，情報工学科５年において，環境工学を開講し，環境

問題に関する講義を行っている（５－３－①－13）。 

ボランティア精神を養い育てるために，航海体験を通じて神戸市で身障者の支援活動を行い（資

料５－３－①－14），また，ＮＰＯ法人グリーンキャンドゥに協力し，本校近くの松原海岸の清掃

ボランティアを行っている（資料５－３－①－15）。 

本校では，盛んにクラブ活動を行い，集団行動と規律，目標に向かって努力する精神を養って

いる。そのために，全教員が顧問として熱心に参加している（資料５－３－①－16）。この成果と

して，マイコン部のプログラミングコンテストでの全国随一の活躍（資料５－３－①－17）やヨ

ット部の国体出場（資料５－３－①－18）が挙げられる。 

 また，１年間の学校行事を通して豊かな人間性の涵養を図るように配慮している（資料５－３

－①－19）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 
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特別活動だけでなく，全教員による挨拶指導等を通して，挨拶や身だしなみといった社会的な

マナーを備え，ルールを守る規律ある行動がとれる人間性を涵養している。また，授業やボラン

ティア活動への参加によって，環境問題への関心やボランティア精神を高める試みを行っている。

また，クラブ活動や学校行事を通して集団行動と目標に向かって努力する精神を養い，豊かな人

間性の涵養を図っている。 
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資料５－３－①－１ 

（出典：平成 24 年度第１回教員会議資料） 
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資料５－３－①－２ 

（出典：平成 24年度学級担任の手引きＰ．４） 
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資料５－３－①－３ 

（出典：平成 24 年度授業科目シラバスＰ．413） 
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資料５－３－①－４ 

学生が記入した学校生活記録 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：学級担任） 
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資料５－３－①－５ 

（出典：学級担任） 
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資料５－３－①－６ 

 

（出典：平成 24 年度第１回教員会議資料） 
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資料５－３－①－７ 

資料５－３－①－８ 

 

（出典：担当教員） 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－９ 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－10 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－11  

（出典：担当教員） 
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資料５－３－①－12 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．319） 
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資料５－３－①－13 

（出典：平成 24 年度授業科目シラバスＰ．493） 
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資料５－３－①－14 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－15 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－16 

（出典：学生課） 
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資料５－３－①－17 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料５－３－①－18 

  

ヨット部の国体出場（別添資料１） 

資料５－３－①－19 

 

（出典：平成 23 年 10 月５日付け愛媛新聞抜粋） 

（出典：学生課） 
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観点５－４－①： 成績評価・単位認定規定や進級・卒業認定規定が組織として策定され，学

生に周知されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，

進級認定，卒業認定が適切に実施されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 成績評価基準については，資料５－４－①－１に示す学業成績の評価（再試験・特別試験及び

追試験の評価を含む）並びに進級・特別進級及び卒業の認定に関する規則第９条及び第 10条に規

定している。追試験実施については同規則第５条に規定し，再試験実施については同規則第６条

に規定し，特別試験の実施については同規則第７条に規定している。単位の修得に関しては同規

則第３条に規定し，卒業の認定については同規則第 15条に規定している。また，学年制の前提の

下で，特別進級については同規則第 13条に規定し，追認試験については同規則第 14条に規定し

ている。この規則は，全学生に配布している学生便覧（資料５－４－①－２）に掲載し，新入生

ガイダンス時（資料５－４－①－３）やホームルームの時間を利用して学生に周知している（資

料５－４－①－４）。 

 成績評価は，各教員がシラバスに示した評価方法に従って行う。資料５－４－①－５に具体例

を示す。成績評価表は，教務システムにより各教員が入力し教務係で保管している（資料５－４

－①－６）。全試験答案は，電子ファイル化し本校内のサーバーに保管している（資料５－４－①

－７）。学年末における成績周知及び成績判定の日程を資料５－４－①－８に示す。成績及び欠課

時数の訂正が必要な場合には，担当教員が必要事項を記入して，教務係に連絡を行う（資料５－

４－①－９）。 

 １単位の履修時間が，授業時間以外の学修と合わせて 45 時間である授業科目については，シラ

バスに明記し，学生に周知している（資料５－４－①－10）。 

 規定の運用は厳格かつ慎重に行っている。成績判定及び単位認定は成績判定会議（資料５－４

－①－11），進級認定は進級判定会議（資料５－４－①－12），卒業認定は卒業判定会議（資料５

－４－①－13）を校長・全教員参加の教員会議として開催し，審議し判定している（成績及び卒

業判定資料は，訪問調査時に提示）。また，特別進級に伴う単位追認試験結果の判定（資料５－４

－①－14）についても，その都度，判定会議を開催している（資料５－４－①－15）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 成績評価基準や進級・卒業認定基準に関する規則が制定されており，学生に周知されている。

また，成績判定，単位認定，進級認定，卒業認定は教員会議で，校長及び全教員によって審議さ

れ，適切かつ厳格に実施されている。 
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資料５－４－①－１－１ 
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資料５－４－①－１－２ 
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資料５－４－①－１－３ 
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資料５－４－①－１－４ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－５抜粋） 
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資料５－４－①－２ 

  

（出典：平成 24 年度学生便覧目次） 
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資料５－４－①－３ 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 261 - 

資料５－４－①－４ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料５－４－①－５ 

科目成績一覧 

 

個人情報等保護のための削除 

（出典：担当教員） 
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資料５－４－①－６ 

（出典：学生課） 
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資料５－４－①－７ 

（出典：学生課） 
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資料５－４－①－８ 

（出典：平成 24年度３月学事予定表） 
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資料５－４－①－９ 

（出典：学生課） 
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資料５－４－①－10 

（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．61） 
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資料５－４－①－11 

（出典：平成 24 年度第 18 回教員会議議事録） 
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資料５－４－①－12 

（出典：平成 24 年度第 19 回教員会議議事録） 
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資料５－４－①－13 

（出典：平成 24 年度第 17 回教員会議議事録） 
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資料５－４－①－14 

平成 24 年度第２回追認試験結果一覧表 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：学生課） 
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資料５－４－①－15 

 

（出典：平成 24年度第３回教員会議議事録） 
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〈専攻科課程〉 

観点５－５－①： 教育の目的に照らして，準学士課程の教育との連携，及び準学士課程の教

育からの発展等を考慮した教育課程となっているか。 

 

（観点に係る状況） 

専攻科の教育課程と準学士課程の教育との連携は，専攻科の説明資料「未来へのひとづくりも

のづくり」の中で明確にしている（資料５－５－①－１，２）。 

海上輸送システム工学専攻については，商船学科における航海コース・機関コースの２つの系

との連携を図り，生産システム工学専攻については，電子機械工学科と情報工学科の２学科との

連携を図っている。 

また，専攻科の授業科目（平成 24 年度カリキュラム改訂）は，母体となる準学士課程の各学科

の授業科目（平成 22 年度カリキュラム改訂）を基礎として，より高度な内容への発展・融合，応

用力の育成などが図られるように連続性を考慮し配置されている（資料５－５－①－３～５）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科における教育内容と準学士課程の各コース・各学科の教育との連携は，専攻科設置時及

び平成 24年度のカリキュラム改訂時においても明確にされている。また，学科・専攻科科目の関

連図から，専攻科に配置される授業科目が準学士課程における授業科目を基礎として，連続性を

持たせて体系的に配置されていると認められる。 

以上のことから，本校の専攻科の教育課程は準学士課程の教育との連携を考慮したものとなっ

ている。 
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資料５－５－①－１ 

 

（出典：専攻科「未来へのひとづくりものづくり」） 
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資料５－５－①－２ 

 

（出典：専攻科「未来へのひとづくりものづくり」） 
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資料５－５－①－３ 

 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－①－４ 

 

（出典：専攻科） 

） 
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資料５－５－①－５ 

 

 

（出典：専攻科） 
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観点５－５－②： 教育の目的に照らして，授業科目が適切に配置され，教育課程が体系的に

編成されているか。また，授業の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨

に沿って，教育の目的を達成するために適切なものとなっているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の専攻科の目的については学則により，「高等専門学校における教育の基盤の上に，精深な

程度において商船及び工業に関する高度な専門的知識及び技術を教授し，もって広く産業の発展

に寄与する人材を育成すること」（資料５－５－②－１）と明確にしており，その下に各専攻の教

育目標をより具体的に掲げている（資料５－５－②－２）。 

これらの目的及び教育目標を達成するために授業科目を体系的に配置している。準学士課程科

目を基にしてより高度な技術教育を行うため，授業科目は，専門基礎科目，専門必修科目，専門

選択科目に分類され（資料５－５－②－３～７），基礎的及び専門的な知識・能力を育むように配

慮されている。また，専攻ごとの実践的な専門技術者育成を図るため，実験・演習系科目と特別

研究を配置している。 

授業内容についてはシラバス（資料５－５－②－８）に明記されており，学習・教育目標に沿

ったものとなっている。また，学士の学位取得については，大学評価・学位授与機構の分類によ

る専門分野の基準に対応して取得できるように編成している（資料５－５－②－９,10）。さらに，

本専攻科における教育の実施状況は，平成 23 年２月に独立行政法人大学評価・学位授与機構によ

って，「適」と認められている（資料５－５－②－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科の教育目的を達成するために，各専攻では専攻ごとに教育目標が定められ，適切な授業

内容となるように配慮されている。また，教育目標に掲げられたレベルに到達するために段階的

な履修が可能となるように授業科目が配置され，学士の学位取得が可能となるように体系的に教

育課程が編成されている。 

 

 

資料５－５－②－１ 

専攻科の目的 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１弓削商船高等専門学校学則抜粋） 
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資料５－５－②－２ 

専攻ごとの教育目標 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．１） 
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資料５－５－②－３ 

 

（出典：専攻科「未来へのひとづくりものづくり」） 
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資料５－５－②－４ 

専攻科授業科目 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－②－５ 

 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－②－６ 

 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－②－７ 

 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－②－８ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．75） 
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資料５－５－②－９ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．7） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 288 - 

資料５－５－②－10 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．47） 
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資料５－５－②－11 

 

 

（出典：企画広報室） 
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観点５－５－③： 教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，学術

の発展の動向，社会からの要請等に配慮しているか。 

 

（観点に係る状況） 

学生や社会からの要請等に応えるために，平成 24 年４月から専攻科に新カリキュラムを導入し

た（資料５－５－③－１）。主な新設科目としては，社会からの要請として運営諮問会議で提言さ

れた（資料５－５－③－２）「長期・短期インターンシップ」（資料５－５－③－３，４），専攻科

学生のＴＡを自主的な活動から単位認定科目にするための「教育技術演習」（資料５－５－③－５），

学術の動向に対応するための「生産システム工学概論」（資料５－５－③－６）が挙げられる。「教

育技術演習」は，準学士課程の補習や学生実験などのアシスタント経験を通して，自身の教育技

術やコミュニケーション能力などの向上を図る。「生産システム工学概論」は補充教育の一環であ

り，機械系出身者が情報系科目を履修する，またはその逆の場合に問題となる専門的予備知識の

不足を補う目的で開設されている。 

海上輸送システム工学専攻では，国際的視野でものがみられる海事管理技術者の育成，生産シ

ステム工学専攻では，国際感覚をもつ実践的専門技術者の育成を目指しており，「英語（外国人講

師）による専門授業」（資料５－５－③－７～９），７年連続で実施されている「専攻科英語キャ

ンプ」（資料５－５－③－10），国際会議における専攻科学生の研究発表（資料５－５－③－11），

協定を結んでいるタイ王国の大学との文化交流（資料５－５－③－12）を通して，外国語による

コミュニケーション能力の向上や異文化に対する理解の育成に努めている。 

他高等教育機関との単位互換に関する制度については明確に存在しておらず，今後，構築して

いく等の改善が必要である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の専攻科では，カリキュラムを改訂し新設科目を設置するなど，学生の多様なニーズ，学

術の発展の動向，社会からの要請等に配慮して運営されている。特に，専攻科課程における外国

語教育や異文化交流事業は，充実している。 
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資料５－５－③－１ 

（出典：専攻科だより第 26 号） 
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資料５－５－③－２ 

 

（出典：第５回運営諮問会議報告書Ｐ．２） 
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資料５－５－③－３ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．19） 
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資料５－５－③－４ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．20） 
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資料５－５－③－５ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．21） 
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資料５－５－③－６ 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．63） 
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資料５－５－③－７ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．66） 
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資料５－５－③－８ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．53） 
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資料５－５－③－９ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．54） 
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資料５－５－③－10 

 

（出典：専攻科だより第 24号） 
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資料５－５－③－11 

 

（出典：専攻科） 
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資料５－５－③－12  

 

（出典：国際交流推進室） 
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観点５－６－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態のバランス

が適切であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなさ

れているか。 

 

（観点に係る状況） 

専攻科課程の目的及び専攻ごとに掲げた教育目標に沿ってシラバスを作成し，それに基づいて

授業を実施しており，授業形態として，講義，演習，実験，研究をバランスよく配置している（資

料５－６－①－１，２）。 

１学年では高度な知識の習得やものづくりに必要な基礎理論及び専門知識を身につけるため，

各専攻とも講義の比率が高いが，２学年では特別研究の割合が増え，創造力，技術開発能力の養

成にウェイトが置かれるようになっている。 

専門選択科目の中では，海上輸送システム工学専攻で航海系と機関系に，生産システム工学専

攻で機械工学系と情報工学系に分かれる科目が多く（資料５－５－②－４～７），尐人数教育が実

施されている。 

また，教育技術やコミュニケーション能力の育成を目的とした授業（資料５－５－③－５），異

分野の基礎知識の補充を目指した授業（資料５－５－③－６），情報機器を活用した授業（資料５

－６－①－３），本校の環境を活かしたフィールド型授業（資料５－６－①－４），練習船「弓削

丸」を活用した実験（資料５－６－①－５）など，各授業科目にふさわしい学習指導方法の工夫

を行っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科課程の目的及び専攻ごとの教育目標に照らして，講義科目を中心に，演習，実験，研究

等の授業形態のバランスが適切であり，２年間を通して実施されている。 

また，尐人数授業，補充教育，情報機器の活用，本校の環境を活かしたフィールドスタディを

取り入れた授業，練習船「弓削丸」を活用した授業など，それぞれの教育内容に応じた学習指導

法の工夫がなされている。 
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資料５－６－①－１ 

授業科目における講義，実験，演習等の時間数 

（出典：専攻科委員会） 
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資料５－６－①－２ 

授業科目における講義，実験，演習等の時間数 

（出典：専攻科委員会） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 306 - 

資料５－６－①－３ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．55） 
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資料５－６－①－４ 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．52） 
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資料５－６－①－５ 

 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．17） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 309 - 

 

観点５－６－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って，シラバスが作成され，事前に行う準備学

習，教育方法や内容，達成目標と評価方法の明示等，内容が適切に整備され，

活用されているか。 

 

（観点に係る状況） 

専攻科課程のシラバスは，各専攻の教育課程の編成に沿って学位授与機構の区分に該当する科

目としての位置付けを明確にした上で，専攻科長から示された統一様式で担当教員が作成してい

る。 

「シラバス作成要領について」（資料５－６－②－１）では，「授業時間外の学修に 1単位当た

り 30時間を充てる」ことを明記し，その具体策の記入を促している。また，学習目標，授業の進

め方，学習内容などの記載事項から，学生がその授業で習得する知識・授業レベルを理解し，学

習計画を立てられるように配慮している。成績評価方法については，定期試験だけでなく課題，

レポート，プレゼンテーションなどで総合評価することも具体的に記載している（資料５－６－

②－２）。 

シラバスは，専攻科入学時に配布する「専攻科学生用手引き・シラバス」内に収録したり，ウ

ェブサイトに公開（資料５－６－②－３）する等により，学生に周知している。 

各授業科目においては，最初の授業時に講義ガイダンスとしてシラバスを活用し，授業開始に

当たってその内容・成績評価方法を学生に説明している（資料５－６－②－２）。専攻科学生への

アンケート結果から，70％以上の学生がシラバスを活用していると回答しており（資料５－６－

②－４），概ね利用されていると判断されるが，事前学習及び復習等への活用については改善の余

地がある。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科課程のシラバスは，講義履修モデルに沿って配置された科目ごとに作成され，授業内容

や成績評価方法についても明確に定められた記載内容で統一されており，適切に整備されている。 

担当教員による授業開始時のガイダンスでシラバスが利用され，専攻科学生へのアンケート調

査結果から概ね活用されている判断される。 
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資料５－６－②－１ 

 

（出典：専攻科委員会） 
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資料５－６－②－２ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．11） 
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資料５－６－②－３ 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料５－６－②－４ 

 

（出典：企画広報室） 
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観点５－６－③： 創造性を育む教育方法の工夫が図られているか。また，インターンシップ

の活用が図られているか。 

 

（観点に係る状況） 

専攻科課程の教育は基本的に尐人数教育であり，専攻科の教育目標を達成するため，各授業科

目の中で，独創的な発想・実際的な開発能力の育成（資料５－６－③－１），実践的な問題解決能

力を身につけさせるＰＢＬ型教育（資料５－６－③－２）を実施している。 

また，特別研究においては，研究テーマに対する準備，研究実施方法，研究結果の取りまとめ

まで，学生に主体的に取り組ませ，創意工夫を積み重ねることで創造力を育んでいる（資料５－

６－③－３）。 

その途中段階での発表の場として，特別研究中間発表会を実施している（資料５－６－③－４）。

対外的にも，大学・高専発のベンチャーの創出を目標に実施されている新事業の提案コンペ「キ

ャンパスベンチャーグランプリ（ＣＶＧ）」に入賞するなどの成果を上げている（資料５－６－③

－５）。 

平成 24 年度に実践的教育として準学士課程とは別に，新たに単位化したインターンシップ制度

では，早速２名(３件)が，国内外の企業・事業所での実務を体験している（資料５－６－③－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

専攻科の教育目標に沿って，各授業の中でＰＢＬ型や創造性を育むなどの教育方法が工夫され

ている。特別研究では個別指導により問題提起能力，創造力，実践的問題解決能力が育成される

ような指導が行われ，本科での研究を発展させ，「キャンパスベンチャーグランプリ」に入賞する

などの効果が上げられている。また，新たに単位化したインターンシップの活用が図られている。 
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資料５－６－③－１ 

 

（出典：紀要 35号Ｐ．116） 
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資料５－６－③－２ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．85） 
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資料５－６－③－３ 

（出典：専攻科） 
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資料５－６－③－４ 

  

（出典：専攻科） 
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資料５－６－③－５ 

 

（出典：専攻科だより第 16号） 
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資料５－６－③－６ 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準５ 

- 321 - 

観点５－７－①： 教育の目的に照らして，教養教育や研究指導が適切に行われているか。 

 

（観点に係る状況） 

 教養教育を行うため専攻科課程では，専門基礎科目として「文書表現論」，「数理工学」，「物理

学特論」，「環境化学概論」，「技術英語１・２」及び「情報処理応用論」を必修科目として設置し

ている（資料５－７－①－１，２）。また，平成 24年度からカリキュラムを改正し，専門科目に

「短期・長期インターンシップ」及び「教育技術演習」を新たに開設した（資料５－７－①－３

～５）。 

 特別研究テーマの決定は，学生が主体的に研究に取り組むために，専攻科長・副専攻科長を中

心として段階的な指導を行っている（資料５－７－①－６）。決定された研究テーマに関して，指

導教員が研究目標・方法・授業受講科目計画に至るまで学生と密接な連携をとった上で，学生に

は毎日研究日誌に作業内容と時間数を記入させ，１週間ごとに指導教員が内容についてチェック

し，打合せを行っている。指導教員は，半期ごとに研究指導計画書を作成し，各期の終了時に研

究指導報告書と研究日誌を教務係へ提出している（資料５－７－①－７～10）。１学年終了時には

特別研究発表会を行い，２年時には中国・四国地区専攻科生研究交流会で発表を行い，研究成果

の経過報告を義務付けて，各専攻全体でも研究の進捗状況を把握するように努めている（資料５

－７－①－11，12）。また研究成果を関連学会及び関連論文集等に積極的に発表することを目標に

指導を行い，５期生においては学術論文投稿８件，学会発表 26 件の実績があり，関連学会から「希

望の星賞」，「優秀講演賞」及び「優秀発表賞」等の受賞を受けている（資料５－７－①－13～18）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 専攻科では教養教育の多くを必修とし，総合教育科の常勤教員が講義を担当しており，教養を

授け，国際社会に対応したコミュニケーション能力を身に着けた技術者の育成を行う体制がとら

れている。 

 また，研究指導体制は，研究テーマ決定を行う段階から専攻科長・副専攻科長を中心にした丁

寧な指導が行われ，複数教員による研究指導体制の中で指導教員と学生の綿密な連携が図られて

いる。 
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（出典：平成 24年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．７，47） 
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資料５－７－①－２ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．９） 
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資料５－７－①－３ 

（出典：企画広報室） 
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資料５－７－①－４ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．21） 
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資料５－７－①－５ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－６ 

 

資料５－７－①－７ 

（出典：専攻科） 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．４） 
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資料５－７－①－８ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－９ 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－10 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－11 

 

（出典：専攻科特別研究論文集第５号目次） 
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資料５－７－①－12 

 

（出典：専攻科特別研究論文集第５号目次） 
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資料５－７－①－13 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－14 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－15 

 

（出典：学生課） 
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資料５－７－①－16 

平成 21 年度軽金属希望の星賞 受賞者表彰 

 

著作権に関係するために削除 

（出典：軽金属 Vol.59  No.３会告） 
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資料５－７－①－17 

 

 

（出典：専攻科だより第 18号） 
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資料５－７－①－18 

日本機械学会中四国支部ＨＰ 

 卒業研究発表後援会優秀発表賞 受賞者 

 

 著作権に関係するために削除 

（出典：日本機械学会中国四国支部ウェブサイト） 

） 
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観点５－８－①： 成績評価・単位認定規定や修了認定規定が組織として策定され，学生に周

知されているか。また，これらの規定に従って，成績評価，単位認定，修了

認定が適切に実施されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 専攻科課程の単位の修得については，学則第 48 条に規定し，修了の認定については同第 50 条

に規定し（資料５－８－①－１），必要事項については別に定めている（資料５－８－①－２）。

これらの規則は，全専攻科学生に配布される「専攻科学生用手引き・シラバス」（資料５－８－①

－３）に掲載されており，専攻科入学時のオリエンテーションにおいて，専攻科長が説明して周

知を徹底している。その中で，１単位の履修時間が授業以外の学習を合わせて 45 時間であること

も学生に周知している（資料５－８－①－２）。 

 各科目の成績評価は，シラバスに示した評価基準に従って行い，全試験答案，レポートなどと

共に成績評価表を作成し，保管している（資料５－８－①－４，５）。各期の授業完了報告書の提

出前に開校日を設けて，各科目ごとに成績を学生に伝えて，意見申立の機会としている（資料５

－８－①－６）。 

 単位認定は，授業担当教員が授業完了報告書を作成・提出し（資料５－８－①－７），専攻科委

員会委員により厳格に確認の上，単位修得が了承され（資料５－８－①－８，９），修了認定は教

員会議で適正に審議することにしている（資料５－８－①－10）。 

 成績評価及び修了認定の専攻科学生への周知度はアンケートで確認している（資料５－８－①

－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

成績評価・単位認定基準や修了認定基準に関する規則が制定されており，学生に周知されてい

る。 

また，授業担当教員から授業完了報告書を受けて，専攻科委員会委員にて厳格に確認の上，修

了認定は教員会議で適正に審議・判定されている。 
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資料５－８－①－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校学則１－１抜粋） 
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資料５－８－①－２ 

 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．３） 
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    資料５－８－①－３ 

 

（出典：平成 24年度専攻科学生用田引き・シラバス表紙） 
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資料５－８－①－４ 

 

資料５－８－①－５ 

 

 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：担当教員） 

－（略）－ 

（出典：平成 24 年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．49） 

「文章表現論」成績評価表 
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資料５－８－①－６ 

（出典：学生課） 
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資料５－８－①－７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報等保護のための削除 
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資料５－８－①－８ 

海上輸送システム工学専攻 成績一覧表 

 

個人情報等保護のための削除 

 

（出典：専攻科委員会） 
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資料５－８－①－９ 

 

（出典：平成 24 年度第３回専攻科委員会） 
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資料５－８－①－10 

 

（出典：平成 24 年度第６回教員会議） 
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資料５－８－①－11 

 専攻科学生アンケート 

 

（出典：専攻科） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

〈準学士課程〉 

 「商船学科の人材養成機能の充実と高度化」を目的に，他高等専門学校の商船学科，（社）全日

本船舶職員協会，（社）日本船主協会と連携して「ALL SHOSEN 学び改善プロジェクト」として組

織を構築し，多様化する学生のニーズや海運界からの要請に対応するため，教材開発や新たな商

船教育システムの開発を行っている。また，情報工学科では，全国レベルで優秀な成績を収めて

いるプログラミングコンテストで得られた知見を授業にフィードバックし，CG－ARTS 協会の認定

教育校として優秀賞を受賞しており，ＣＧクリエイター，Ｗｅｂデザイナー，マルチメディア等

に対応した教育内容への改善を図っている。 

〈専攻科課程〉 

専攻科の教育目標を達成するために，教育技術演習やコミュニケーション能力の育成を目的と

した授業，異分野の基礎知識の補充を目指した授業，情報機器を活用した授業，本校の環境を活

かしたフィールド型授業，練習船「弓削丸」を活用した実験など多様に配置し，学習指導方法の

工夫を行っている。また，国際的視野でものをみることができる実践的技術者の養成を目指して，

英語（外国人講師）による専門授業，英語キャンプ，国際会議における研究発表，タイ王国の大

学との国際交流などを実施しており，異文化交流事業等が充実している。 

（改善を要する点） 

〈準学士課程〉 

 学生のシラバス活用状況が十分でなく，周知だけでなく実際の利用度を高めることが必要であ

る。 

〈専攻科課程〉 

他高等教育機関との単位互換に関する制度が明確には存在しておらず，改善の必要がある。 

 

（３）基準５の自己評価の概要 

〈準学士課程〉 

平成 22 年度に，学生の多様なニーズ，学術の発展動向，社会からの要請等に対応するため，教

育課程を改正した。新しい教育課程においても，本校の準学士課程の教育課程は，低学年では一

般科目が多く，高学年になるに従って専門科目が増えるようなくさび型の教育課程となっており，

教育目標を達成できるように授業科目を体系的に適切に配置している。専門科目は，授業科目系

統図に沿って必修科目と選択科目が系統的に配置されている。主に講義を通して専門基礎力を身

に付け，全年次に配置している実験・実習を中心とした科目を通して職業に必要な能力を身に付

け，卒業研究などを通して総合的な創造力を身に付けた実践的技術者の育成を図っている。 

授業内容は，教育課程の編成の趣旨に沿って，統一された形式のシラバスに明確に記載され，

学生に周知されており，各期の初講義時にガイダンスを行なって，授業目的・内容及び評価方法

について説明するように努めている。練習船「弓削丸」を活用した教育，四国地区高等専門学校

で連携した特別講義，インターンシップによる実践力の育成，プログラミングコンテストなどを

通して得られた知見を基に対外的にも評価される創造力育成など特色ある教育を実践している。

商船学科は，ＳＴＣＷ条約に基づく審査を受け，第１種船舶職員養成施設として認定されており，

海技従事者育成のための教育課程を適正に編成している。 
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授業形態は，全年次で講義，演習，実験，実習がバランス良く適切に配置され，複数の教員・

技術職員で支援する態勢を全学科で採用し，情報処理教育センター，マルチメディア教室，各実

験室をはじめとする各種施設を活用して，教育効果を高めている。 

高等専門学校設置基準で定められている特別活動を第１～３年次で実施し，学校全体としての

特別活動や学校行事，生活指導や課外活動を通して，人間の素養の涵養が図られるよう配慮して

いる。 

成績評価，進級基準，卒業基準に関する規則を策定し，新入生オリエンテーションや学生便覧

などによって学生に周知している。これらの判定については，判定会議として教員会議の場で審

議され，厳格かつ慎重に実施している。 

〈専攻科課程〉 

専攻科課程の教育課程は，準学士課程の教育との連携を配慮したものとなっており，授業科目

は準学士課程における授業科目を基礎として，連続性を持たせて体系的に配置されている。また，

教養教育の多くを必修とし，総合教育科の常勤教員が講義を担当している。 

学習･教育目標に掲げられたレベルに到達するために段階的な履修が可能となるように授業科

目が配置され，学士の学位取得が可能になるように体系的な教育課程が編成されている。また，

教育目標を達成するために，尐人数授業，本校の環境を活かしたフィールド型授業，情報機器の

活用，練習船「弓削丸」を活用した授業，英語（外国人講師）による専門授業，英語キャンプ，

タイ王国の大学との文化交流などを実施し，学習指導法を工夫している。さらに，各授業の中で

創造力や実践力を育む教育がなされている。 

学生のニーズ及び社会からの要請に配慮して，平成 24年度に教育課程を改正し，短期・長期イ

ンターンシップを単位化した。 

特別研究では，個別指導により問題提起能力，創造力，実践的問題解決能力が育成されるよう

な指導が行われている。研究指導体制は，研究テーマ決定を行う段階から専攻科長や副専攻科長

を中心とした丁寧な指導が行われ，複数教員による研究指導体制の中で指導教員と学生の綿密な

連携を図っている。 

シラバスは，授業内容や成績評価方法など記載内容が統一されている。成績評価，単位認定基

準，修了認定基準に関する規則が制定されており，専攻科入学時のオリエンテーションや各授業

のガイダンスにおいて，手引き書やシラバスを通して学生に周知されている。成績及び修了認定

は，授業担当教員からの授業完了報告書に基づいて，専攻科委員会において確認の上，教員会議

で適正に審議・判定されている。 
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基準６ 教育の成果 

（１）観点ごとの分析 

       観点６－１－①： 高等専門学校として，その教育の目的に沿った形で，課程に応じて，学生 

が卒業(修了)時に身に付ける学力や資質・能力，養成しようとする人材像等

について，その達成状況を把握・評価するための適切な取組が行われている

か。 

 

（観点に係る状況） 

 準学士課程においては，資料６－１－①－１に示したような人物像の育成を行っている。それ

らに基づいて履修及び修得する科目を配置し，年４回の定期試験の実施で学力の把握や評価を行

っている。各定期試験における学生の成績は，教員会議において全教員で検討され確認がなされ

る（資料６－１－①－２）。また，教務委員会で成績・出席不良の学生には，定期試験ごとに保

護者と本人に通知書を出して，状況の連絡と指導がなされている（資料６－１－①－３，４）。 

学年末試験や卒業認定試験，席上課程修了試験については，資料６－１－①－５に示す成績一

覧表により教員会議で審議される。工業系学科では，資料６－１－①－６に示す選択科目受講一

覧表から選択科目の適正な科目履修状況が確認されている。また，商船系学科については，席上

課程修了時に三級海技士第１種船舶職員養成施設の単位の確認及びＳＴＣＷ条約の救命講習の受

講確認（資料６－１－①－７）について教員会議で席上課程修了判定資料（資料６－１－①－８）

に基づき審議して，席上課程修了認定を行っている（資料６－１－①－９）。 

 卒業研究については，卒業研究中間発表，卒業研究発表（資料６－１－①－10）を経て，卒業

論文の提出により，各学科の分科会で達成状況を把握し判定を行っている。 

 学生の学習達成度を把握・評価するため，「学習達成度アンケート」を実施しており（資料６

－１－①－11），アンケート結果は自己点検評価委員会で分析し，教育改善に役立てている。 

 専攻科課程においては，資料６－１－①－12 に示したような人材の育成を行っている。研究

については，学生の提出する研究日誌（資料６－１－①－13）と指導教員より提出される研究指

導報告書（資料６－１－①－14）により専攻科委員会で検討され，現状の確認と指導が行われて

いる。また，特別研究については，研究の進度を確認するため中間発表（資料６－１－①－15）

の実施や他高専との研究交流会（資料６－１－①－16）での発表等により，専攻科委員会で研究

能力の把握と評価を行っている。 

 専攻科の修了認定は，特別研究最終審査発表会（資料６－１－①－17）を経て，修了認定資料

（資料６－１－①－18）により資料６－１－①－19に示しているように，専攻科委員会で確認し

た後，教員会議で審議し，専攻科の修了認定を行っている（資料６－１－①－20）。 

 また，資格取得やコンペティション等を奨励しており，それぞれ担当教員を配置している（資

料６－１－①－21）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

人物像の育成等に照らして履修及び修得する科目を配置し，全体の達成状況の確認を教員会議

で行っている。教員会議の前に，教務委員会，専攻科委員会，分科会で十分に把握・評価が行わ

れている。学生の学習達成度アンケート結果は，自己点検評価委員会で分析し，教育改善に役立

てている。 
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以上のことから，学生が卒業（修了）時に身に付ける資質・能力，養成しようとしている人物

像等について，適切な取り組みが行われているといえる。 

 

 

資料６－１－①－１ 

 

（出典：平成 25 年度シラバス巻頭） 
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資料６－１－①－２ 

商船学科成績一覧表（平成 24 年度学年末試験） 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：平成 24 年度第 18回教員会議資料） 
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資料６－１－①－３ 

 

出典： 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－４ 

 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－５ 

電子機械工学科成績一覧表（平成 24 年度学年末試験） 

 

個人情報等保護のための削除 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－６ 

 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－７ 

 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－８ 

平成 24 年度 席上課程修了認定判定資料 

 

個人情報等保護のための削除 

（出典：学生課） 
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資料６－１－①－９ 

（出典：平成 24 年度第９回教員会議議事録） 
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資料６－１－①－10 

  

（出典：電子機械工学科） 
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資料６－１－①－11 

（出典：企画広報室） 
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資料６－１－①－12 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料６－１－①－13 

（出典：担当教員） 
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資料６－１－①－14 

 

（出典：担当教員） 
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資料６－１－①－15 

 

（出典：専攻科） 
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資料６－１－①－16 

（出典：専攻科） 
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資料６－１－①－17 

 

（出典：専攻科） 
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資料６－１－①－18 

海上輸送システム工学専攻 成績一覧表 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：専攻科委員会資料） 
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資料６－１－①－19 

 

資料６－１－①－20 

 

（出典：専攻科委員会議事録） 

（出典：平成 24 年度第６回教員会議議事録） 
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資料６－１－①－21 

（出典：学生課） 
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観点６－１－②：  各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力に

ついて，学校としてその達成状況を評価した結果から判断して，教育の成果

や効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況） 

準学士課程では，進級に必要な単位が取得できなかった学生については，一定基準の下で特別

進級となり（資料６－１－②－１），次学年の前期に３回行われる追認試験で取り残した単位の取

得をさせている（資料６－１－②－２）。この追認試験制度及び再試験制度により，留年者や退

学者の減少に取り組んでおり，資料６－１－②－３，４に示すように全体として効果を上げてい

る。また，留年学生に対しては，年度初めに，教務主事，学生主事等による面談を行い，勉強に

対する取り組み方の指導を行っている。 

実践的技術者育成のため，資格取得について奨励・支援を行っており，各学科において増減は

あるものの，資格取得者が増加傾向にある（資料６－１－②－５）。特に，情報工学科において

は，資格試験取得による単位認定が行われており（資料６－１－②－６），ＩＴ関係の資格取得者

が増えている。 

卒業研究に対しては，年度初めに指導教員から提出される卒業研究指導計画書（資料６－１－

②－７）に従って，その研究テーマに興味を持った学生に指導が行われている。卒業研究は各研

究室でのゼミを経て，ある程度まとまった段階で中間発表（資料６－１－②－８）が行われる。

卒業研究認定は，最終段階となる卒業研究発表会（資料６－１－②－９）終了後の卒業論文（代

表的な卒業論文を訪問調査時に提示）の提出により認定されており，準学士課程における各専門

領域での教育の成果である。 

情報工学科では「プログラミングコンテスト」で毎年優秀な成績を残しており（資料６－１－

②－10），「日本ものづくり大賞（内閣総理大臣賞）」も受賞している（資料６－１－②－11）。ま

た，経済産業省主催の「ケータイ甲子園」においてコミュニケーション部門で最高位のグランプ

リを受賞（資料６－１－②－12），電子機械工学科では「Ｈｏｎｄａエコマイレッジチャレンジ」

や「クルーレス・ソーラーボート大会」等で受賞（資料６－１－②－13）するなど，本校の行っ

ている創造性教育の発展が随所に見られる。 

専攻科課程での単位認定は，試験，レポート及びプレゼンテーション等により成績が付けられ

ており，単位取得率は準学士課程の学生よりも非常に良い結果となっている（資料６－１－②－

14）。 

資料６－１－②－15 に示すように，専攻科では，入学者に対する修了者の割合が非常に高い。

専攻科設置以降，今年までに留年者は出ておらず，非常に細かな教育の成果である。また，専攻

科修了後に大学院への進学者が毎年出ている（資料６－１－②－16）。 

専攻科では，主に学会等に提出した論文に対する受賞が多い（資料６－１－②－17，18）。特

別研究の内容をまとめ，提出しているものについての受賞であるため，専攻科レベルの教育の成

果といえる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

  準学士課程及び専攻科課程で学生が身に付ける学力や資質・能力については，単位取得状況，

資格取得状況，各種コンペティションの受賞及び学会関係の受賞状況から判断しても十分に教育
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効果が上がっているといえる。 

資料６－１－②－１ 

（出典：学生課） 
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資料６－１－②－２ 

（出典：学生課） 
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資料６－１－②－３ 

 

出典： 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

- 377 - 

資料６－１－②－４ 

 

（出典：学生課） 
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資料６－１－②－５ 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

- 379 - 

資料６－１－②－６  

（出典：学生課） 
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資料６－１－②－７ 

 

（出典：担当教員） 
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資料６－１－②－８ 

 

（出典：電子機械工学科） 
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資料６－１－②－９ 

  

（出典：商船学科） 
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資料６－１－②－10 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料６－１－②－11 

 

資料６－１－②－12 

 

出典： 

（出典：本校ウェブサイト） 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料６－１－②－13 

（出典：本校ウェブサイト、電子機械工学科） 
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資料６－１－②－14 

海上輸送システム工学専攻 成績一覧表 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：学生課） （出典：専攻科委員会資料） 
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資料６－１－②－15 

 

資料６－１－②－16 

 

（出典：学生課） 

（出典：2012学校要覧Ｐ．25） 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

- 388 - 

資料６－１－②－17 

軽金属希望の星賞 受賞者表彰 

 

 著作権に関係するために削除 

（出典：軽金属学会ＨＰ） 
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資料６－１－②－18 

 

 

（出典：専攻科だより第 18,26 号） 
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観点６－１－③：  教育の目的において意図している養成しようとする人材像等について，就

職や進学といった卒業(修了)後の進路の状況等の実績や成果から判断して，

教育の成果や効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況） 

〔準学士課程〕 

 各学科とも就職率は，希望者に対してほぼ 100％に達している（資料６－１－③－１）。商船

学科においては，海事関係，電子機械工学科では機械メーカー，情報工学科ではＩＴ関連の職種

が多い（資料６－１－③－２）。また，進学率は資料６－１－③－３に示すように高いものとな

っており，本校で学んだ専門分野に関係の深い商船系及び工学系の大学または専攻科に多く進学

している（資料６－１－③－４）。 

〔専攻科課程〕 

 専攻科の求人・就職状況を資料６－１－③－５に示す。就職はほぼ 100％であり，更に大学院

へ進学する学生も毎年出ている（資料６－１－③－３）。海上輸送システム工学専攻の修了者は

船会社の船舶管理関係が多く，生産システム工学専攻の修了者は機械，ＩＴ関係の会社に多く就

職していることがわかる。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 準学士課程及び専攻科課程は，進学率と就職率の両方ともほぼ 100％に達している。就職先の

状況を見ても各学科，各専攻で学んだ専門分野に適合した職種に就いており，進学者についても

それぞれの専門性が活かされる学問分野の大学及び大学院に進学していることから，養成しよう

としている人材像に適合した教育の成果が上がっている。 
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資料６－１－③－１ 

（出典：2012学校要覧Ｐ．26） 

（出典：2011学校要覧Ｐ．26） 
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資料６－１－③－２ 

 

（出典：学生課） 
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資料６－１－③－３ 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．25） 
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資料６－１－③－４ 

（出典：2012学校要覧Ｐ．25） 
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資料６－１－③－５ 

（出典：学生課） 
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観点６－１－④： 学生が行う学習達成度評価等，学生からの意見聴取の結果から判断して，

教育の成果や効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況） 

〔準学士課程〕 

 平成 24年度に各学科の５年生に対して学習達成度評価の調査を行った（資料６－１－④－１－

１～３）。専門知識の習得の程度を問う項目では，「身についた」，「良く身についた」と回答

した学生の割合が商船学科，電子機械工学科，情報工学科で，それぞれ 94%，94%，82%であり，

大多数の学生は，本校が目指す技術者として必要な知識を習得しているといえる。また，忍耐力，

協調性，責任感などの程度を問う項目では，「身についた」「良く身についた」と回答した学生は

80%程度と高く，技術者としての倫理観が育成できているといえる。一方，英語会話・読解力の

習得や国際感覚に関する項目は，電子機械工学科と情報工学科で低く，商船学科で高い評価とな

っている。商船学科では，現代ＧＰや企業技術者活用プログラム，大学間連携プロジェクトを活

用し，英語による乗船実習や英語キャンプを実施しているためと考えられる。工業系学科につい

ては，今後授業方法の改善が必要である。 

〔専攻科課程〕 

 専攻科２年生に対して学習達成度評価の調査を行った（資料６－１－④－２－１，２）。専門

知識については，海上輸送システム工学専攻，生産システム工学専攻のいずれも「身についた」

「良く身についた」が 100%となっており，本校が目指す高度な技術者として必要な知識を深く習

得しているといえる。また，技能力，忍耐力，協調性，責任感に関する項目も評価が高く倫理観

が育成できている。さらに，理解力，表現力に関しても評価が高く，プレゼンテーション能力が

育成できている。しかし，生産システム工学専攻について，創造力に関して「身についた」と回

答した学生の割合は 30%と低く，創造性教育に関する改善が必要である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学習到達度評価に関する卒業（修了）時のアンケートから，改善する点があるものの，概ね教

育の成果や効果が上がっており，本校の目指す実践的技術者として必要な専門知識や倫理観が育

成できている。 

以上のことから，学生が行う学習達成度評価等の結果から判断して，学校の意図する教育の成

果や効果が上がっているといえる。 
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資料６－１－④－１－１ 

学習到達度アンケート集計結果（準学士課程５年生対象） 

商船学科 

電気機械工学科 

情報工学科 
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資料６－１－④－１－２ 

商船学科 

電気機械工学科 

情報工学科 
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資料６－１－④－１－３ 

（出典：企画広報室） 

商船学科 

電気機械工学科 

情報工学科 
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資料６－１－④－２－１ 

学習到達度アンケート集計結果（専攻科２年生対象） 

海上輸送システム工学専攻 

生産システム工学専攻 

海上輸送システム工学専攻 

生産システム工学専攻 



弓削商船高等専門学校 基準６ 

- 401 - 

資料６－１－④－２－２ 

 

海上輸送システム工学専攻 

生産システム工学専攻 

（出典：企画広報室） 
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観点６－１－⑤： 卒業（修了）生や進路先等の関係者から，卒業（修了）生が在学時に身に

付けた学力や資質・能力や，卒業（修了）後の成果等に関する意見を聴取す

る等の取組を実施しているか。また，その結果から判断して，教育の成果や

効果が上がっているか。 

 

（観点に係る状況） 

過去３年間の準学士課程卒業者及び専攻科課程修了者の就職先企業と卒業（修了）生を対象と

したアンケート調査を実施した。企業へは，卒業（修了）生の学力，資質，性向に関する３項目

について回答を求めた（資料６－１－⑤－１，２）。学力については，専門知識や実技系分野に

おいて優れているが，一般教養知識に劣るとの回答を得た。資質については，実践力や応用力を

備えているものの，創造力や表現力に乏しいと評価された。性向については，協調性があり礼儀

正しく責任感もあるが，積極性や国際性に乏しいことが指摘された。 

卒業（修了）生へのアンケートは，在学中に身につけた知識に関すること，就職・進学指導に

関すること，課外活動や寮生活に関することについて回答を求めた（資料６－１－⑤－３，４）。

身に付けた知識は，専門知識と実技系の技能と回答した割合が 83%と高い。上述した企業へのア

ンケート結果による専門知識や実技系分野において優れていると一致していることがわかる。自

分の身に付けた知識が発揮できているか否かの質問については「どちらとも言えない」の回答を

除くと，約７割の者が役立っていると回答した。在学中に力を入れておけば良かった分野は，語

学と専門基礎となっている。就職・進学指導，課外活動及び寮生活については，「適当であった」

あるいは「活かされている」との評価を得た。また寮の設備についても十分であるとの評価を得

た。寮生活で得たものは「友人」「協調性」「忍耐力」であると答えている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 卒業（修了）生とその就職先企業を対象としたアンケート調査を実施している。企業からのア

ンケート結果より，専門的な知識を有し実践力に優れるとの評価を得た。また，卒業（修了）生

のアンケート結果から約７割の者から身に付けた知識が役に立っているとの回答を得ており，実

践的技術者養成の観点から，本校の教育目的に適合しているといえる。一方，語学力，創造力，

表現力が改善するべき点であることがわかった。これらに関しては，専任及び非常勤の外国人教

員を採用して専門英語の教育を行い，準学士課程低学年の英語教育を「総合英語」，「英語表現」，

「基礎英語」，「英語購読」に分け，その一部を各クラスを３分割した少人数教育をネイティブの

非常勤講師を含めて実施するといった対策等を強化している。 

 以上のことから，卒業（修了）生や進路先等の関係者から，卒業（修了）生が在学時に身に付

けた学力や資質・能力や，卒業（修了）後の成果等に関する意見を聴取する等の取組を実施して

おり，その結果から判断して，教育の成果や効果が上がっているといえる。 
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資料６－１－⑤－１ 

（出典：企画広報室） 
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資料６－１－⑤－２ 

（出典：企画広報室） 
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資料６－１－⑤－３ 

（出典：企画広報室） 
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資料６－１－⑤－４ 

 

（出典：企画広報室） 
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（２）優れた点及び改善する点 

（優れた点） 

 準学士課程においては，プログラミングコンテスト等の各種コンペティションで文部科学大臣

賞や「日本ものづくり大賞（内閣総理大臣賞）」の受賞実績を上げており，創造性教育の成果が顕

著に表れているといえる。また，進学率や就職率はほぼ 100％に近く，本校の卒業生の能力の高

さが評価されているといえる。 

 専攻科においては，特別研究でまとめた論文について軽金属学会優秀講演賞などの学会賞を贈

られるなど専門分野についての評価が高いものとなっている。 

（改善を要する点） 

 学習達成度アンケートや卒業生，就職企業に対するアンケートから得られた結果は概ね良好で

あったが，幾つか上がってきた改善項目については改善の余地がある。 

 

（３）基準６の自己評価の概要 

 人物像の育成等に照らして履修及び修得する科目を配置し，全体の達成状況は，教員会議や教

務委員会，専攻科委員会，分科会によって把握・評価されている。学生の学習達成度アンケート

結果は，自己点検評価委員会で分析し，教育改善に役立てている。 

 準学士課程及び専攻科で各学年や卒業（修了）時において，学生が身に付ける学力や資質・能

力については，単位取得状況，資格取得状況，各種コンペティションの受賞及び学会関係の受賞

状況から判断しても十分に教育効果が上がっているといえる。 

 就職先の職種についても，各学科の養成する人材像に適合しており，また，進学先についても

本校で学んだ専門分野に進んでいることから，養成しようとしている人材像に適合した教育の成

果が上がっている。 

学習到達度評価に関する卒業（修了）時のアンケートから，改善する余地があるものの，概ね

教育の成果や効果が上がっており，本校の目指す実践的技術者として必要な専門知識や倫理観が

育成できている。また，卒業（修了）の就職先企業からのアンケート結果より，専門的な知識を

有し実践力に優れるとの評価を得ており，卒業（修了）生のアンケート結果からは，約７割の者

から身に付けた知識が役に立っているとの回答を得たことから，概ね良好な結果を示しており，

実践的な技術を習得した学生を送り出すことができていると判断される。 
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基準７ 学生支援等 

（１）観点ごとの分析 

観点７－１－①： 学習を進める上でのガイダンスが整備され，適切に実施されているか。また，

学生の自主的学習を進める上での相談・助言を行う体制が整備され，機能して

いるか。 

 

（観点にかかる状況） 

学習を進める上でのガイダンスに関わる刊行物として，準学士課程では，学生便覧及びシラバス

を学生全員に配布している。学生便覧（資料７－１－①－１）には，教務関係事項，学校生活関係，

学生寮関係など学生生活を送る上での学生心得及び規則が記載されている。シラバスには，各授業

科目についての学習内容及び成績評価等に関わる事項が記載されている（資料７－１－①－２）。学

期の始めには，すべての授業において担当教員がシラバスを用いて，授業の内容，進め方に関して

ガイダンスを行うよう整備が図られている。新入生に対しては入学直後にオリエンテーションを行

い，その中で本校の教育システムを示し，授業形態，科目の履修，修得，進級要件等の説明を行っ

ている（資料７－１－①－３）。外国人留学生及び編入学生に対しては，校内でのオリエンテーショ

ンを実施し，学級担任との懇談，教務関係事項及び学生生活関係について説明を行っている（資料

７－１－①－４）。 

専攻科においても，各授業において担当教員がシラバスを用いて，ガイダンスを行うよう整備が

図られている。また，副専攻科長が入学時に懇談を通して，専攻科学生用手引き・シラバスを配布

して，学習を進める上での各種の説明，注意を行うガイダンスを実施している（資料７－１－①－

５）。 

相談・助言については，学級担任は，特別活動（ホームルーム）や個人面談（資料７－１－①－

６）を通して，学生の学習や学校生活について細かく指導・助言を行っている。また，前・後期の

中間・期末の試験ごとにその成績通知書が，担任から学生に手渡され，学生は勉学等についての助

言や諸注意を受けている。専攻科においては，専攻ごとに副専攻科長を配置する体制を整備し，学

級担任と同様な相談・助言を実施している。 

自主的学習の助けとなるよう，オフィスアワーを実施するとともに（資料７－１－①－７），教員

の研究室で随時，学生の質問を受け，助言を行っている。利用実績の集計は行っていないが，定期

試験前の個人指導に関してはかなりの学生が研究室を訪れている実態がある。 

平成 23年度に初年次教育支援室を新設した（資料７－１－①－８）。支援室は，室長，副室長，

１年生学級担任３名，・専門学科または総合教育科より支援教員３名，英語，数学担当の教員１名ず

つ，合計 10名の教員より構成する体制を整備しており，資料７－１－①－９に示すように，ガイダ

ンス支援の他，補習学習支援，キャリア支援，高専生活導入支援など相談・助言も行っている。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

学習を進める上でのガイダンスは，学生便覧及びシラバス，専攻科学生用手引き・シラバスを活

用して，複数の機会をとらえて実施している。 

自主学習を進める上で，学級担任及び副専攻科長を配置し，相談・助言を行える体制を整備し，

具体的に機能している。さらに初年次教育支援室を設置し，ガイダンス支援，補習学習支援，キャ

リア支援，高専生活導入支援などの様々な支援を行っている。 
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以上のことから，学習を進める上でのガイダンスが整備・実施され，また，学生の自主的学習を

進める上での相談・助言を行う体制が整備されているといえる。 

資料７－１－①－１ 

（出典：平成 25年度学生便覧目次） 
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資料７－１－①－２ 

（出典：平成 25年度授業科目シラバスＰ．347） 
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資料７－１－①－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料７－１－①－４ 

（出典：学生課） 
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資料７－１－①－５ 

（出典：学生課） 
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資料７－１－①－６ 

（出典：学生課） 
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資料７－１－①－７ 

 

（出典：学生課） 
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資料７－１－①－８ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－41抜粋） 
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資料７－１－①－９ 

 

平成２３年度初年時教育支援実績 

 

（出典：初年次教育支援室） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 418 - 

観点７－１－②： 自主的学習環境及び厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス

生活環境等が整備され，効果的に利用されているか。 

 

（観点にかかる状況） 

学生の自主的学習のために，図書館，情報処理教育センター，情報演習室，技術支援センターが

開放されている。 

図書館の利用規定を資料７－１－②－１に示す。図書館には，図書館長（教員）及び事務職員（係

長１名，司書１名，非常勤職員１名）が配置され，これらの教職員により管理運営と事務業務が行

われている。書籍のほかにもＤＶＤ等の視聴覚教材を備えており，視聴用のスペースも館内に設置

している。また，OPAC，CiNii，JDreamII などの蔵書検索，文献検索システムが導入されており，

学生が自由に検索でき，平日は 18：00 まで，休日は，10：00～16：00 まで開放を行い，閲覧室を

自主的学習に利用できる体制・環境が整備されている。利用実績については，図書館が入館者数と

図書の貸し出し実績を記録している。図書館の利用は，レポート作成や試験勉強にも活用されてお

り，自主的学習に利用されている（資料７－１－②－２，３）。 

 情報処理教育センターの利用規定を資料７－１－②－４に示す。情報処理教育センターには，セ

ンター長（教員），副センター長（教員）及び技術職員（１名）が配置され，これらの教職員により

運営管理と授業・自主的学習支援業務が行われるように整備されている。情報処理教育センター及

び情報演習室は，正課の授業に利用されているとともに，基本的に放課後のみの開放であるが，指

導教員の監督の下に時間外での利用も可能となっている。情報処理教育センターについては，ほぼ

毎日技術職員の監督による時間外開放も実施されている。どちらも１クラス分のＰＣが用意されて

おり，自主的学習に必要な環境が整備され，効果的に利用されている（資料７－１－②－５）。 

 技術支援センターの規定を資料７－１－②－６に示す。技術支援センターには，センター長（教

員），技術職員（７名）及び嘱託技術職員（１名）が配置され，これらの教職員により保守管理と実

習・自主的学習及び課外活動支援業務が行われるように整備されている。技術支援センターは，正

課の実習のほか，卒業研究，特別研究，ロボットコンテスト用のロボット制作等を行うために，放

課後や長期休暇中にも利用されている。 

学内での自主的学習を助けるために，学生談話室が整備されており，談話のみならず，書棚に整

理されて置かれている大学編入学関係の資料を活用して進学希望者が学習に利用することもある。

また，各専門学科棟及び専攻科棟（ものづくり教育研究棟）には，卒業研究生（５年生）及び専攻

科生の学習室が配置され，それぞれパソコンが整備され，学生が授業の予習・復習及び卒業研究，

特別研究，レポート作成に利用している。 

学生寮の居室に情報コンセントが整備され，登録，講習を受けた学生は校内ネットワークに接続

し，利用することができるようになっており（資料７－１－②－７），情報処理教育センターのウェ

ブサイトの e-learningも利用でき，自主的学習に活用されている。 

学生用の福利厚生施設としては，学生食堂，売店，合宿研修施設，談話用のスペースを備えた「白

雲館」が整備されており，活用されている（資料７－１－②－８，９）。また，校内の各所に談話用

のテーブル，ベンチが設置され，学生の憩いの場として活用されている。校内美化については，環

境美化委員会を中心にして花壇の整備等を行っている（資料７－１－②－10）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 
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自主的学習を行うために，図書館，情報処理教育センター，技術支援センター等が整備され，開

放されており，学生の多様なニーズに応えて，各々，必要とする学生により効果的に利用されてい

る。 

また，学生用の厚生施設として，食堂，売店，合宿研修施設，談話用スペースを備えた「白雲館」

や学生談話室及び屋外に談話用のイス・テーブル等が整備され，利用されている。 

以上のことから，自主的学習環境及び厚生施設，コミュニケーションスペース等のキャンパス生

活環境等が整備され，効果的に利用されているといえる。 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 420 - 

資料７－１－②－１ 

 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集８－２抜粋） 
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資料７－１－②－２ 

図書館入館者調べ 

 

 

（出典：図書館） 
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資料７－１－②－３ 

（出典：図書館） 
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資料７－１－②－４ 

 

  

（出典：弓削商船高等専門学校規則集９－１抜粋） 
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資料７－１－②－５ 

  

（出典：情報処理教育センター） 
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資料７－１－②－６ 

  

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－37抜粋） 
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資料７－１－②－７ 

（出典：情報処理教育センター） 
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資料７－１－②－８ 

（出典：2012学校要覧Ｐ．31） 
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資料７－１－②－９ 

 
（出典：学生課） 
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資料７－１－②－10 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－22抜粋） 
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観点７－１－③： 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されているか。また，資格試験

や検定試験の受講，外国留学のための支援体制が整備され，機能しているか。 

 

（観点にかかる状況） 

学習支援に関する学生のニーズは，学級担任との個人面談を通じて把握を図っている。学習支援

体制に対する要望，資格試験や留学等の相談内容は，学級担任がそれぞれの担当教員と連携を図り

対応する体制としている（資料７－１－③－１）。また，入学時にもアンケートを行い，どのような

ことに興味を持っているのか調査を行っている（資料７－１－③－２）。 

 図書館では，図書購入について学生の希望調査を実施している（資料７－１－③－３）。 

海技試験受験を含め，各種資格試験の支援は，担当教員を当該資格免許等の保持者から個別に選

出し，担当教員を学内に掲示することで学生に周知し，資格試験に関する窓口となり，相談と試験

への対応を行う支援体制を整備している（資料７－１－③－４）。 

本校への入学動機として，資格試験を目指す学生が少なくない。受験者数と合格者数を資料７－

１－③－５に示す。入学後，相当数の学生が資格試験を受験している。なお，学生のモチベーショ

ンを高めるためにも，資格取得により単位認定を行う科目も設けている（資料５－１－②－８）。 

商船学科の教育課程を修了すれば，三級海技士試験の筆記試験が免除される。準学士課程で受講

した科目の内容と船舶職員養成施設として教授すべき要件との整合性をシラバスに養成施設関連単

位数（時間数）を明記して整備し，口述試験や上級海技士試験受験のための学習目標を設定しやす

くなるよう配慮し，機能させている（資料７－１－③－６）。 

平成 22年６月，国際交流推進室を設置し，国際交流の体制整備を行った（資料７－１－③－７）。

本校は，タイ王国ナコンパノム大学と国際交流協定，ハワイ大学カウアイコミュニティーカレッジ

と商船系５高専との包括的国際交流協定を締結している。また，学生の国際交流活動を活性化する

ため，学生の外国留学及び海外研修に関わる業務だけではなく，外国の交流協定校等との学生交流

又は海外インターンシップへ参加する本校学生に対する助成並びに交流協定校等から国際交流を目

的に来校する教職員，学生へも助成を行っている（資料７－１－③－８）。さらにＹＦＵやＡＦＳな

どの国際交流財団からの留学募集情報を掲示するとともに担任から学生に周知している。平成 24

年度の海外留学実績は，資料７－１－③－９に示すとおり長期・短期留学に学生が参加している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 学習支援に関する学生のニーズの把握は，学級担任との個人面談を通じて把握を図っている。学

習支援体制に対する要望，資格試験や留学等の相談内容は，学級担任がそれぞれの担当教員と連携

を図り対応する体制としている。資格試験受験のための支援としては，受験相談・指導を行う担当

教員の選出，資格取得学生への単位の認定，商船学科におけるシラバスの活用などの支援体制を備

えており，機能している。 

 学生の外国留学のための支援としては，国際交流推進室を設置し，国際交流の支援体制が整備さ

れており，長期・短期留学に学生が参加している。 

以上のことから，学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており，資格試験や検定試験

受験，外国留学のための支援体制が整備され，機能しているといえる。 
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資料７－１－③－１ 

（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 
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（出典：図書館） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 434 - 

資料７－１－③－４ 

（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 435 - 

資料７－１－③－５ 

（出典：学生課） 
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（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．116） 
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資料７－１－③－７ 

 

  

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－39抜粋） 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－28抜粋） 
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（出典：学生課） 
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観点７－１－④： 特別な支援が必要と考えられる学生への学習支援体制が整備されているか。 

また，必要に応じて学習支援が行われているか。 

 

（観点にかかる状況） 

留学生の教育や学習支援について検討するために留学生委員会が設置されている（資料７－１－

④－１）。留学生には留学生指導教員とチューターを配置し，生活，学習の支援を行っている（資料

７－１－④－２）。入学直後には主事によるオリエンテーションを行っている（資料７－１－④－３）。

また，一部の授業を「日本語」，「日本事情」に振り替えて，語学力の向上等の学習支援に努めてい

る（資料７－１－④－４）。 

編入学生については，留学生と同様に主事によるオリエンテーションと所属学科を中心にした支

援体制の下で入学前学習や補習授業などの支援を行っている（資料７－１－④－５，６）。 

 発達障害のある学生に対しては，学科教員（担任，就職担当）が保護者，カウンセラーと連携し

ながら支援する体制の下で，学習及び就職の支援を行っている（資料７－１－④－７）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

留学生に対しては，留学生委員会を設置し，チューター制度の導入，オリエンテーションの実施，

英文科目案内の配布，「日本語」，「日本事情」の授業，国内旅行などが行われている。また，編入学

生には，オリエンテーションの他，学科を中心にした支援体制の下で入学前学習や補習授業も実施

している。障害のある学生に対しては，学科教員が保護者やカウンセラーと連携しながら支援する

体制の下で，学習及び就職の支援を行っている。 

 以上のことから，特別な支援が必要と考えられる学生への学習支援体制が整備され，必要に応じ

て学習支援が行われている。 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－７抜粋） 
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（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 
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（出典：平成 24年度授業科目シラバスＰ．289） 
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（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 447 - 

資料７－１－④－７ 

個別ケア会議記録 

 

 個人情報等保護のための削除 

 

（出典：担当教員） 
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観点７－１－⑤： 学生の部活動，サークル活動，自治会活動等の課外活動に対する支援体制が

整備され，適切な責任体制の下に機能しているか。 

 

（観点にかかる状況） 

 本校の学生会は，「学校の指導の下に学生の自発的な活動を通じて，その人物形成を助成し高等専

門教育の目的の達成に資する」ことを目的に設けられており（資料７－１－⑤－１），学生主事・主

事補及び関係教員が支援する体制を整備している（資料７－１－⑤－２）。学生会は，クラブ活動の

総括や商船祭，校内体育大会，新入生の歓迎会などの推進母体となり，また，ＮＰＯ法人グリーン

キャンドゥとのボランティア活動，東日本大震災の募金活動（資料７－１－⑤－３，４）にも参加

しており，学生主事・主事補及びクラブ顧問が学生の支援に当たっている。施設としては，学生会

室を設け，パソコンやプリンターを設置し，学生会役員の活動支援として整備し，学生会関係の行

事打ち合わせや準備に活用している。 

クラブ活動に関しては，全教員が必ず何らかのクラブ顧問を担当しており（資料７－１－⑤－２），

放課後の練習における指導や支援及び対外試合の引率を行っている。また，船舶免許を有する教職

員により実習船「はまかぜ」を利用した移動面での支援も行っている（資料７－１－⑤－５）。さら

に，本校では，体育系クラブの主将を対象に，クラブを運営していくために相応しいトレーニング

法の習得や校内各所に配置しているＡＥＤ（半自動除細動器）を使用した救急救命法に関する基礎

知識，クラブ員の人間的成長を助けることができる能力を身に付けることを目的として，年１回リ

ーダー研修を実施している（資料７－１－⑤－６）。 

クラブ費（学生会予算）は，毎年配分の見直しが行われており，各部の主将及び学生会役員が中

心になって原案が作成され，学生総会において決定されている（資料７－１－⑤－７）。 

学生活動や課外活動に対して，後援会から支援を行っている（資料７－１－⑤－８）。特に，クラ

ブ活動に必要な施設・設備の整備費のほか，競技連盟（協会）登録費や大会参加費・旅費（引率教

員も含む）等の経費として支援されている。 

学生会室やクラブ活動で使用する部室等は，適切に整備されている。また，長期休暇中に，顧問

等の宿直の下で，福利厚生施設「白雲館」を利用した合宿の支援を行っている（資料７－１－⑤－

９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

学生会及びクラブ活動について，学生主事・主事補及び関係教員が支援する体制を整備している。

施設面では，学生会室やクラブ活動で使用する部室及び合宿施設等が，適切に整備されている。顧

問教員は，放課後の練習指導・支援や対外試合の引率を行い，船舶免許を有する教職員により実習

船「はまかぜ」を利用した移動面での支援も行っている。クラブ活動費については，学生会予算及

び後援会から支援を行っている。また，リーダー研修を実施し，トレーニング法の習得や校内に設

置しているＡＥＤ（半自動除細動器）の使用法を指導している。 

以上のことから，学生の課外活動に対する支援体制が整備され，適切な責任体制の下に機能して

いる。 
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（出典：2011学校要覧Ｐ．34，35） 
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（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 451 - 

資料７－１－⑤－３ 

 

 

（出典：学生課） 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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 （出典：技術支援センター） 
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（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 
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（出典：弓削商船高等専門学校後援会会則抜粋） 
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（出典：弓削商船高等専門学校６－15抜粋） 
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観点７－２－①： 学生の生活や経済面に係わる指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能

しているか。 

 

（観点にかかる状況） 

 学生指導は，学生主事及び同主事補を中心に全教職員が当たり，学生が安心して学生生活を送る

ことができるように，厚生補導委員会（委員長：学生主事）を設置し（資料７－２－①－１），審議

事項に基づいて，様々な指導を行っている（資料７－２－①－２）。厚生補導委員会では，全学級担

任が含まれており，教員，職員及び学生間の情報交換が円滑に行えるよう配慮がなされている。ま

た，学級担任は，学級単位や学生一人一人に対して，指導・相談・助言を行うなどの役割を果たし，

当該教職員や保護者とも緊密に情報交換を行っている（資料７－２－①－３）。 

 本校では，学生の心身に係る悩み事に対応するために，学生相談室を設置し（資料７－２－①－

４，５），保健室に看護師，学生相談室に非常勤のカウンセラーをそれぞれ配置し，資料７－２－①

－６，７に示す利用実績となっており，機能を果たしている。セクシュァル・ハラスメントについ

ても規定を設け，被行為者や行為者への対応が整備されている（資料７－２－①－８）。 

 経済的な問題を有する学生に対しては，学級担任からの連絡，ポスター等の掲示物，学生便覧へ

の記載などを通じて，授業料免除・徴収猶予制度，各種団体による奨学金制度の周知がなされてお

り，多くの学生が活用している（資料７－２－①－９，10）。 

 また，後援会からは，学生の課外活動の活動費の支援を受けている他，技術振興会からは，学生

の学会発表に伴う旅費，学生の海外への交流・研修に伴う旅費等の支援を受けている（資料７－２

－①－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 厚生補導委員会を設置し，学生が安心して学生生活を送ることができるように，様々な指導を行

っている。学級担任は，学級単位や個々の学生に対して，指導・相談・助言を行うなどの役割を果

たし，当該教職員や保護者とも緊密に情報交換を行っている。また，学生相談室と保健室の利用実

績，並びに奨学金受給状況及び授業料免除実績からそれぞれの施設や制度が十分に活用されており，

学生の精神面と経済面の両面から支援できているといえる。 

以上のことから，学生の生活や経済面に係る指導・相談・助言を行う体制が整備され，機能して

いる。 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－７抜粋） 
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（出典：平成 24年度第 1 回厚生補導委員会議事録） 
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（出典：学生課） 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集６－27抜粋） 
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（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 



弓削商船高等専門学校 基準７ 

- 465 - 

資料７－２－①－７ 

 

 

（出典：学生課） 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集４－８抜粋） 
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資料７－２－①－10 

（出典：学生課） 

（出典：学生課） 
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資料７－２－①－11 

人材育成プログラムへの支援経費（学生の学会発表一覧） 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：企画広報室） 
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観点７－２－②： 特別な支援が必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことのでき

る状況にあるか。また，必要に応じて生活支援等が行われているか。 

 

（観点にかかる状況） 

留学生に対しては，生活面，学習面及び精神面で安心して学校生活を送れるような支援体制が整

備されている（資料７－１－④－１）。例えば，日本人の寮生と異なり，宗教的な理由から生活上

の制限を持つ学生が多いため，寮内に留学生専用の調理室及びシャワー室を設置している（資料７

－２－②－１）。また，留学生指導教員及び担当事務職員を配置し，チューター学生を任命してい

る。チューター学生には，年２回，チュートリアル報告書を作成させ，留学生の修学・生活支援を

行っている（資料７－１－④－１，資料７－２－②－２）。さらに，留学生が日本固有の文化に触

れ日本の習慣を理解し，地域社会に溶け込めるよう，学校の枠を超えた交流活動や実地見学旅行を

行っている（資料７－２－②－３，４）。 

現在，身体に障害を持つ学生は在籍していないが，校内に，スロープ（８箇所），自動ドア（２箇

所），専用トイレ（３箇所），エレベーター（専攻科棟１機）を設置している（資料７－２－②－５）。

これらを利用することで，運動機能障害者であっても大きな負担を強いることなく，学校生活を送

ることが可能である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

留学生に対する支援体制として，学寮における専用調理室及びシャワー室の設置，留学生指導教

員及びチューター学生の配置，学校の枠を超えた交流活動や実地見学旅行を行っている。本校内の

施設には，多数の障害者用設備が設けられており，専攻科棟にはエレベーターが設置されているな

どバリアフリー化を推進している。 

以上のことから，留学生及び身体に障害を持つ学生等に対する生活面での支援は，既存の施設や

制度が十分に活用されており，支援が適切に行われている。 
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資料７－２－②－１ 

留学生用学生寮調理室 

 

 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－②－２ 

（出典：学生課） 
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資料７－２－②－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－②－４ 

 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－②－５ 

 

（出典：総務課） 
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観点７－２－③： 学生寮が整備されている場合には，学生の生活及び勉学の場として有効に機

能しているか。 

 

（観点にかかる状況） 

本校の学生寮は，「団体生活を通して，友愛，協調及び自主の精神を培い，責任と規律ある習慣を

体得させ，将来にわたる人間形成に資する」ことを目的に設置されており，寮務主事・主事補を中

心に運営されている（資料７－２－③－１）。 

男子１，２年生は，原則として全寮制であり，それ以外の学生については，許可入寮制となって

いる。建物は３棟（Ａ棟，Ｂ棟，Ｃ棟）及び食堂棟から構成されており，男子１年生には１～３人

部屋（大半が２人部屋），２年生以上と女子寮生には個室が与えられている。食堂及び女子棟１階の

改修，全室エアコンが設置される等，生活環境が整備されている。各棟各階には，補食談話室が設

けられており，寮生は簡単な調理が可能であり，また，憩いの場・交流の場としても利用されてい

る。各居室には，勉強机が設置されているため，寮生は，平日の自習時間等を利用して，自室で勉

学に集中できる環境になっており，居室から個人で購入したパソコンを使ってインターネットへ接

続が可能であり，自習環境の充実を図っている（資料７－２－③－２）。 

近年，入寮希望者が急増し，最大収容人数に迫っている（資料７－２－③－３）。この対応として，

居室の部分改修を行って定員を増やすことだけでなく，新棟建築が喫緊の課題となっており，ＷＧ

を立ち上げ準備作業を進めている。 

寮生の指導には，全教員が当たることを原則としており，輪番で宿日直を担当している（資料７

－２－③－４）。また，宿直教員が自習時間の見回りや点呼を行うなど，きめ細かな指導・支援体制

を採っている（資料７－２－③－５）。 

学生寮運営及び寮生に関する事項を審議するために，寮務委員会が設置されている（資料７－２

－③－６）。また，事務系職員２名からなる寮務係が寮内事務室に置かれており，学生寮の管理運営

に関する事務，施設・設備，会計の事務処理を行っている。さらに，本校独自のＷｅｂによる外泊・

欠食登録システムを構築し，平成 23年度より運用している（資料７－２－③－７）。 

寮生会は全寮生をもって構成され，寮務関係教職員と連絡をとりながら，寮生活が健全かつ有意

義に営まれることを目的とし，寮生会役員を中心とした活動が行われている（資料７－２－③－８）。 

平成23年度より寮生保護者会を設置し，学寮の運営及び施設設備の拡充整備の助成，会員相互の親

睦等の管理運営に関する協力体制を整備した（資料７－２－③－９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の学生寮は，３棟（Ａ棟，Ｂ棟，Ｃ棟）及び食堂棟から構成されており，勉強机・エアコン・

ベッド・ロッカー・エアコン・情報コンセントが設置された居室，補食談話室などの設備面が充実

しており，宿直教員による自習時間及び点呼の巡回，寮内に常駐する事務系職員，外泊・欠食登録

システムの運用などの生活の支援体制も整備されている。また，寮務委員会を中心に学生寮の管理

運営が行われ，寮生会及び寮生保護者会が設置されて円滑な寮生活が励行されている。また，入寮

希望者が急増し，新棟建築が喫緊の課題となっており，ＷＧを立ち上げ準備作業を進めている。 

以上のことから，学生寮が整備され，学生の生活及び勉学の場として有効に機能している。 
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資料７－２－③－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集７－１抜粋） 
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資料７－２－③－２ 

 

（出典：寮生活のしおり,本校ウェブサイト） 
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資料７－２－③－３ 

 （出典：学生課） 
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資料７－２－③－４ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集７－２抜粋） 
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資料７－２－③－５ 

（出典：学生課） 
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資料７－２－③－６ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－23抜粋） 
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資料７－２－③－７ 

 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－③－８ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校寮生会会則） 
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資料７－２－③－９ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校寮生保護者会会則） 
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観点７－２－④： 就職や進学等の進路指導を行う体制が整備され，機能しているか。 

 

（観点にかかる状況） 

 準学士課程において，進学指導に関する事項は，教務委員会が管轄している（資料７－２－④－

１）。具体的な学生の進学相談には，進路指導主任が中心となって学科単位で支援を行い，大学への

推薦について教務委員会で審議・決定している（資料７－２－④－２）。就職指導に関しては，学生

主事が委員長を務める就職指導委員会において各学科の進路指導主任がメンバーとなり（資料７－

２－④－３），新規就職先の開拓や求人依頼のための会社訪問等も行っている（資料７－２－④－４）。

また，学科ごとに進学や就職に必要な資料が整理・保管されており，自由に閲覧することが可能と

なっている。就職指導の一環として，就職試験のための身だしなみ講習会，企業等から外部講師を

招いた就職講演会，キャリアシートの添削，進路希望調査面接等を実施している（資料７－２－④

－５～８）。さらに，電子機械工学科と情報工学科は，第５学年春に行われる保護者を交えた進路懇

談会以外に毎年２回行われる定期懇談会においても保護者と学級担任の間で進路に関する情報交換

が行われている。 

 本校の専攻科課程では，学生の進学及び就職に関することは専攻科委員会が管轄している（資料

７－２－④－９）。学校推薦などに関する就職指導を主として準学士課程の進路指導主任と専攻科長

及び副専攻科長が行い，各学科の教員がサポートに当たっており，準学士課程と同様の就職講演会

や中国・四国地区の高専生のための合同会社説明会（資料７－２－④－10）への参加などの指導も

行っている。また，大学院進学に関する相談や推薦書等の書類作成は，副専攻科長や特別研究指導

教員が主体となって指導を行い，推薦については専攻科委員会で決定している。 

 以上のような進路指導の下で，準学士課程及び専攻科課程ともほぼ 100％の進路を確保している

（資料７－２－④－11）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 準学士課程及び専攻科課程において，進学や就職等の進路指導を教務委員会，就職指導委員会及

び専攻科委員会で管轄する体制を整備しており，進路指導主任や副専攻科長らが中心になって指

導・支援を行っている。また，それぞれ就職講演会の実施やキャリアシートの添削指導なども行い，

ほぼ 100％の進路を確保している。 

 以上のことから，就職や進学等の進路指導を行う体制が整備され，機能しているといえる。 
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資料７－２－④－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－５抜粋） 
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資料７－２－④－２ 

平成 24 年度第２回教務委員会議事概要 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：平成 24年度第２回教務委員会議事録） 
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資料７－２－④－３ 

 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－10抜粋） 
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資料７－２－④－４ 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－④－５ 

 

（出典：本校ウェブサイト） 
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資料７－２－④－６ 

 

（出典：学生課） 
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 資料７－２－④－７ 

履歴書 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：担当教員） 
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資料７－２－④－８ 

進路希望調査 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：担当教員） 
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資料７－２－④－９ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－28抜粋） 
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資料７－２－④－10 

 

（出典：学生課） 
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資料７－２－④－11 

 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．26） 
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（２）優れた点と改善する点 

（優れた点） 

学生寮は，中学生及び保護者から高く評価され入寮希望者が増加しており，学生の生活及び学習

の場として整備され，教員の細やかな指導が行われている。また，学生の生活・経済面及び就職に

関する相談・助言，支援体制が整備され，有効に機能し，就職率と進学率がほぼ 100％を維持して

いる。 

（改善を要する点） 

該当なし 

 

（３）基準７の自己評価の概要 

学習を進める上でのガイダンスは，学生便覧及びシラバス，専攻科学生用手引き・シラバスを活

用して，複数の機会をとらえて実施しており，個々の科目については年度当初に学習内容や進め方

についてガイタンスが行われており，相談・助言を受けることのできる体制も整備されている。ま

た，自主的学習を行うために，図書館，情報処理教育センター，技術支援センター等が整備され，

授業以外でも開放されており，学生の多様なニーズに応えて，各々，効果的に利用されている。学

生用の福利厚生施設として，食堂，売店，合宿研修施設，談話用スペースを備えた「白雲館」や学

生談話室及び屋外に談話用のイス・テーブル等が整備され，利用されている。 

学習支援に関する学生のニーズが把握されており，資格試験や検定試験の受講，外国留学のため

の支援体制が整備され，長期・短期留学に学生が参加するなど機能しているといえる。また，留学

生，編入学生，障害のある学生のような特別な学習支援が必要なものに対する学習支援体制につい

ても整備され，具体的に機能している。 

学生のクラブ活動や学生会等の課外活動については，厚生補導委員会やクラブ顧問会議を中心に

した適切な支援体制が整備され，本校の特徴である実習船「はまかぜ」を利用した移動面での支援

など適切な責任体制の下で機能している。また，学生相談室と保健室の利用実績並びに奨学金受給

状況及び授業料免除実績からそれぞれの施設や制度が十分に活用されており，学生の精神面と経済

面の両面からの支援を図っている。 

学生寮は生活の場としてだけでなく，勉学の場として機能するために全教員による宿日直におい

て寮生活の指導が行われ，自主的学習を支援するための環境整備も充実している。 

就職や進学などの進路指導を行う体制が十分に整備され，円滑に機能しており，毎年ほぼ 100％

の就職率，進学率を維持している。 
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基準８ 施設・設備 

（１）観点ごとの分析 

観点８－１－①： 学校において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさ

わしい施設・設備が整備され,適切な安全管理の下に有効に活用されてい

るか。また，施設・設備のバリアフリー化や環境面への配慮がなされてい

るか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校は，教室，研究室，実験・実習室はもちろん，運動施設，情報処理教育センター，ものづ

くり教育研究棟，図書館，視聴覚教育施設（アセンブリホール，マルチメディア教室），実習工

場，学生寮，厚生補導施設，練習船「弓削丸」，実習船「はまかぜ」，実習船係留場（艇庫・浮

桟橋），各種舟艇など各学科の多岐にわたり様々なスキームに対応できるよう，多くの施設・設

備が整備されている。施設延面積は校舎地区が 19,423 ㎡，実習船係留施設が 718 ㎡（海上構築物

が 1,152 ㎡），学生寮が 9,059㎡である（資料８－１－①－１，２）。 

 教室は，快適な環境で学習できるよう，全室にエアコンが装備されている。運動施設としては，

日本陸連公認の 400ｍトラックの陸上競技場の他，野球場やテニスコート５面が整備されている。

また，バレーコート２面が取れる体育館が２棟あり，第一体育館２階には筋力トレーニング用機

器が整備されている。武道場と剣道場も別々にあり，更に 25ｍの屋外プール施設が配置されてい

る。 

 勉学支援施設としては，情報処理教育センター，情報処理演習室，製図室，専攻科用レクチャ

ールーム・オープンラボ・ＰＣ室，図書館，実習工場などが整備されている。情報処理教育セン

ターには，サーバ室，端末室のほか，講義・演習の行える教室や事務室がある（資料８－１－①

－３）。図書館では，蔵書や学術雑誌，しまなみ海道地域の海事資料など約 77,000冊の多彩な書

籍があり，自主的学習スペースや史料館も併設されている（資料８－１－①－４）。また，検索

サービスや時間外開館，地域開放も行われている。実習工場では，近年，最新型のＮＣフライス

盤及びＮＣワイヤカット放電加工機を導入したばかりであり，各種工作機械が整備されており，

各学科の実習や研究に活用されている（資料８－１－①－５）。実習工場横には，技術職員のた

めの事務室が整備されており，実習工場の安全管理の役割を果たしている。また，実習に関して

は，常時携帯用の「実験実習安全必携」を配付し，作業着，作業帽，安全靴の着用やテーマごと

に安全指導を行っている。 

 三級海技士の第１種船舶職員養成施設として認定されている商船学科を有する本校の特徴とし

て，練習船「弓削丸」及び実習船「はまかぜ」を整備している（資料８－１－①－６）。これら

を係留するために，実習船係留場が設置されており，平成 22 年度に，新営艇庫が竣工し，船舶の

安全運行支援のために舟艇管理室も整備されている。続いて，平成 23年度には，固定橋・可動橋

の改修を行った。このように，実習船係留場の施設更新を，順次進めているが，浮桟橋の老朽化

が著しく更新が喫緊の課題となっている（資料８－１－①－７）。練習船「弓削丸」は，海技技

術者育成のためだけでなく，電子機械工学科や情報工学科などの工業系学生も航海実習や授業，

卒業研究等で利用している。航海実習については，航海実習のしおりを作成・配布し，実習内容

の確認だけでなく，実習に必要な心構え，服装，実習環境や留意事項など学生が安全に実習でき

るように指導している。更に，他機関との共同研究，四国地区高専との連携・交流事業，オープ
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ンキャンパス，体験公開や地域イベントへの参加による海事技術，知識の普及など多方面で活用

されている（資料８－１－①－８）。 

 以上のような施設・設備は，授業時間割の編成を工夫して，授業や実験・実習で幅広く利用さ

れている（資料８－１－①－９）。また，図書館，体育館，運動場，実習工場などについては，

課外活動や放課後の自主的学習でも活用されている。 

 本校は，遠方からの入学者が多いことと規律ある団体生活を学ばせるため，学生寮を設置して

いる（資料８－１－①－10）。１，２年生は原則として全寮制であり，寮生活を通じ基本的生活

習慣を身に付けさせ，技術者としての資質を育成している。平成 23 年度に，全室にエアコンを整

備し，より快適な寮生活を送ることができるようになった。しかしながら，寮生数の急増により

居室が不足しており，居室の部分改修による定員増だけでなく，新棟建築が喫緊の課題となって

いる。 

 厚生補導施設としては，「白雲館」と「青雲館」がある。「白雲館」は，食堂や会議，研修，

合宿のために利用されており，「青雲館」は，教職員の福利厚生や非常勤講師など学外利用者の

宿泊に利用されている。 

 障害のある学生への考慮として，バリアフリー化を進めてきている。現在，バリアフリー化し

ている建築物は，校舎地区内で管理棟，一般科目棟，ものづくり教育研究棟，白雲館，第１体育

館，第２体育館，図書館，武道場である。学生寮地区ではＡ棟，実習船係留場地区では艇庫が該

当している。バリアフリー化の状況は，資料８－１－①－11 のとおりである。 

 環境面に配慮した施設として，太陽光発電システムを導入し，管理棟屋上にパネルを設置して

いる。これにより，使用総電気量の約２％をまかなうことができている。また，「ものづくり教

育研究棟」においては，エネルギー効率の高い省エネルギーシステムを積極的に導入し，環境負

荷低減をより推進させている（資料８－１－①－12）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校の教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設，設備が十分に整備されてお

り，適切な安全管理の下で有効に活用されている。特に練習船「弓削丸」は海技技術者育成のた

めだけでなく，工業系学生の教育・実習，教員の研究や他機関との共同研究，四国地区高専との

連携・交流事業，オープンキャンパス，体験公開や地域イベント等さまざまな分野でも活用され

ている。また，施設・設備のバリアフリー化や環境面への配慮がなされている。 
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資料８－１－①－１ 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．40） 
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資料８－１－①－２ 

 

（出典：2012学校要覧裏表紙） 
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資料８－１－①－３ 

 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．27） 
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資料８－１－①－４ 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．30，32） 
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資料８－１－①－５ 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．29） 
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資料８－１－①－６ 

 

（出典：2012 学校要覧Ｐ．28） 
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資料８－１－①－７ 

 

（出典：2012学校要覧Ｐ．29） 
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資料８－１－①－８ 

 

（出典：練習船弓削丸班） 
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資料８－１－①－９ 

 

（出典：学生課） 
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資料８－１－①－10 

（出典：2012学校要覧Ｐ．31，33） 
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資料８－１－①－11 

（出典：総務課） 
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資料８－１－①－12－１ 

（出典：環境報告書表紙Ｐ．１，12） 
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資料８－１－①－12－２ 

 

 

（出典：環境報告書Ｐ．26） 
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観点８－１－②： 教育内容，方法や学生のニーズを満たすＩＣＴ環境が十分なセキュリテ

ィ管理の下に適切に整備され，有効に活用されているか。 

 

（観点に係る状況） 

情報処理教育センターが中心になって，ＩＣＴ環境を整備している。情報コンセントは，各実

験室，研究室だけでなく，教室や学生寮の居室にも用意されている。更に，校舎内のほぼ全域で

無線ＬＡＮが利用可能である（資料８－１－②－１）。 

セキュリティを十分確保するため，セキュリティポリシーを制定し，対外接続部分にはファイ

ヤーウォールとアンチウィルス機器を設置し，外部からのウィルスの進入や不正アクセスを防ぐ

体制を構築している（資料８－１－②－２）。各端末では，ウィルス対策ソフトウェアを用意し，

導入を義務付けている（資料８－１－②－３）。ウィルス対策ソフトの導入の有無は，ＩＣＴ資

産管理ソフトウェアによって年に２回のチェックを実施しており，各ＰＣにおけるウィルス定義

データベースの更新状況や感染情報などがサーバに転送され，一元管理がされている。更に，学

生，教職員にセキュリティ意識を持たせるため，新入生，新たに採用された教職員に対してセキ

ュリティに関するガイタンスを行っている（資料８－１－②－４）。これらのセキュリティ対策

を適切に実行し，確認するために，情報セキュリティ管理委員会を設置し，その決定に従って，

情報処理教育センター運営委員会，情報ネットワーク運営専門部会がネットワークの運用に当た

っている。更に，ネットワークが正しく運用されているかチェックするために，情報セキュリテ

ィ連絡網が整備されている（資料８－１－②－５，６）。 

 また，一斉授業で利用できるＰＣは，情報処理教育センターのＴＳＳ室と情報演習室，専攻科 

ＰＣ室に設置されている。学生寮の居室からのネットワーク接続については，講習会を開いた上

で登録を許可するシステムにしている（資料８－１－②－７）。 

こうしたセキュリティ管理の下で多くの授業や実験及び課外活動等に利用されている（資料８

－１－②－８）。また，情報処理教育センターのウェブサイトから利用できる e-learningコンテ

ンツが準備されており，自学自習，資格取得対策及び授業で活用されている（資料８－１－②－

９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

情報処理教育センターが中心になって，教育，研究に必要なＩＣＴ環境を整備している。情報

セキュリティ管理委員会を設置し，情報処理教育センター運営委員会，情報ネットワーク管理専

門部会及び情報セキュリティ推進委員会が設置されており，セキュリティソフトをはじめとする

ＩＣＴ資産管理を統合化する仕組みや，教育用ＰＣの維持・管理ソフトの導入など十分なセキュ

リティ管理体制が構築されている。こうしたセキュリティ管理の下で多くの授業や実験，課外活

動及び学生寮の居室からも利用されている。また，多種類の e-learningコンテンツが準備されて

おり，自学自習，資格取得対策及び授業で活用されている。 

以上のことから，教育内容，方法や学生のニーズを満たすＩＣＴ環境が十分なセキュリティ管

理の下に適切に整備され，有効に活用されている。 
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資料８－１－②－１ 

（拡大版：別添資料２） 

（出典：情報処理教育センター） 
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資料８－１－②－２ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集 11－２抜粋） 
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資料８－１－②－３ 

 

 

（出典：情報処理教育センター） 
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資料８－１－②－４ 

 

（出典：情報処理教育センター） 
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資料８－１－②－５ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－11抜粋） 
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資料８－１－②－６ 

（出典：情報処理教育センター） 



弓削商船高等専門学校 基準８ 

- 520 - 

資料８－１－②－７ 

 

（出典：情報処理教育センター） 
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資料８－１－②－８  

（出典：情報処理教育センター） 
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資料８－１－②－９ 

 

（出典：平成 25年度授業科目シラバスＰ．458） 
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観点８－２－①： 図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に収

集,整理されており，有効に活用されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 図書館には，閲覧室，書庫，視聴覚コーナーがあり，約 77,000冊の図書のほか，学術雑誌やＤ

ＶＤ等の視聴覚資料等が，学術分野及び学科構成に対応して系統的に収集・整理されている（資

料８－１－①－４，資料８－２－①－１）。また，図書検索用パソコンを設置し，広く図書館を

開放し地域住民にもサービスを提供している（資料８－２－①－２）。 

 平成 23年度の教職員・学生利用状況は，年間貸出冊数 2,909冊（うち学生 1,843冊），一日平

均入館者数は約 20 人程である。利用者数は，時期によって大きな変動がある。試験やオープンキ

ャンパス，商船祭などイベントのある６, ７, 11, ２月が多くなっている（資料８－２－①－３，

４）。 

 図書館の利用促進のために，教員による図書の選定及び学生のための購入希望図書申込用紙の

館内設置（資料資料８－２－①－５，６）も行っている。また，作文コンクールの実施や図書館

だよりの刊行（資料資料８－２－①－７，８）等の図書館利用促進策・広報活動を進めている。

しかしながら，全体的には利用率は十分ではなく，更に有効に活用されるよう努めることが課題

である。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校の図書館は，閲覧室，書庫，視聴覚コーナーがあり，約 77,000冊の図書や学術雑誌等，教

育研究上必要な資料が系統的に整備されている。図書館の利用を促進するために，図書の受入に

は教員や学生による図書の選定を行っており，また，地域住民への開放，休日開館，作文コンク

ールの実施，図書館だよりの刊行などを行っているものの，全体的には利用率は十分ではなく，

更に有効に活用されるよう努めることが課題である。 
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資料８－２－①－１ 

 

（出典：図書館） 
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資料８－２－①－２ 

（出典：図書館） 



弓削商船高等専門学校 基準８ 

- 526 - 

資料８－２－①－３ 

 

（出典：図書館） 
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資料８－２－①－４ 

 

（出典：図書館） 
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資料８－２－①－５ 

 

（出典：図書館） 
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資料８－２－①－６ 

資料８－２－①－７ 

（出典：図書館） 

（出典：図書館） 
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資料８－２－①－８ 

 

（出典：図書館だより第 16号表紙） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

本校の特徴である練習船「弓削丸」は，海技技術者育成のためだけでなく，工業系学科の学生

の教育・実習，教員の研究，他機関との共同研究，四国地区高等専門学校との連携事業，オープ

ンキャンパス，体験公開や地域イベント等の様々な分野で活用されている。 

（改善を要する点） 

 老朽化した浮桟橋の改修及び居室が不足している学生寮の新棟建築が喫緊の課題になっている。

また，図書館の利用率が十分ではなく，さらに有効に活用されるよう努めることも課題である。 

 

（３）基準８の自己評価の概要 

本校の教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設，設備が整備されており，適

切な安全管理の下で有効に活用されている。特に，練習船「弓削丸」は，海技技術者育成及び研

究のためだけでなく，工業系学科の学生の教育・実習，他機関との共同研究及び連携事業等の様々

な分野で活用されている。また，バリアフリー化や環境への配慮もなされている。 

情報処理教育センターが中心になって，教育，研究に必要なＩＣＴ環境を整備しており，十分

なセキュリティ管理体制の下で多くの授業や実験，課外活動及び学生寮の居室からも利用されて

いる。また，多種類の e-learning コンテンツが準備されており，自学自習，資格取得対策及び授

業で活用されている。 

 図書館には，閲覧室，書庫，視聴覚コーナーがあり，約 77,000冊の図書や学術雑誌等，教育研

究上必要な資料が系統的に整備されている。全体的な利用率は十分とはいえないが，利用を促進

するために，図書の受入には教員や学生による図書の選定や休日開館，作文コンクールの実施，

図書館だよりの刊行などを行って，さらに有効に活用されるよう努めている。 
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基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

（１）観点ごとの分析 

  観点９－１－①： 教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄

積され，評価を適切に実施できる体制が整備されているか。 

 

（観点に係る状況） 

文書の管理に関しては，文書管理規則に沿って運用されている（資料９－１－①－１）。また，教

育活動のデータや資料は，学科・専攻科から提出され，大部分は教務委員会，専攻科委員会，自己

点検評価委員会及びＦＤ委員会等を通して収集され，所掌部署である学生課及び企画広報室が保

管・蓄積している（資料９－１－①－２）。教育改善に関するアンケート，例えば学生による授業評

価等は，実施担当責任者等（主に教務主事及び企画広報室）が収集保管している。試験問題・解答

は，科目担当者が学生課にてスキャンし，学内サーバにＰＤＦで収集・保管するようになっている

（資料９－１－①－３，４）。卒業研究論文等の学科が主体で行われる教育活動を示すデータは，目

次に相当するデータを学生課で，本文データは当該学科で保管しており，専攻科に関するデータは

教務係及び専攻科成績資料室に保管されている。さらに，中期計画に基づいて実施された教育活動

は，中期計画関係のための保管場所を企画広報室に設置し，データまたは写しを収集・蓄積してい

る。 

教育活動の評価は，自己点検評価委員会と教務委員会に加えて，ＦＤ委員会及び中期計画推進室

においても，教育に関する各種アンケートや教育課程を検討・評価する体制としている。 

本校では，毎年，評価項目を定めて自己点検・評価報告書を作成し，運営諮問会議（外部評価機

関）で必要な事項について評価されるシステムとなっている。運営諮問会議による評価・提言は運

営委員会への報告された後，各委員会，学科，専攻科及び教員にフィードバックされ，本校での教

育改善に反映している。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育活動の実態を示すデータや資料は，教務委員会，専攻科委員会，自己点検評価委員会及び 

ＦＤ委員会等を通して収集され，学生課及び企画広報室に保管・蓄積されている。収集・保管され

た資料について，自己点検評価委員会，教務委員会，ＦＤ委員会及び中期計画推進室により，評価

を実施できる体制を整備している。また，自己点検・評価報告書等の中から項目を定めて，運営諮

問会議で評価・提言を受け，各委員会，学科，専攻科及び教員にフィードバックされ，教育活動の

改善に反映している。 

 以上のことから，教育の状況について，教育活動の実態を示すデータや資料が適切に収集・蓄積

され，評価を適切に実施できる体制が整備されているといえる。 
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資料９－１－①－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集３－４抜粋） 
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資料９－１－①－２ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－①－３ 

 

（出典：教員会議議事録 抜粋） 

 

（中略） 

（中略） 
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資料９－１－①－４ 

 

 

（出典：学生課） 
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観点９－１－②： 学校の構成員及び学外関係者の意見の聴取が行われており，それらの結果を

もとに教育の状況に関する自己点検・評価が，学校として策定した基準に基づ

いて，適切に行われているか。 

 

（観点に係る状況） 

自己点検・評価は，自己点検評価委員会において，毎年，評価項目を定めて実施し，自己点検・

評価報告書を作成している（資料９－１－②－１）。 

教員からの意見は，校長面談，ＦＤ講演会アンケート，各種委員会での審議などを通して聴取し

ている（資料９－１－②－２，３）。事務系職員の意見は，事務部長面談や各主事との話合い等を通

して聴取しており，技術職員の意見は，技術支援センター長との面談や技術長を通して聴取してい

る（資料９－１－②－４，５）。学生からの意見聴取を行う取り組みとして，平成９年度から教務委

員会（平成 23年度からはＦＤ委員会）を中心に，学生による授業評価を実施している（資料９－１

－②－６）。卒業生，修了生，就職先企業からの意見は，アンケートにより聴取している（資料９－

１－②－７，８）。保護者に対しては，公開授業を行い，参観した保護者からアンケートを聴取する

ほか，年２回開かれる保護者懇談会の際に寄せられた要望事項や，質問等をまとめている（資料９

－１－②－９，10）。 

外部の機関からは，運営諮問会議において各界の有識者により審議された内容をもとに教育水準

の向上が図られている（資料９－１－②－11）。 

聴取した意見の点検・評価は，各種委員会（ＦＤ委員会，自己点検評価委員会，教務委員会，専

攻科委員会，学級担任委員会，中期計画推進室）で行っている（資料９－１－②－12）。また，聴取

した意見を背景にして，各科，専攻科及び事務組織の現状と課題についてまとめた自己点検・評価

報告書を作成している（資料９－１－②－13）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

教職員，学生の意見をはじめ保護者，卒業生，修了生，就職先企業，各界有識者の意見を聴取し，

それらを学校として策定した基準に基づき点検・評価し，自己点検・評価報告書を作成する等の取

組がなされている。 

以上のことから，学校の構成員及び学外関係者の意見の聴取が行われており，教育の状況に関す

る自己点検・評価が適切になされているといえる。 
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資料９－１－②－１ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－②－２－１ 

（出典：総務課） 
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資料９－１－②－２－２ 

（出典：総務課） 
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資料９－１－②－３ 

（出典：平成 24年度ＦＤ活動報告書） 
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資料９－１－②－４ 

個別懇談日程表 

 

 個人情報等保護のための削除 

  

（出典：総務課） 
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資料９－１－②－５   

（出典：総務課） 
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資料９－１－②－６ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－②－７ 

  

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－②－８ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－②－９ 

（出典：学生課） 
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資料９－１－②－10 

平成 24年度 前期学級懇談会状況（教務関係） 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：学生課） 
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資料９－１－②－11 

資料９－１－②－12 

 

（出典：９回運営諮問会議報告書Ｐ．２） 

（出典：学生課） 
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資料９－１－②－13 

 

（出典：平成 22年度自己点検・評価報告書目次） 
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観点９－１－③： 各種の評価の結果を教育の質の向上，改善に結び付けられるような組織とし

てのシステムが整備され，教育課程の見直し等の具体的かつ継続的な方策が講

じられているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校では，教育課程の改正や組織の改廃及び新設等については運営委員会で審議・承認すること

とし，校内に特別に設置している中期計画推進室を機能させて，自己点検評価委員会，教務委員会，

及びＦＤ委員会等と連携して，教育の質の向上や問題点を改善するための組織を整備している（資

料９－１－③－１）。第１期の中期計画（平成 16年度～平成 20年度）については，実施報告書を作

成し，達成状況を分析して自己評価を行い，各事項への措置として反映させている（資料９－１－

③－２）。教育課程については，教務委員会において平成 21年度にカリキュラムを全般的に見直し，

現在第４学年まで進行しているところである。専攻科については，平成 24年度から教育課程を改正

し，「長期インターンシップ」や「教育技術演習」を新たに取り入れた。商船学科においては，商船

学科を持つ５高専の話し合い，航海訓練所及び国土交通省からの要請により，１年間の大型練習船

実習を１ヶ月・５ヶ月・６ヶ月の３分割短期実習方式への移行に対応するため，更なる新しい教育

課程を平成 25年度から実施する改正を行った。また，平成 23年度から，第１学年に対するフォロ

ーアップを目的として初年次教育支援室を設置した（資料９－１－③－３）。 

技術者教育の質の向上を図るため，運営諮問会議の審議を受けて，技術職員の資格取得に対して

学校として支援を行っている（資料９－１－③－４）。さらに，国際交流推進室を設置し，タイ王国

のナコンパノム大学との協定を締結し，商船学科を持つ５高専との連携により米国ハワイ大学カウ

アイコミュニティーカレッジと協定を締結し，学生の留学や海外インターンシップを推進している

（資料９－１－③－５）。 

その他にも，保護者からの意見を反映して，キャリア教育の一環として企業技術者活用プログラ

ムを活用し，企業技術者による講演や実技指導教育などを行っている（資料９－１－③－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

自己点検・評価，学外関係者の外部評価の結果を受けて，教育課程の見直しや技術者教育支援に

関する組織の見直し等を行うシステムが整備されており，新カリキュラムの検討・導入や初年次教

育支援室の設置，技術支援センターへの組織改編及び国際交流推進室の設置などが継続的に行われ

ている。 

以上のことから，各種の評価の結果を教育の質の向上，改善に結び付けられるような組織として

のシステムが整備され，教育課程の見直し等の具体的かつ継続的な方策が講じられているといえる。 
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資料９－１－③－１ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－③－２ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－③－３ 

（出典：総務課） 
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資料９－１－③－４ 

（出典：第７回運営諮問会議報告書Ｐ．２） 
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資料９－１－③－５ 

 

（出典：第７回運営諮問会議資料Ｐ．11） 
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資料９－１－③－６ 

 

 

（出典：学生課） 
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観点９－１－④： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，

授業内容，教材，教授技術等の継続的改善を行っているか。また，個々の教員

の改善活動状況を，学校として把握しているか。 

 

（観点に係る状況） 

個々の教員については，学生による授業評価アンケートに基づいて教員がコメントを付けること

で，自己フィードバックをかけるようにしている（資料９－１－④－１）。また，身上調書，自己申

告書及び年２回集計している研究業績一覧等を元に，毎年行われている校長面談時にフィードバッ

クをかけている（資料９－１－④－２）。その結果，平成 23年度に本校教員が，高専機構の教員顕

彰を受賞するなどの成果につながっている。また，各教員は教員研修，教員研究懇談会などに積極

的に参加している（資料９－１－④－３，４）。さらに，ＦＤ活動の一環として，ティーチング・ポ

ートフォリオ研修による授業改革の努力や，四国地区高専と連携した化学の教科書作成，商船学科

を持つ５高専連携のプロジェクトによる商船学教科書及びワークブックの作成を行っている（資料

９－１－④－５）。それらの改善活動については，ＦＤ委員会で実績をまとめ，学校として把握に努

めている（資料９－１－④－６）。 

非常勤講師については，採用時に人事委員会で審議を行い，教育経験等を考慮して採否を決定し

ており，講師の授業改善の要望等は学科長と相談し学科内で改善を行っている（資料９－１－④－

７）。その結果，平成 24年度より，学生のモチベーションを高めるために，第３学年の電子工学に

おいて資格受験の対策にまで踏み込んだ授業及び休日での補習等の取り組みを試行している（資料

９－１－④－８）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

個々の教員は評価結果に基づいて継続的に改善を意識しており，その結果，教員顕彰を受賞した

教員もいる。また，学校もその改善努力を把握し，非常勤講師についても改善を行っている。 

以上のことから，個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授

業内容，教材，教授技術等の継続的改善を行っており，また，個々の教員の改善活動状況を学校と

して把握しているといえる。 
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資料９－１－④－１ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－④－２ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－④－３ 

 

（出典：総務課） 
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資料９－１－④－４ 

 

資料９－１－④－５ 

（出典：企画広報室） 

（出典：商船学科） 
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資料９－１－④－６ 

 

（出典：学生課，ＳＰＯＤへの報告書） 
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資料９－１－④－７ 

資料９－１－④－８ 

 

（出典：電子機械工学科） 

（出典：担当教員） 
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観点９－１－⑤： 研究活動が教育の質の改善に寄与しているか。 

 

（観点に係る状況） 

個々の教員の研究活動は，文学，工学，海洋科学等の幅広い分野にわたって，不断に行われてお

り，教員の研究成果は，各教員の指導する卒業研究・特別研究に多く取り入れられている。（資料９

－１－⑤－１）。教員の研究分野と卒業研究等が関連することで，社会が期待する技術情報に触れる

ことが多くなり，学外発表の機会も増えることから学生のモチベーションの向上にも繋がっている。

一般科目系においては，教育方法の研究により教育の質の改善を図っている（資料９－１－⑤－２）。

専攻科特別研究では，学会発表やパネルフォーラムなどにおいて企業技術者と接する機会が多く設

けられていることもあり，プレゼンテーション能力の向上に繋がっている（資料９－１－⑤－３，

４）。また，企業との共同研究や他教育機関との共同研究等に卒業研究生や専攻科学生が参加するこ

ともあり，企業技術者や学外研究者と交流を持つことで研究活動を通した教育の質の向上に繋がっ

ている（資料９－１－⑤－５～７）。さらに専攻科の授業において，個々の教員の専門分野の論文を

取り上げることも多く（資料９－１－⑤－８），学生に対して新しい話題を提供することで，学習意

欲の向上を図っている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

個々の教員の研究テーマと卒業研究や特別研究が連動しており，さらに教育方法の研究を授業に

還元する取組を行っている。また，外部機関との共同研究に学生が参加しているなど，研究活動が

教育の質の改善に寄与している。 
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資料９－１－⑤－１－１ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－⑤－１－２ 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－⑤－２ 

 

（出典：四国地区高専シーズ発表会予稿集Ｐ．39） 
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資料９－１－⑤－３ 

（出典：専攻科特別研究概要集） 
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資料９－１－⑤－４ 

（出典：「第８回パネルフォーラム予稿集」目次） 

 



弓削商船高等専門学校 基準９ 

- 571 - 

資料９－１－⑤－５ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料９－１－⑤－６ 

 

 専攻科生が企業と共同研究（別添資料３） 

（出典：平成 25年３月１日付け毎日新聞抜粋） 
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資料９－１－⑤－７ 

（出典：担当教員） 
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資料９－１－⑤－８ 

 

（出典：平成 25年度専攻科学生用手引き・シラバスＰ．57） 
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観点９－２－①： ファカルティ・ディベロップメントが，適切な方法で実施され，組織として

教育の質の向上や授業の改善に結び付いているか。 

 

（観点に係る状況） 

 ファカルティ・ディベロップメントの具体的取組として，新任教員に対する年度当初の新任教員

研修や，ティーチング・ポートフォリオワークショップへの積極的な参加・展開，及び教員研究懇

談会の開催，四国地区高専教員研究集会への参加が挙げられる。その他にも，高専機構主催の新任

教員研修会，クラス経営と生活指導研修を目的とした教員研究，管理職研修，クラウドプロジェク

トＨＰＣ研究会，ネットワーク管理者研修会など，多数の研修及び研究集会，協議会に積極的に参

加している（資料９－２－①－１，２）。平成 23年度から，四国地区の大学及び高専で組織する四

国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯＤ）に加盟し，組織として教育の質の向上に結び

付ける努力を行っている（資料９－２－①－３）。また，ＦＤ委員会を中心に様々な授業改善に取り

組んでいる（資料９－２－①－４，５）。特に，以前に集計された教員研修会のアンケート結果から

個人ベースで有機的に集まって新しい教育システムを作り出す環境づくりが重要であるとの意見を

受け（資料９－２－①－６），平成 22年度からティーチング・ポートフォリオに組織的な取組を始

めている。教員の資質の向上を目指して，学外の研修会のみならず，外部から講師を招き学内でも

広く展開をし，平成 24年度には合計９名の教員が受講し，内１名はメンターとしての経験も積んで

いる（個々の教員のティーチング・ポートフォリオは，訪問調査時に提示）（資料９－２－①－７）。

また，平成 24年度から，教員相互の授業見学をさらに充実させるため，学習指導案作成（授業計画

及び準備），Minute Paper（学生の理解度の把握），研究授業総括記録（参観教員との総括）のプロ

セスを経る形式での研究授業を，主に若手教員を中心として行っている（資料９－２－①－８）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

ファカルティ・ディベロップメントに関する研修会に定期的に参加し，参加者の意見を基に，テ

ィーチング・ポートフォリオへの組織的な取組や若手教員を中心にプロセスを重視した形式での研

究授業を行う等の新しい取組を始めている。また，ＦＤ委員会を中心に様々な授業改善を行ってい

る。 

 以上のことから，ファカルティ・ディベロップメントが，組織的に適切な方法で実施され，教育

の質の向上や授業改善に結び付いているといえる。 
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資料９－２－①－１ 

（出典：総務課） 
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資料９－２－①－２  

（出典：総務課） 
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資料９－２－①－３ 

 

（出典：学生課） 
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資料９－２－①－４ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－40抜粋） 
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資料９－２－①－５－１ 
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資料９－２－①－５－２ 

（出典：ＦＤ委員会） 
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資料９－２－①－６ 

  

（出典：平成 18年度認証評価資料９-２-②-４） 
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資料９－２－①－７－１ 
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資料９－２－①－７－２ 
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資料９－２－①－７－３ 

（出典：ＦＤ委員会） 
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資料９－２－①－８ 

（出典：ＦＤ委員会） 
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観点９－２－②： 教育支援者等に対して，研修等，その資質の向上を図るための取組が適切に

行われているか。 

 

（観点に係る状況） 

教育支援者等については，高専機構主催の初任職員研修会をはじめ，決算担当者研修，契約事務

研修，中国・四国地区国立大学法人主催の研修，人事院主催の研修，日本学生支援機構主催の研修，

他大学や他高専主催の研修，長岡技術科学大学主催の研修等に，毎年積極的に参加している（資料

９－２－②－１）。平成 23年度から，四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯＤ）主催

のＳＤ研修会等にも参加している（資料９－２－②－２）。 

 さらに，技術職員は，四国地区の技術職員研修，西日本地区の技術職員研修などにおいて，実習・

実験での工夫を発表するなど，他高専の技術職員と情報交換を活発に行っている（資料９－２－②

－３～５）。また，技術支援センター運営委員会の承認の下で，資質の向上を図るため，資格取得に

も励んでいる（資料９－２－②－６，７）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 教育支援者は，数多くの研修等に積極的に参加し，資質の向上に努めている。さらに，研修会に

おいて発表をするなど，他教育機関との情報交換に努めており，また，資格取得にも励んでおり，

その資質を向上させるための取組が適切に行われているといえる。 
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資料９－２－②－１ 

職員等研修歴等一覧 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：総務課） 
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資料９－２－②－２ 

 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：総務課） 

四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯＤ）主催のＳＤ研修会参加者一覧 
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資料９－２－②－３ 

技術職員研修リスト 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：総務課） 



弓削商船高等専門学校 基準９ 

- 591 - 

資料９－２－②－４ 

 

（出典：総務課） 
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資料９－２－②－５ 

（出典：総務課） 



弓削商船高等専門学校 基準９ 

- 593 - 

資料９－２－②－６ 

平成 24 年度第１回技術支援センター運営委員会議事概要 

 

 個人情報等保護のための削除 

（出典：総務課） 
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資料９－２－②－７ 

 

 

（出典：総務課） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

準学士課程及び専攻科課程の教育課程の改正，組織的な初年次教育支援，国際交流の推進，キャ

リア教育の充実，教科書作成プロジェクトによる教材開発，ティーチング・ポートフォリオへの取

組を学校として強化する等の具体的な改善活動が活発に実施されている。 

（改善を要する点）  

 該当なし 

 

（３）基準９の自己評価の概要 

 教育の質の向上及び改善のために，教育活動の実態を示すデータや資料が収集・蓄積されており，

教職員，学生，卒業生，学外関係者の意見も聴取されている。また，それらの資料をもとに自己点

検・評価や外部評価を適切に実施できるシステムが整備されている。 

 これらの評価により，具体的に準学士課程及び専攻科課程の教育課程の改正，組織的な初年次教

育支援などの教育改善や国際交流の推進，キャリア教育の充実，教科書作成プロジェクトによる教

材開発等の改善が行われている。 

 個々の教員は，非常勤講師も含め，評価結果のフィードバックを受け，継続的に改善を意識して

努力しており，その結果，教員顕彰を受賞する等の客観的成果が上がっている。さらに，研究を教

育に結び付ける努力を行っており，学外共同研究への学生参加や学外発表を行う等，学習意欲の向

上に繋げている。 

 ＦＤ委員会を中心に様々な授業改善を行っており，教員はＦＤ活動に積極的に参加し，その結果，

新たにティーチング・ポートフォリオの組織的な取組や新任教員を中心にプロセスを重視した形式

での研究授業を始める等，具体的な改善が実施されている。 

教育支援者は，多くの研修会等に参加し，発表を行う等，他大学や他高等専門学校との情報交換

を行い，その資質の向上に努めている。また，技術職員は，学校の支援を受けて資格取得にも励ん

でおり，技術者教育の改善を図っている。 
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基準10 財務 

（１）観点ごとの分析 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有している

か。また，債務が過大ではないか。 

 

（観点に係る状況）  

 本校の有する土地及び建物は，土地が面積111,062㎡（海上構築物を含む），建物が延床面積

32,044㎡となっている（資料10－１－①－１，２）。また，商船学科で必要とされる，練習船，

各実習船及びそれらの係留施設，電子機械工学科で必要とされる工作機械を備えた実習工場，情

報工学科で使用する情報関連機器を設置した情報処理教育センターを設置している。その他，図

書館，25ｍプール，体育館２棟，野球場，グラウンド等を有している。 

 債務は，貸借対照表（資料10－１－①－３）のとおり，健全な運営となっている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校の資産は，土地，建物，船舶，その他固定資産のそれぞれについて，教育研究活動を安定

して遂行できるに十分なものを有している。また，債務も過大なものはない。 

 

 

資料 10－１－①－１ 

 

（出典：総務課） 
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資料 10－１－①－２ 

（出典：2012学校要覧Ｐ．38） 
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資料 10－１－①－３ 

貸借対照表（平成 24 年３月末日現在） 

 

 非公開情報のための削除 

 

（出典：総務課） 
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観点10－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収

入が継続的に確保されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校は，独立行政法人国立高等専門学校が設置する学校であることから，収入は国から交付さ

れる運営費交付金と学生納付金の２つが大きな柱となる。 

 運営費交付金は，いわゆる「効率化係数」が課せられるため微減の傾向が見られるが，ほぼ安

定して交付されている。また，平成23年度から人件費が設置法人により一括管理となっており，

結果として安定性は向上している（資料10－１－②－１）。 

 学生納付金は，学生の確保状況に影響されるところが大きいが，本校では近年特に増加傾向と

なっている。これは，継続して広報活動の充実・改善に取り組んでいることや，入試方法の改革

などの取組によるところである。それに伴い志願状況の改善により検定料等の収入増など好循環

も生まれつつある（資料10－１－②－２）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

本校の収入は，運営費交付金，学生納付金ともに教育研究活動を安定して遂行するため，継続

的に確保されている。運営費交付金は，微減ではあるがほぼ安定して交付されている。学生納付

金は，積極的な取組により増加傾向となっている。 
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資料 10－１－②－１ 

資料 10－１－②－２ 

 

（出典：総務課） 

 

（出典：総務課） 
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観点10－１－③： 学校の目的を達成するために，外部の財務資源の活用策を策定し，実行し

ているか。 

 

（観点に係る状況） 

          本校では，研究費に加えて事業費についても外部資金の活用を推進している。 

科学研究費助成事業への積極的な応募を促すための説明会の開催，公募情報の積極的な提供，間

接経費を財源としたインセンティブ制度の充実を行っているものの，更なる競争的資金の獲得を

図る必要がある（資料10－１－③－１）。 

同時に産学連携の取組にも力を入れている。離島であること，近隣に産業の集積が見られない

など立地上の不利な点は大きいが，練習船「弓削丸」を用いた共同研究など着実な成果を挙げて

いる。また，本校の技術振興会から，研究支援を受けている。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

外部の財務資源の活用について，研究，事業運営，産学連携において活用策を策定，実行して

いる。教員のみでなく，学校全体として体制を整えているが，受託研究の向上や科学研究費助成

事業の採択率を上げる等，競争的資金の更なる獲得を図る必要がある。 

資料 10－１－③－１ 

 

（出典：総務課） 
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観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に

係る計画等が策定され，関係者に明示されているか。 

 

（観点に係る状況）  

 本校では，各部門における基礎的な活動の維持・運営費用について効率化を加味して見積も

り，国立高等専門学校機構から提示された本校への運営費交付金交付額及び学生納付金等見込

額等の収入見込額と比較検討の上，予算案を作成することとしている。 

 各部門には，年間に必要な費用について調書の作成を依頼し，また，必要に応じてヒアリン

グを実施する。なお，船舶検査など臨時に高額な費用の発生が見込まれる場合には，国立高等

専門学校機構とも協議を行うこととしている。 

 総務課において提出された調書の審査を行い，予算配分方針案及び予算案を作成する（資料

10－２－①－１）。 

 予算案等は運営委員会において審議され，決定されれば各部門に配分される（資料10－２－

①－２）。また，運営委員会の決定は各学科の分科会を通じて校内への周知が行われている。 

 

 （分析結果とその根拠理由）  

学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，予算方針案及び予算案は運営委員

会において審議され，周知されている。 
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資料 10－２－①－１ 

平成 24 年度 学内予算配分方針 

 

非公開情報のための削除 

（出典：総務課） 
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資料 10－２－①－２ 

平成 24 年度 第２回運営委員会議事概要 

 

非公開情報のための削除 

（出典：平成 24年度第２回運営委員会議事概要抜粋） 
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観点10－２－②：  収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

 

（観点に係る状況） 

財源の範囲内での支払を原則としており，過大な支出超過は発生していない（資料10－２－②

－１）。過去５年間の損益計算書は，訪問調査時の確認資料とする。 

 

(分析結果とその根拠理由）  

収支の状況において，過大な支出超過となっていない。 
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資料 10－２－②－１ 

損益計算書（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月末日） 

 

非公開情報のための削除 

（出典：総務課） 
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観点10－２－③：  学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含

む）に対し，適切な資源配分がなされているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校では，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む）に対し，国立高等専門学校機構か

ら提示された本校への運営費交付金交付額及び学生納付金等見込額等の収入見込額と比較検討の

上，事前に見積もりを行い，予算案を作成することとしている。 

重点目標等に関しては，校長裁量経費によって柔軟な対応を行っている。決定方法として，公

募を行ったうえで，必要に応じてヒアリングを実施し決定している（訪問調査時に資料提示）。

また，教育研究等の業績を基に教育研究支援経費を傾斜配分している（資料10－２－③－１）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

学校の目的を達成するため，教育研究活動に対し，適切な資源配分がなされている。経常経費

については，事前に見積もりを行い必要に応じて配分している。重点配分事項は校長裁量経費で

公募，ヒアリング等により決定している他，教育研究等の業績を基に教育研究支援経費を傾斜配

分している。 
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資料10－２－③－１ 

平成24年度 教育研究費追加配分申告書 

 

非公開情報のための削除 

（出典：総務課） 
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観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校の設置法人は，独立行政法人国立高等専門学校機構である。国立高等専門学校機構の財務

諸表は，独立行政法人通則法第38条により，当該事業年度終了後，三月以内に文部科学大臣に提

出し承認を受けることになっており，その後，官報及び国立高等専門学校機構のウェブサイトで

公開されている（資料10－３－①－１）。 

 

（分析結果とその根拠理由）  

学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されている。設置法人である独立行政法人

国立高等専門学校機構の財務諸表は，官報及び国立高等専門学校機構のウェブサイトで公開され

ている。 
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資料 10－３－①－１ 

 

（出典：国立高等専門学校機構ウェブサイト・財務諸表 第８期事業年度） 
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観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

 

（観点に係る状況）  

財務会計に関する監査として会計監査法人監査，内部監査として高専相互会計内部監査及び

監事監査が設けられている。 

会計監査法人監査は，監査法人が策定する監査計画に基づいて実施され，事業年度ごとに国

立高等専門学校機構と各高等専門学校の実地監査を行っている。 

内部監査について，高専相互会計内部監査は，高専機構が策定する計画に基づいて，高等専

門学校間で相互に監査員を派遣しあっている（資料10－３－②－１）。監事監査は，監事の策

定する監査計画に基づいて，５年間で全高専の実地監査を行うこととなっている。 

  

（分析結果とその根拠理由）  

  財務会計に関する監査として会計監査法人監査，内部監査として高専相互会計内部監査，監

事監査が設けられており，それぞれ適切に実施されている。 
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資料 10－３－②－１ 

 

（出典：総務課） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

教育目標を達成するための財源の確保，予算の適正配分，適正で効率的な予算執行に対する努

力がなされている。 

（改善を要する点）  

運営費交付金等の基本的な財源は確保されているが，外部資金としての受託研究，共同研究の

受入件数，科学研究費補助金の申請件数及び採択率の向上においては改善の余地がある。 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

 本校の資産は，土地，建物，船舶，その他固定資産のそれぞれについて，教育研究活動を安

定して遂行できるに十分なものを有しており，債務も過大なものはない。収入は，運営費交付

金，学生納付金ともに教育研究活動を安定して遂行するため，継続的に確保されているが，受

託研究の向上や科学研究費助成事業の採択率を上げる等，競争的資金の更なる獲得を図る必要

がある。 

学校の目的を達成するための，教育研究活動に対し，適切な資源配分がなされている。予算

方針案及び予算案は運営委員会において審議され，周知されている。重点配分事項は校長裁量

経費で公募，ヒアリング等により決定している他，教育研究業績を基に教育研究支援経費を傾

斜配分している。 

財務諸表は，官報及び国立高等専門学校機構のウェブサイトで公開されている。また，会計

監査法人監査，内部監査として高専相互会計内部監査，監事監査が設けられており，それぞれ

適切に実施されている。 
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基準 11 管理運営 

（１）観点ごとの分析 

観点 11－１－①： 学校の目的を達成するために，校長，各主事，委員会等の役割が明確になっ

ており，校長のリーダーシップの下で，効果的な意思決定が行える態勢となっ

ているか。 

 

（観点にかかる状況） 

本校では，校長のリーダーシップの下に，教務主事，学生主事，寮務主事，広報主事を副校長と

して配置し，組織ごとに学科長・専攻科長及び各センター長などを配置して，迅速な意思決定がで

きる態勢をとっている（資料 11－１－①－１）。各主事の役割については，学則第９条で明確に定

めている（資料 11－１－①－２）。また，平成 25年度から，企画・評価担当の副校長を新設し，外

部評価及び第三者評価や中期計画並びに公開講座等の企画などを担当することにしている。 

 学校の管理運営等の重要な事項を審議し意思決定を行う機関として，内部組織規則第 14条により

運営委員会を設置し，同規則第 16条により各種委員会を設置し，それぞれ規則を定めている（資料

11－１－①－３，４）。運営委員会は，校長を委員長に，各副校長，各学科長，専攻科長，図書館長，

情報処理教育センター長，地域共同研究推進センター長，練習船弓削丸船長，各学科から選出され

た教員各１名，事務部長及び技術支援センター長を委員として組織されており，毎月１回開催する

こととしている（資料 11－１－①－５，６）。運営委員会での審議・報告内容は，委員である各所

属の長から教職員へ周知徹底されており，必要に応じて教員会議で校長から周知している。なお，

練習船「弓削丸」は練習船運航委員会に基づいて適切に運航されており，体制間の連携強化を図る

ため，平成 23年度から練習船弓削丸船長を委員に追加した（資料 11－１－①－７）。 

 各種委員会の中で自己点検評価委員会，人事委員会，入学試験委員会，安全衛生委員会，将来計

画委員会，環境マネジメント委員会，国際交流委員会，情報セキュリティ管理委員会及びリスク管

理室会議などの主要な会議については，校長が委員長を務めることにしており，全体を把握しリー

ダーシップをとれる体制となっている。また，各副校長・専攻科長・各センター長等は，担当委員

会の委員長を務めることにしており，重要な事項については運営委員会に上げて審議・報告するこ

ととしており，効果的な意思決定が行える態勢をとっている（資料 11－１－①－８）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

 本校では，校長のリーダーシップの下に，教務主事，学生主事，寮務主事，広報主事を副校長と

して配置し，迅速な意思決定ができる態勢になっている。平成 25年度からは，企画・評価担当副校

長を新設した。校長，各副校長，専攻科長，各センター長等が，所掌するそれぞれの委員会の委員

長を務めることにしており，その役割を明確にしている。 

 以上のことから，本校では，校長，各副校長，委員会等の役割が明確になっており，校長のリー

ダーシップの下で，効果的な意思決定が行える態勢となっている。 
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資料 11－１－①－１  

（出典：2013学校要覧Ｐ．４） 
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資料 11－１－①－２ 

 

資料 11－１－①－３ 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－31抜粋） 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集１－１抜粋） 
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資料 11－１－①－４ 

 

（出典：総務課） 
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資料 11－１－①－５ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－１抜粋） 
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資料 11－１－①－６ 

 

（出典：平成 24年度第１回運営委員会） 
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資料 11－１－①－７ 

  

 

（出典：平成 23年度第４回運営委員会） 
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資料 11－１－①－８ 

（出典：総務課） 
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観点 11－１－②： 管理運営の諸規程が整備され，各種委員会及び事務組織が適切に役割を分担

し，効果的に活動しているか。また，危機管理に係る体制が整備されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 管理運営に関する諸規程については，組織及び運営を行うための委員会規則が定められており，

教育活動，学生指導，庶務，人事，会計，施設・設備等に係る諸規定が整備されている（資料 11－

１－②－１）。 

 各種委員会は，校長が運営委員会，将来計画委員会等を，教務主事が教務委員会等，学生主事が

厚生補導委員会等，寮務主事が寮務委員会等，広報主事が広報委員会等，企画・評価担当副校長が

公開講座委員会等，各センター長が各センター委員会等をそれぞれ所掌し，適切に役割を分担して

いる（資料 11－１－①－８）。これらの各種委員会については，随時，組織の見直しを行い，効果

的に活動できるように改善を図っている（資料 11－１－②－２）。 

 事務組織は，事務組織及び事務分掌規則に基づき，事務部長が置かれ，事務部長の下に総務課，

学生課，企画広報室が置かれている（資料 11－１－②－３）。同規則により各事務分掌について明

確かつ適切に役割が分担されるよう定められており，事務職員が教員と密接な連携を取りながら，

それぞれの職務を効果的に遂行している（資料 11－１－②－４）。 

 技術職員については，平成 21年 10月に技術支援センターを設置し，教員が務める技術支援セン

ター長の下に技術長を配し，第１技術班・第２技術班に分かれて配属されている。技術職員は，教

職員と連携しながら，教育支援，研究支援，地域連携支援の業務に従事している（資料 11－１－②

－５，６）。また，練習船弓削丸班員は，弓削丸船長の指揮の下で学生の航海実習・実験実習を始め

として，学校行事，広報活動，公開講座，出前授業，共同研究などでの運行業務に従事している（資

料 11－１－②－７）。 

本校において発生することが予想される様々な事象に伴う危機に組織的に迅速かつ的確に対処す

るため，危機管理体制及び危機事象発生時の基本的な対処方法等に関し，必要な事項を危機管理規

則で定めている（資料 11－１－②－８）。また，同規則に基づき，本校の学生，教職員及び近隣住

民に被害が及ぶ恐れがある様々な危機事象を未然に防止し，また，発生した場合に被害を最小限に

くい止めることを目的として危機管理マニュアルを整備している（資料 11－１－②－９）。危機管

理規則の中で，リスク管理室の室長は校長をもって充てると定め，危機管理マニュアルの中でリス

クランクをＡ～Ｃに分類し，Ａ及びＢに該当すると判断された場合には，校長が危機事象の対処の

ため速やかに危機対策本部を設置し，危機事象への対応を行うこととしている。平成 23年度には，

上島町消防署と連携し，震災発生時への対応のため防災教育セミナーを実施した（資料 11－１－②

－10）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

管理運営に関する諸規程は，委員会規則及び関連規則・規程により整備されている。 

 各種委員会及び事務組織については，諸規則に従って適切な役割分担がなされており，随時，効

果的な活動を図るための自己点検及び改善を図っている。 

 危機管理に係る体制は，危機管理規則及び危機管理マニュアルにより役割を適切に分担すること

及び危機事象発生時の対応を明確に定めている。 

 以上のことから，本校において，管理運営の諸規程が整備され，各種委員会及び事務組織が適切
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に役割を分担し，危機管理に係る体制が整備され，それぞれ効果的に活動している。 

資料 11－１－②－１ 
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資料 11－１－②－１ 

（出典：総務課） 
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資料 11－１－②－２ 

 

（出典：平成 22年度第 11回運営委員会） 
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資料 11－１－②－３ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集３－１抜粋） 
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（出典：平成 22年度自己点検・評価報告書Ｐ．29） 



弓削商船高等専門学校 基準 11 

- 628 - 

資料 11－１－②－５ 

（出典：技術支援センター） 
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資料 11－１－②－６ 

 

（出典：技術支援センター） 
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資料 11－１－②－７ 

 

（出典：弓削丸年報平成 23年度版Ｐ．13） 
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資料 11－１－②－８ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集 

２－42抜粋） 
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資料 11－１－②－９ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校危機管理マニュアル） 
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資料 11－１－②－10 

 

 

（出典：総務課） 
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観点 11－２－①： 自己点検・評価が学校として策定した基準に基づいて高等専門学校の活動の

総合的な状況に対して行われ，かつ，その結果が公表されているか。 

 

（観点に係る状況）  

本校では，自己点検評価委員会において，教育研究，組織及び管理運営並びに施設・設備の状況

について，毎年，適切な評価項目を決めて，自己点検・評価を行い，報告書を作成している（資料

11－２－①－１～３）。自己点検・評価報告書は，ウェブサイトに掲載し，高専機構本部，関係大学・

高専，近隣の教育委員会等へ送付し公表している（資料 11－２－①－４，５）。 

また，中期計画については，高専機構の中期計画の変更に対応させて年度ごとに計画を策定し，

実施状況を取り纏め，外部有識者によって組織されている運営諮問会議での報告及びウェブサイト

掲載により公表している（資料：11－２－①－６）。第１期中期計画５年分については，中期計画推

進室が中心になって自己評価を行い，実施報告書を作成した（資料 11－２－①－７）。同報告書は，

学内外へ発送するとともに，運営諮問会議で諮問事項として報告し，諮問委員による議論と提言を

受けた（資料 11－２－①－８）。 

高等専門学校機関別認証評価については，１回目の審査を平成 18年度に受審し，自己評価書及び

評価結果を本校ウェブサイトにより公表している（資料 11－２－①－９）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校では，自己点検評価委員会において，評価項目を策定し，不断に自己点検・評価を実施して

きている。自己点検・評価報告書は，ウェブサイトへの掲載の他，関係機関等へ送付し公表してい

る。 

また，中期計画については，年度計画を策定し，毎年，実施状況を取り纏め，運営諮問会議での

報告及びウェブサイト掲載により公表している。中期計画５年分については，自己評価を含む実施

報告書を作成し，公表するとともに，運営諮問会議で議論と提言を受けた。 

高等専門学校機関別認証評価は，平成 18年度に第１回を受審し，自己評価書及び評価結果をウェ

ブサイトに掲載し公表している。 

 以上のことから，自己点検・評価が本校として策定した基準及び項目に基づいて，学校の活動の

総合的な状況に対して行われ，その結果が適切に公表されている。 
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資料 11－２－①－１ 

 

（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－２抜粋） 
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（出典：平成 24年度第１回自己点検評価委員会） 
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資料 11－２－①－３ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料 11－２－①－４ 

 

 

資料 11－２－①－５ 

自己点検・自己評価書送付先一覧 

 

（出典：本校ウェブサイト） 

（出典：企画広報室） 
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資料 11－２－①－６ 

 

（出典：企画広報室） 
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資料 11－２－①－７ 

 

（出典：第１期中期計画実施報告書表紙，Ｐ．49～51） 
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資料 11－２－①－８ 

 

（出典：第６回運営諮問会議報告書Ｐ．８，10，12） 
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（出典：本校ウェブサイト，高等専門学校機関別認証評価 自己評価報告書表紙） 
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観点 11－２－②：  自己点検・評価の結果について，外部有識者等による検証が実施されている

か。 

 

（観点に係る状況） 

本校の管理運営及び教育活動の状況について審議し，学校運営の一層の発展に資することを目的

に，外部有識者による運営諮問会議を平成 16年に設置し，毎年，運営諮問会議を実施している（資

料 11－２－②－１，２）。 

平成 16 年度の運営諮問会議においては，本校の総合的な現状と課題について取り纏めた自己点

検・評価報告書に基づいて諮問し提言を受けた。平成 21 年度には，第１期中期計画に関して自己

評価を行った実施報告書について諮問し，提言及び助言を受けた。平成 24年度は，平成 23年度の

自己点検・評価結果に沿って，「高専間の連携について」と「学校の管理運営について」を諮問し，

参考となる具体的な事例や意見などによって検証が行われている（資料 11－２－②－３～５）。 

運営諮問会議の内容については，報告書を作成し，ウェブサイトで公表している（資料 11－２－

②－６）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 外部有識者による審議組織として，運営諮問会議を設置している。毎年，運営諮問会議において

本校の自己点検・評価報告書を配布し，必要と思われる事項について同報告書に沿った内容を諮問

し，提言及び助言を受けている。 

 以上のことから，本校では，自己点検・評価の結果について，外部有識者等による検証が実施さ

れている。 
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（出典：弓削商船高等専門学校規則集２－26抜粋） 
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（出典：企画広報室） 
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（出典：平成 23年度自己点検・評価報告書目次） 
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（出典：第９回運営諮問会議資料 表紙と委員名簿） 
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（出典：第９回運営諮問会議資料 本冊Ｐ．９） 

9９ 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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観点 11－２－③： 評価結果がフィードバックされ，高等専門学校の目的の達成のための改善に

結び付けられるようなシステムが整備され，有効に運営されているか。 

 

（観点に係る状況） 

 自己点検・評価や外部評価の評価結果をそれぞれ報告書にまとめ，全教職員に配布及びウェブサ

イト掲載により周知している。また，中期計画については，中期計画推進室を中心に，年度計画を

策定し，実施を推進し，年度計画の実施状況の一覧表を作成し，ウェブサイトに掲載して周知し，

次年度の年度計画に反映する等のフィードバックを行っている（資料 11－２－③－１）。 

評価結果についての対応は，自己点検評価委員会において審議し，必要な事項は運営委員会に報

告し，各学科，各種委員会及び各センター等において担当し実施するなどして，学校の目的の達成

のため改善に結び付けられるシステムを構築している（資料 11－２－③－２）。 

管理運営上の改善に結び付いた取組の具体例としては，組織の改善例として，平成 21 年度の国

際交流活動に関する自己点検を受けて，新たに国際交流推進室を設置した（資料 11－２－③－３，

４）。また，平成 22年度自己点検・評価報告書の中の各学科等の自己分析（現状と課題）を受けて，

志願者確保のため新たに学外検査場として，平成 24 年度から岡山会場を新設し，津山高専及び広

島商船高専と連携して最寄地受検制度を実施することにした（資料 11－２－③－５）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

 本校では，自己点検・評価や外部評価の評価結果は，自己点検評価委員会及び運営委員会におい

て学校の対応について検討し，学科や各種委員会において改善に取り組んでいる。評価結果は，中

期計画の年度計画にも反映され，中期計画推進室を通じて改善策への取組の推進とその結果をフィ

ードバックできるシステムを構築している。 

 具体的な例として，国際交流推進室の設置や学力入試の学外検査場の新設など，管理運営上の改

善に結び付く取組を行っている。 

 以上のことから，評価結果がフィードバックされ，本校の目的の達成のための改善に結び付けら

れるようなシステムが整備され，具体的に有効な運営が図られている。 
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（出典：企画広報室） 
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（出典：企画広報室） 
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（出典：平成 21年度自己点検・評価報告書Ｐ．14，15） 
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資料 11－２－③－４ 

 

資料 11－２－③－５ 

 

（出典：平成 22年度第３回運営委員会） 

（中略） 

（中略） 

（出典：平成 24年度第１回入学試験委員会） 
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観点 11－３－①： 外部有識者等の意見や第三者評価の結果が適切な形で管理運営に反映されて

いるか。 

 

（観点に係る状況） 

本校では，管理運営面に関する意思決定プロセスにおいて，外部有識者の意見の反映システムと

して，運営諮問会議での提言に対応する態勢をとっている（資料 11－２－②－１，２，資料 11－２

－③－２）。運営諮問会議での提言は運営委員会で報告されたのち，自己点検評価委員会において本

校の対応方法が検討され，各学科や各種委員会及び各センター等において実行され，次年度の運営

諮問会議で報告している。 

実例を挙げると，第５回運営諮問会議で受けた学校ＰＲに関する提言に対応して，広報主事・主

事補を設置した（資料 11－３－①－１，２）。また，第８回運営諮問会議での寮生活の支援につい

ての提言を受けて，学寮新棟建築ＷＧを設置した（資料 11－３－①－３～５）。 

  

（分析結果とその根拠理由） 

 運営諮問会議において受けた提言は，運営委員会において報告され，全教職員へも周知されてい

る。提言に対する学校の対応について，自己点検評価委員会において検討され，各学科や各種委員

会及び各センターにおいて実行される態勢をとっており，具体的に管理運営について適切に活用さ

れている。 

 以上のことから，本校では，外部有識者等の意見や第三者評価の結果が適切な形で管理運営に反

映されるシステムを有し，実際に改善に役立てている。 
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（出典：第５回運営諮問会議報告書Ｐ．２，４，５） 
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（出典：平成 20年度第 11回運営委員会） 

（中略） 
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資料 11－３－①－４ 

（出典：平成 24年度第６回運営委員会） 

（中 略） 

（出典：第９回運営諮問会議資料 本冊Ｐ．８） 
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（出典：総務課） 



弓削商船高等専門学校 基準 11 

- 660 - 

観点 11－３－②： 学校の目的を達成するために，外部の教育資源を積極的に活用しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 企業技術者活用プログラムを利用して，船舶管理技術者育成プログラムや情報処理システムの活

用事例紹介プログラム等を実施している（資料 11－３－②－１） 

協働教育の理念を実践する活動として，平成 24年度から商船学科を有する５高専連携による５年

間計画の大型プロジェクトとして，文部科学省の大学間連携共同教育推進事業に「海事分野におけ

る高専・産業界連携による人材育成システムの開発」が採択され，実施している。このプロジェク

トでは，５校と海事関連団体である（社）日本船主協会，（社）全日本船舶職員協会，全日本海員組

合，国際船員労務協会が一つのチームとなり，「柔軟で高度な海事技術者」を協働して育成する新た

な海事教育システムを開発することを目的としている（資料 11－３－②－２）。 

 他の高等教育機関との連携による外部教育資源の活用として，本校が中心になって「四国地区高

専との連携・交流事業に伴う特別講義」を実施している（資料 11－３－②－３）。毎夏，本校の練

習船「弓削丸」を活用し，環境問題やエネルギー技術について，各高専から派遣された教員による

講義を各高専の希望学生が受講している。また，国際交流協定を締結しているタイ王国ナコンパノ

ム大学との国際交流を通じて，卒業研究の共同プロジェクト等を実施している（資料 11－３－②－

４）。 

 地域の外部教育資源の活用として，愛媛銀行と連携協力協定を締結し，教育研究の充実及び人材

育成を図るため，ひめぎん情報センター研究員による出前授業等を実施している（資料 11－３－②

－５，６）。 

 教職員の資質向上を図るため四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯＤ）からの講師

派遣によるＦＤ講演会を実施し，ティーチング・ポートフォリオ作成ワークショップへ積極的に参

加している（資料 11－３－②－７，８）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

企業技術者活用プログラムの活用，大学間連携共同教育推進事業の実施，他の高等教育機関との

連携による外部教育資源の活用，愛媛銀行との連携協力協定に基づく出前授業の実施，四国地区大

学教職員能力開発ネットワークを活用したＦＤ活動を行うなど，本校では，学校の目的を達成する

ために，外部の教育資源を積極的かつ多様に活用している。 
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（出典：学生課） 
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（出典：学生課） 
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（出典：「特別講義」実施要領） 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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資料 11－３－②－５ 

 

（出典：企画広報室） 



弓削商船高等専門学校 基準 11 

- 666 - 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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資料 11－３－②－７ 

 

資料 11－３－②－８ 

（出典：学生課） 

（出典：本校ウェブサイト） 
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観点 11－４－①： 高等専門学校における教育研究活動等の状況や，その活動の成果に関する情

報を広くわかりやすく社会に発信しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校の総合的な活動については学校要覧に，概要は学校案内として刊行し，関係機関等にそれぞ

れ配布している（資料 11－４－①－１，２）。また，ウェブサイトに本校の概要や活動状況及び情

報公開などを掲載している（資料 11－４－①－３）。 

 「商船だより」及び「専攻科だより」は，全保護者へ郵送・配布している（資料 11－４－①－４，

５）。 

 本校の様々な情報を地元自治体の広報誌「広報かみじま」や文部科学省関係広報誌「文教ニュー

ス」等へ提供し，本校の活動が紹介されている（資料 11－４－①－６，７）。 

 研究活動及び成果については，研究者要覧をウェブサイトで公開し，研究シーズ集を刊行し，技

術振興会「しまなみテクノパートナーズ」に関する情報はウェブサイトの技術振興会の中でアクセ

スできるようにしている（資料 11－４－①－８～10）。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 本校における教育研究活動等の状況やその活動の成果に関する情報は，本校のウェブサイト，各

種刊行物，関係機関の広報誌等を通して広くわかりやすく社会に発信されている。 
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（出典：企画広報室） 
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（出典：学生課） 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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（出典：弓削商船だより 第 84号） 
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（出典：専攻科だより第 26号） 



弓削商船高等専門学校 基準 11 

- 674 - 
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（出典：広報かみじま 11月号） 
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文教速報 

 

 著作権に関係するための削除 

（出典：文教速報 第 7771号） 
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（出典：本校ウェブサイト） 
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資料 11－４－①－９ 

 

資料 11－４－①－10 

 

（出典：四国地区高専教員シーズ集） 

（出典：本校ウェブサイト） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

 外部の教育資源の活用として，協働教育を実践するため，商船学科を有する５高等専門学校連携

による大型プロジェクトとして，（社）日本船主協会，（社）全日本船舶職員協会，全日本海員組合，

国際船員労務協会と連携して，文部科学省の大学間連携共同教育推進事業「海事分野における高等

専門学校・産業界連携による人材育成システムの開発」を平成 24年度から５年間計画で，「柔軟で

高度な海事技術者」を協働して育成する新たな海事教育システムを開発することを目的とし，実施

している。 

（改善を要する点） 

 該当なし 

 

（３）基準 11の自己評価の概要 

校長のリーダーシップの下に，教務主事，学生主事，寮務主事，広報主事及び企画・評価担当の

５副校長を配置し，組織ごとに学科長・専攻科長及び各センター長などを配置して，役割を明確に

分担し，迅速な意思決定ができる態勢をとっている。各種委員会，事務組織及び危機管理体制につ

いては，諸規程が整備され，適切な役割分担がなされており，随時，効果的な活動を図るための自

己点検及び改善が図られている。 

 自己点検・評価については，毎年，策定した基準に基づいて，自己点検・評価報告書を作成し広

く公表し，運営諮問会議で検証がなされている。それを踏まえて，国際交流推進室の設置や学力入

試の学外検査場の新設など，管理運営上の改善に結び付く取組を行っている。中期計画については，

中期計画推進室が中心になって，高等専門学校機構の中期計画の変更に対応させて年度計画を策

定・更新し，毎年，実施状況を取り纏め，運営諮問会議での報告及びウェブサイト掲載により公表

している。第１期中期計画５年分については，自己評価を含む実施報告書を作成し，公表するとと

もに，運営諮問会議で議論と提言を受けた。また，運営諮問会議での諮問事項に対する提言につい

ては，学校での対応を検討し，広報主事・主事補の設置や学寮新棟建築ＷＧの設置など具体的な改

善に役立てている。 

 外部教育資源の活用として，企業技術者活用プログラムの活用，大学間連携共同教育推進事業の

実施，他の高等教育機関との連携事業の実施，愛媛銀行との連携協力協定に基づく出前授業の実施，

四国地区大学教職員能力開発ネットワークを活用したＦＤ活動など多様な活動を行っている， 

 本校における教育研究活動等の状況や，その活動の成果に関する情報は，学校要覧を始めとする

各種刊行物，ウェブサイト，関係機関の広報誌などを通して広くわかりやすく社会に発信している。 

 




